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(57)【要約】
ワークピースを荷電粒子に露光するためのチャンバは、
荷電粒子流を発生させるための荷電粒子源と、荷電粒子
源から或る軸に沿って荷電粒子流をコリメート及び方向
決めするように構成されているコリメータと、軸に沿っ
た荷電粒子間の縦方向の間隔を調節することによって少
なくとも一つの荷電粒子を含むデジタルビームを生成す
るように構成されているコリメータの下流のビームデジ
タイザと、荷電粒子の集団を偏向させるために軸に沿っ
て縦方向に配置された一続きの偏向ステージを備えるビ
ームデジタイザの下流の偏向器と、ワークピースを保持
するように構成されている偏向器の下流のワークピース
ステージとを備える。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ワークピースを荷電粒子に露光するためのチャンバであり、
　荷電粒子流を発生させるための荷電粒子源と、
　前記荷電粒子流を前記荷電粒子源から或る軸に沿ってコリメートして方向決めするよう
に構成されたコリメータと、
　少なくとも一つの荷電粒子を含む時間的且つ空間的に分解されたデジタルフラッシュを
、伝播軸に沿った前記荷電粒子間の縦方向の間隔を調節することによって、生成するよう
に構成された、前記コリメータの下流の、ビームデジタイザと、
　前記デジタルフラッシュを偏向させて、該デジタルフラッシュを伝播方向に対して横方
向及び縦方向に分布させて、これによって、前記ワークピースの選択された部分を露光す
るための仮想デジタルステンシルを備えた空間パターンを形成するために、前記軸に沿っ
て縦方向に配置された一続きの偏向電極ステージを備える、前記ビームデジタイザの下流
の、偏向器と、
　前記デジタルフラッシュまたは前記デジタルフラッシュの一つ以上の集団を縮小し、前
記ワークピースの表面上に前記仮想デジタルステンシルを集束させるための、前記偏向器
の下流の、対物レンズアセンブリと、
　前記ワークピースを保持するように構成された、前記偏向器の下流の、ワークピースス
テージと、を備えるチャンバ。
【請求項２】
　略５から５００ｋｅＶまでの間の電位で加速する前記荷電粒子流を方向決めするように
構成された、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項３】
　前記荷電粒子はイオンを含む、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項４】
　前記イオンは正に帯電している、請求項３に記載のチャンバ。
【請求項５】
　前記イオンは負に帯電している、請求項３に記載のチャンバ。
【請求項６】
　前記イオンは一価である、請求項３に記載のチャンバ。
【請求項７】
　前記イオンは二価である、請求項３に記載のチャンバ。
【請求項８】
　前記荷電粒子は電子を含む、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項９】
　前記荷電粒子は陽子を含む、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項１０】
　前記荷電粒子源は液体金属イオン源（ＬＭＩＳ）を備える、請求項１に記載のチャンバ
。
【請求項１１】
　前記荷電粒子源はプラズマイオン源（ＰＩＳ）を備える、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項１２】
　前記荷電粒子源はボリュームプラズマイオン源（ＶＰＩＳ）を備える、請求項１に記載
のチャンバ。
【請求項１３】
　前記荷電粒子源は気体電界イオン化源（ＧＦＩＳ）を備える、請求項１に記載のチャン
バ。
【請求項１４】
　前記荷電粒子源はカーボンナノチューブ電界エミッタを備える、請求項１に記載のチャ
ンバ。
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【請求項１５】
　前記荷電粒子源は自由電子レーザを備える、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項１６】
　前記荷電粒子源はパルスアブレーションイオン源を備える、請求項１に記載のチャンバ
。
【請求項１７】
　前記荷電粒子源は磁気閉じ込めプラズマアノード源（ＭＡＰ）を備える、請求項１に記
載のチャンバ。
【請求項１８】
　前記荷電粒子源は、熱電界放出電子源（ＴＦＥ）を備える、請求項１に記載のチャンバ
。
【請求項１９】
　前記荷電粒子源が複数の荷電粒子種を発生させるように構成されている、請求項１に記
載のチャンバ。
【請求項２０】
　前記荷電粒子源が、略５から３０ｋｅＶまでの間の加速電位で前記荷電粒子流を引き出
すように構成されている、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項２１】
　前記荷電粒子源が、前記ワークピースにおいて測定される１０ｎｍのスポットサイズに
対して、１×１０５Ａ／ｃｍ２の電流を提供するように構成されている、請求項１に記載
のチャンバ。
【請求項２２】
　前記コリメータがレンズを備える、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項２３】
　前記コリメータが反射光学素子を備える、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項２４】
　前記コリメータがレンズ及び反射光学素子を備える、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項２５】
　前記コリメータが二つの反射光学素子を備える、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項２６】
　前記コリメータが多重レンズを備える、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項２７】
　前記コリメータが前記荷電粒子流をコリメートするように構成されている、請求項１に
記載のチャンバ。
【請求項２８】
　前記コリメータが、１μｍ未満の半値全幅の直径のスポットサイズを有するガウス型ビ
ームに、前記荷電粒子流を縮小するように構成されている、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項２９】
　前記コリメータが、１００ｎｍ未満の半値全幅の直径のスポットサイズを有するガウス
型ビームに、前記荷電粒子流を縮小するように構成されている、請求項１に記載のチャン
バ。
【請求項３０】
　前記コリメータが、１０ｎｍ未満の半値全幅の直径のスポットサイズを有するガウス型
ビームに、前記荷電粒子流を縮小するように構成されている、請求項１に記載のチャンバ
。
【請求項３１】
　質量分離器開口プレートを含む質量分離器を更に備え、
　前記質量分離器が、前記コリメータと前記ビームデジタイザとの間に配置され、選択さ
れた荷電粒子種を前記質量分離器開口プレート内に偏向させるように構成されている、請
求項１に記載のチャンバ。
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【請求項３２】
　質量分離器が反射光学素子を備える、請求項２７に記載のチャンバ。
【請求項３３】
　質量分離器がＥｘＢレンズを備える、請求項２７に記載のチャンバ。
【請求項３４】
　質量分離器がウィーンフィルタを備える、請求項２７に記載のチャンバ。
【請求項３５】
　前記ビームデジタイザが前記コリメータと前記偏向器との間に配置されている、請求項
１に記載のチャンバ。
【請求項３６】
　前記ビームデジタイザがビームブランカーと前記偏向器との間に配置されていて、該ビ
ームブランカーが前記荷電粒子流をブランキング及び／又は圧縮するように構成されてい
る、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項３７】
　前記ビームデジタイザがビームバンチャーを備える、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項３８】
　前記ビームバンチャーが、略１ＭＨｚから１００ＧＨｚまでの周波数を有する電磁放射
を与える、請求項３７に記載のチャンバ。
【請求項３９】
　前記ビームバンチャーが、略１ＭＨｚと２５ＧＨｚとの間の二つ以上の共鳴周波数を有
する電磁放射を与える、請求項３７に記載のチャンバ。
【請求項４０】
　前記ビームバンチャーが、振幅を変更するように構成された電磁放射を与える、請求項
３７に記載のチャンバ。
【請求項４１】
　前記ビームバンチャーが、周波数を変更するように構成された電磁放射を与える、請求
項３７に記載のチャンバ。
【請求項４２】
　前記ビームバンチャーが、無線周波数（ＲＦ）の電圧で変更されるように構成された一
続きの電極を備える、請求項３７に記載のチャンバ。
【請求項４３】
　前記ビームバンチャーが前記荷電粒子流の平均速度に適合する方法で電磁放射を与える
、請求項３７に記載のチャンバ。
【請求項４４】
　前記ビームデジタイザが、前記荷電粒子流をブランキングするように構成されたブラン
カーを備える、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項４５】
　前記ビームデジタイザが、前記荷電粒子源のオン／オフ状態を変更して、前記荷電粒子
流をブランキングするように構成されている、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項４６】
　前記ビームデジタイザが、前記荷電粒子源のオン／オフ状態を変更して、前記荷電粒子
流をブランキングするように構成されている、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項４７】
　前記ビームデジタイザが、前記荷電粒子流をブランキングするように構成された電磁放
射を加えるように構成されている、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項４８】
　前記ビームデジタイザが、前記荷電粒子流ブランキングするように構成されたプラズマ
ビート波モジュレータを備える、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項４９】
　前記ビームデジタイザが、前記荷電粒子流をブランキングするように構成された空間電
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荷航跡場モジュレータを備える、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項５０】
　前記ビームデジタイザが、前記荷電粒子流をブランキングするように構成された共鳴吸
収空間電荷航跡場モジュレータを備える、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項５１】
　前記ビームデジタイザが、前記荷電粒子流をブランキングするように構成された一般化
位相コントラストモジュレータを備える、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項５２】
　前記ビームデジタイザが、前記荷電粒子流をブランキングするように構成されたパルス
入射中和ビームモジュレータを備える、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項５３】
　前記ビームデジタイザが、前記荷電粒子流をブランキングするように構成されたパルス
レーザビームモジュレータを備える、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項５４】
　前記ビームバンチャーが、無線周波数の電圧で調節されるように構成された螺旋コイル
を備える、請求項３７に記載のチャンバ。
【請求項５５】
　前記ビームバンチャーが、前記荷電粒子の相対的な速度を変更して、圧縮集団を形成す
るように構成されていて、該集団が、デジタルビームを形成する前記時間的且つ空間的に
分解されたデジタルフラッシュを形成する、請求項３７に記載のチャンバ。
【請求項５６】
　前記ビームバンチャーが、デジタルビームを形成する前記時間的且つ空間的に分解され
たデジタルフラッシュへと前記荷電粒子を縦方向に圧縮または収束させるための電場を印
加するように構成されている、請求項３７に記載のチャンバ。
【請求項５７】
　前記ビームデジタイザが、前記デジタルフラッシュ毎に略１個から７００００００個ま
での間の荷電粒子を備えたデジタルビームを生成するように構成されている、請求項１に
記載のチャンバ。
【請求項５８】
　前記ビームデジタイザが、前記デジタルフラッシュ毎に略１個から１０００００個まで
の間の荷電粒子を備えたデジタルビームを生成するように構成されている、請求項１に記
載のチャンバ。
【請求項５９】
　前記ビームデジタイザが、前記デジタルフラッシュ毎に略１個から１００００個までの
間の荷電粒子を備えたデジタルビームを生成するように構成されている、請求項１に記載
のチャンバ。
【請求項６０】
　前記ビームデジタイザが、前記デジタルフラッシュ毎に略１個から５０００個までの間
の荷電粒子を備えたデジタルビームを生成するように構成されている、請求項１に記載の
チャンバ。
【請求項６１】
　デジタルビームの平均速度が略１×１０４メートル／秒から３×１０８メートル／秒ま
での間である、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項６２】
　前記ビームデジタイザが、デジタルビームの進行の略１ｎｍから９．９９メートルまで
の間のデジタルビームの近接する前記デジタルフラッシュ間の周期を生成するように構成
されている、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項６３】
　前記ビームデジタイザが、デジタルビームの進行の略１ｎｍから１メートルまでの間の
デジタルビームの近接する前記デジタルフラッシュ間の周期を生成するように構成されて
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いる、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項６４】
　前記ビームデジタイザが、デジタルビームの進行の略１ｎｍから１０ｃｍまでの間のデ
ジタルビームの近接する前記デジタルフラッシュ間の周期を生成するように構成されてい
る、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項６５】
　前記ビームデジタイザが、デジタルビームの進行の略１ｎｍから１ｃｍまでの間のデジ
タルビームの近接する前記デジタルフラッシュ間の周期を生成するように構成されている
、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項６６】
　前記ビームデジタイザが、デジタルビームの進行の略１ｎｍから１００μｍまでの間の
デジタルビームの近接する前記デジタルフラッシュ間の周期を生成するように構成されて
いる、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項６７】
　前記ビームデジタイザが、デジタルビームの進行の略１ｎｍから１０μｍまでの間のデ
ジタルビームの近接する前記デジタルフラッシュ間の周期を生成するように構成されてい
る、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項６８】
　前記ビームデジタイザが、デジタルビームの進行の略１ｎｍから１００μｍまでの間の
デジタルビームの近接する前記デジタルフラッシュ間の周期を生成するように構成されて
いる、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項６９】
　前記ビームデジタイザが、デジタルビームの近接する前記デジタルフラッシュ間のビー
ムの進行の１ｎｍから１０メートルまでの間の間隔を生成するように構成されている、請
求項１に記載のチャンバ。
【請求項７０】
　前記ビームデジタイザが、デジタルビームの近接する前記デジタルフラッシュ間のビー
ムの進行の略１０メートル未満の間隔を生成するように構成されている、請求項１に記載
のチャンバ。
【請求項７１】
　前記ビームデジタイザが、デジタルビームの近接する前記デジタルフラッシュ間のビー
ムの進行の略１メートル未満の間隔を生成するように構成されている、請求項１に記載の
チャンバ。
【請求項７２】
　前記ビームデジタイザが、デジタルビームの近接する前記デジタルフラッシュ間のビー
ムの進行の略１ｃｍ未満の間隔を生成するように構成されている、請求項１に記載のチャ
ンバ。
【請求項７３】
　前記ビームデジタイザが、デジタルビームの近接する前記デジタルフラッシュ間のビー
ムの進行の略１ｍｍ未満の間隔を生成するように構成されている、請求項１に記載のチャ
ンバ。
【請求項７４】
　前記ビームデジタイザが、デジタルビームの近接する前記デジタルフラッシュ間のビー
ムの進行の略１００ｎｍ未満の間隔を生成するように構成されている、請求項１に記載の
チャンバ。
【請求項７５】
　前記ビームデジタイザが、デジタルビームの近接する前記デジタルフラッシュ間のビー
ムの進行の略１０ｎｍ未満の間隔を生成するように構成されている、請求項１に記載のチ
ャンバ。
【請求項７６】
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　前記ビームデジタイザが、デジタルビームの近接する前記デジタルフラッシュ間のビー
ムの進行の略１ｎｍ未満の間隔を生成するように構成されている、請求項１に記載のチャ
ンバ。
【請求項７７】
　前記ビームデジタイザが、略２ｎｍから１２ｍｍまでの間の前記デジタルフラッシュ間
の間隔を生成するように構成されている、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項７８】
　前記ビームデジタイザが、前記デジタルフラッシュ間の可変間隔を生成するように構成
されている、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項７９】
　近接する前記デジタルフラッシュ間の間隔が実質的に等しい、請求項１に記載のチャン
バ。
【請求項８０】
　近接する前記デジタルフラッシュ間の間隔が調波的である、請求項１に記載のチャンバ
。
【請求項８１】
　近接する前記デジタルフラッシュ間の間隔がランダムである、請求項１に記載のチャン
バ。
【請求項８２】
　複数の前記デジタルフラッシュが、前記伝播軸に対して縦方向の荷電粒子圧縮波から成
るデジタルビームを形成する、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項８３】
　前記デジタルフラッシュが、前記ワークピースステージにおいて三次元のガウス型の幾
何学的形状を有する、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項８４】
　前記デジタルフラッシュが、前記軸に沿って台形の断面を有する、請求項１に記載のチ
ャンバ。
【請求項８５】
　前記デジタルフラッシュが、三次元的であり、矩形、三角形、円形または正方形の幾何
学的断面を有する、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項８６】
　前記デジタルフラッシュの電流密度が調節可能である、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項８７】
　前記デジタルフラッシュの周期が調節可能である、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項８８】
　前記デジタルフラッシュ間の間隔が調節可能である、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項８９】
　前記デジタルフラッシュのアドレス配置が調節可能である、請求項１に記載のチャンバ
。
【請求項９０】
　前記デジタルフラッシュのそれぞれのエネルギーが調節可能である、請求項１に記載の
チャンバ。
【請求項９１】
　前記デジタルフラッシュのそれぞれのサイズが調節可能である、請求項１に記載のチャ
ンバ。
【請求項９２】
　前記偏向器が、デジタルビームの伝播の光軸に沿ったコリメートされた偏向電極のアレ
イから成る、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項９３】
　前記偏向器が、前記軸に対して実質的に垂直なデジタルビームの前記デジタルフラッシ
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ュを偏向させるように構成されている、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項９４】
　前記偏向電極ステージのそれぞれが一つ以上の電極を備える、請求項１に記載のチャン
バ。
【請求項９５】
　前記偏向電極ステージのそれぞれが二つ以上の電極を備える、請求項１に記載のチャン
バ。
【請求項９６】
　前記偏向電極ステージのそれぞれが三つ以上の電極を備える、請求項１に記載のチャン
バ。
【請求項９７】
　前記偏向電極ステージのそれぞれが四つ以上の電極を備える、請求項１に記載のチャン
バ。
【請求項９８】
　前記偏向電極ステージの縦方向の位置が調節可能である、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項９９】
　前記偏向器が、前記デジタルフラッシュのそれぞれ、または、デジタルビームの前記デ
ジタルフラッシュの集団を、三次元時空間に配置するように構成されている、請求項１に
記載のチャンバ。
【請求項１００】
　前記偏向電極ステージが、デジタルビームの前記デジタルフラッシュの偏向を同調させ
て、前記デジタルフラッシュのそれぞれ、デジタルビームの前記デジタルフラッシュの集
団、または調節可能な前記仮想デジタルステンシルの分布パターンを生成するように、構
成させている、請求項９２に記載のチャンバ。
【請求項１０１】
　前記偏向電極ステージのそれぞれの電位が、デジタルビームの平均速度に同調されるよ
うに構成されている、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項１０２】
　前記偏向電極ステージのそれぞれの電位が、デジタルビームの速度に調波的に同調され
るように構成させている、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項１０３】
　一つおきの前記偏向電極ステージが、前記デジタルフラッシュのそれぞれ、またはデジ
タルビームの前記デジタルフラッシュの集団を、意図した軌跡に向けて移動させるように
構成されている、請求項９２に記載のチャンバ。
【請求項１０４】
　三回毎の前記偏向電極ステージが、前記デジタルフラッシュのそれぞれ、またはデジタ
ルビームの前記デジタルフラッシュの集団を、意図した軌跡に向けて移動させるように構
成されている、請求項９２に記載のチャンバ。
【請求項１０５】
　前記偏向器がＮセットの前記偏向電極ステージを備え、Ｎ番目毎の前記偏向電極ステー
ジが、デジタルビームの前記デジタルフラッシュの集団、または前記デジタルフラッシュ
のそれぞれのセットの一つを、意図した軌跡に向けて移動させるように構成されている、
請求項９２に記載のチャンバ。
【請求項１０６】
　前記偏向電極ステージのそれぞれの電位が、前記デジタルフラッシュのそれぞれ、また
はデジタルビームの前記デジタルフラッシュの集団の速度にランダムに同調されるように
構成されている、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項１０７】
　前記偏向電極ステージのそれぞれの電位が、前記デジタルフラッシュのそれぞれ、また
はデジタルビームの前記デジタルフラッシュの集団を、意図した軌跡に向けて部分的に移
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動させるように構成されている、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項１０８】
　前記偏向電極ステージの一つの電位が、前記デジタルフラッシュのそれぞれ、またはデ
ジタルビームの前記デジタルフラッシュの集団を、意図した軌跡に向けて実質的に完全に
移動させるように構成されている、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項１０９】
　複数の前記偏向電極ステージの電位が、前記デジタルフラッシュのそれぞれ、またはデ
ジタルビームの前記デジタルフラッシュの集団を、意図した軌跡に向けて実質的に完全に
移動させるように構成されている、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項１１０】
　前記軸に対して縦方向のデジタルビームの近接する前記デジタルフラッシュの位相が実
質的に等しいように構成されていて、前記偏向電極ステージ間の間隔が前記位相と同調さ
れるように構成されている、請求項９２に記載のチャンバ。
【請求項１１１】
　前記軸に対して縦方向のデジタルビームの近接する前記デジタルフラッシュの位相が単
調波であるように構成されていて、前記偏向電極ステージ間の間隔が前記位相と同調され
るように構成されている、請求項９２に記載のチャンバ。
【請求項１１２】
　前記軸に対して縦方向のデジタルビームの近接する前記デジタルフラッシュの位相が多
重調波であるように構成されていて、前記偏向電極ステージ間の間隔が前記位相と同調さ
れるように構成されている、請求項９２に記載のチャンバ。
【請求項１１３】
　前記軸に対して縦方向のデジタルビームの近接する前記デジタルフラッシュの位相がラ
ンダムであるように構成されていて、前記偏向電極ステージ間の間隔が前記位相と同調さ
れるように構成されている、請求項９２に記載のチャンバ。
【請求項１１４】
　前記偏向電極ステージがデジタルフィードバックシステムを更に備える、請求項１に記
載のチャンバ。
【請求項１１５】
　前記偏向電極ステージのフィールドの周囲が、マイナー偏向フィールドとして定義され
、可変のデジタルビームのエネルギーにサイズが依存する、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項１１６】
　前記偏向電極ステージのフィールドの周囲が、マイナー偏向フィールドとして定義され
、光軸の中心からｘまたはｙ方向の４ｍｍ未満の位置ずれである、請求項１に記載のチャ
ンバ。
【請求項１１７】
　前記偏向電極ステージのフィールドの周囲が、マイナー偏向フィールドとして定義され
、光軸の中心からｘまたはｙ方向の２ｍｍ未満の位置ずれである、請求項１に記載のチャ
ンバ。
【請求項１１８】
　前記偏向電極ステージのフィールドの周囲が、マイナー偏向フィールドとして定義され
、光軸の中心からｘまたはｙ方向の１ｍｍ未満の位置ずれである、請求項１に記載のチャ
ンバ。
【請求項１１９】
　前記偏向電極ステージのフィールドの周囲が、マイナー偏向フィールドとして定義され
、光軸の中心からｘまたはｙ方向の１００μｍ未満の位置ずれである、請求項１に記載の
チャンバ。
【請求項１２０】
　前記偏向器と前記ワークピースステージとの間に配置された対物レンズアセンブリを更
に備える、請求項１に記載のチャンバ。
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【請求項１２１】
　前記対物レンズアセンブリが、前記デジタルフラッシュのそれぞれ、またはデジタルビ
ームの前記デジタルフラッシュの集団または、調節可能な前記仮想デジタルステンシルを
前記ワークピースの表面上へと、縮小、集束及び偏向させるように構成されている、請求
項１に記載のチャンバ。
【請求項１２２】
　前記対物レンズアセンブリが電磁レンズを更に備える、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項１２３】
　前記対物レンズアセンブリが多重偏向プレートを備える、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項１２４】
　前記対物レンズアセンブリが反射光学素子を備える、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項１２５】
　前記対物レンズアセンブリが反射光学素子と屈折レンズとの組み合わせを備える、請求
項１に記載のチャンバ。
【請求項１２６】
　前記対物レンズアセンブリが反射光学素子と偏向電極との組み合わせを備える、請求項
１に記載のチャンバ。
【請求項１２７】
　前記対物レンズアセンブリが偏向電極と屈折レンズとの組み合わせを備える、請求項１
に記載のチャンバ。
【請求項１２８】
　前記対物レンズアセンブリが一つ以上の偏向電極ステージを備える、請求項１に記載の
チャンバ。
【請求項１２９】
　前記対物レンズアセンブリの偏向電極ステージのそれぞれが、少なくとも一つの電極を
備える、請求項１２８に記載のチャンバ。
【請求項１３０】
　前記対物レンズアセンブリが、単一の前記デジタルフラッシュ、またはデジタルビーム
の前記デジタルフラッシュの集団を、１／１０００よりも小さく縮小及び集束させるよう
に構成されている、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項１３１】
　前記対物レンズアセンブリが、単一の前記デジタルフラッシュ、またはデジタルビーム
の前記デジタルフラッシュの集団を、１／１００よりも小さく縮小及び集束させるように
構成されている、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項１３２】
　前記対物レンズアセンブリが、単一の前記デジタルフラッシュ、またはデジタルビーム
の前記デジタルフラッシュの集団を、１／１０よりも小さく縮小及び集束させるように構
成されている、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項１３３】
　前記対物レンズアセンブリの偏向のフィールドの周囲がメジャー偏向フィールドとして
定義されて、可変のデジタルビームのエネルギーにサイズが依存する、請求項１に記載の
チャンバ。
【請求項１３４】
　前記対物レンズアセンブリの偏向のフィールドの周囲がメジャー偏向フィールドとして
定義されて、光軸の中心からｘまたはｙ方向の１０ｍｍ未満の位置ずれである、請求項１
に記載のチャンバ。
【請求項１３５】
　前記対物レンズアセンブリの偏向のフィールドの周囲がメジャー偏向フィールドとして
定義されて、光軸の中心からｘまたはｙ方向の４ｍｍ未満の位置ずれである、請求項１に
記載のチャンバ。
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【請求項１３６】
　前記対物レンズアセンブリの偏向のフィールドの周囲がメジャー偏向フィールドとして
定義されて、光軸の中心からｘまたはｙ方向の２ｍｍ未満の位置ずれである、請求項１に
記載のチャンバ。
【請求項１３７】
　前記対物レンズアセンブリの偏向のフィールドの周囲がメジャー偏向フィールドとして
定義されて、光軸の中心からｘまたはｙ方向の１ｍｍ未満の位置ずれである、請求項１に
記載のチャンバ。
【請求項１３８】
　前記対物レンズアセンブリの偏向のフィールドの周囲がメジャー偏向フィールドとして
定義されて、光軸の中心からｘまたはｙ方向の１００μｍ未満の位置ずれである、請求項
１に記載のチャンバ。
【請求項１３９】
　前記ワークピースステージが、Ｘ、Ｙ及びＺ軸の次元に対して連続的に移動するように
構成されている、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項１４０】
　前記ワークピースステージが、デジタルビームの光軸に対して垂直な方向のそれぞれに
おいて、６００ｍｍまでの寸法にわたって連続的に移動するように構成されている、請求
項１に記載のチャンバ。
【請求項１４１】
　前記ワークピースステージが、デジタルビームの光軸に沿って６０ｍｍまでの寸法にわ
たって連続的に移動するように構成されている、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項１４２】
　前記ワークピースステージがリニアドライブワークピースステージを備える、請求項１
に記載のチャンバ。
【請求項１４３】
　前記ワークピースステージが空気ベアリングワークピースステージを備える、請求項１
に記載のチャンバ。
【請求項１４４】
　前記ワークピースステージが干渉計を備え、該干渉計が水平面内における前記ワークピ
ースステージの位置を決定するように構成されている、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項１４５】
　前記ワークピースステージが干渉計を備え、該干渉計が、水平面及び垂直軸内における
前記ワークピースステージの位置を決定するように構成されている、請求項１に記載のチ
ャンバ。
【請求項１４６】
　前記ワークピースステージのｘ、ｙ及びｚ方向の位置、ヨー、ピッチ、及びロールを測
定及び調節するように構成されたワークピースステージ制御システムを更に備える、請求
項１に記載のチャンバ。
【請求項１４７】
　前記ワークピースステージ制御システムが、前記ワークピースステージの動きを制限す
るように構成されている、請求項１４６に記載のワークピースステージ制御システム。
【請求項１４８】
　前記ワークピースステージ制御システムが、前記ワークピースステージの速度を制限す
るように構成されている、請求項１４６に記載のワークピースステージ制御システム。
【請求項１４９】
　前記ワークピースステージ制御システムが、前記ワークピースステージの位置を制限す
るように構成されている、請求項１４６に記載のワークピースステージ制御システム。
【請求項１５０】
　前記ワークピースステージ制御システムが、前記ワークピースステージの離脱力を制限
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するように構成されている、請求項１４６に記載のワークピースステージ制御システム。
【請求項１５１】
　前記ワークピースステージ制御システムが、前記ワークピースステージの高さを制限す
るように構成されている、請求項１４６に記載のワークピースステージ制御システム。
【請求項１５２】
　前記ワークピースステージ制御システムが、前記ワークピースステージのドラッグを制
限するように構成されている、請求項１４６に記載のワークピースステージ制御システム
。
【請求項１５３】
　前記ワークピースステージが、露光中に連続的に移動するために、フルモーション書き
込み（ＦＭＷ）を実行するように構成されている、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項１５４】
　前記ワークピースステージが、０．５秒の露光中に５ナノ秒よりも長く停止することな
く移動するように構成されている、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項１５５】
　前記ワークピースステージが、前記デジタルフラッシュのそれぞれ、デジタルビームの
前記デジタルフラッシュの集団、または適応可能な前記仮想デジタルステンシルの水平方
向の位置を補償するように構成されている、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項１５６】
　前記ワークピースステージが、露光中に４００００ｒｐｍまでの回転数で前記ワークピ
ースを回転させるように構成されている、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項１５７】
　前記ワークピースステージが、前記ワークピースを静電クランピングするように構成さ
れている、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項１５８】
　前記ワークピースステージが熱制御補正用に構成されている、請求項１に記載のチャン
バ。
【請求項１５９】
　ワークピース位置合わせシステムを更に備える、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項１６０】
　デジタルビームの飛行時間を検出するように構成された検出システムを更に備える、請
求項１に記載のチャンバ。
【請求項１６１】
　登録センサを更に備える、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項１６２】
　前記登録センサが、前記ワークピースステージまたは前記ワークピース上の登録マーク
から入射する放出を検出するように構成されている、請求項１６１に記載のチャンバ。
【請求項１６３】
　前記放出が電子を含む、請求項１６２に記載のチャンバ。
【請求項１６４】
　前記放出が二次イオンを含む、請求項１６２に記載のチャンバ。
【請求項１６５】
　前記登録センサが、前記ワークピース上の複数の登録マークから放出を検出するように
構成されている、請求項１６１に記載のチャンバ。
【請求項１６６】
　前記登録センサが、多重登録センサからの異なる信号を検出及び処理するように構成さ
れている、請求項１６１に記載のチャンバ。
【請求項１６７】
　前記登録センサが前記ワークピースにわたる放出をグローバルに検出するように構成さ
れている、請求項１６１に記載のチャンバ。
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【請求項１６８】
　前記登録センサが前記ワークピースの一部にわたる放出を局所的に検出するように構成
されている、請求項１６１に記載のチャンバ。
【請求項１６９】
　前記登録センサが前記ワークピースの背面からの放出を検出するように構成されている
、請求項１６１に記載のチャンバ。
【請求項１７０】
　前記登録センサが前記ワークピースのエッジからの放出を検出するように構成されてい
る、請求項１６１に記載のチャンバ。
【請求項１７１】
　前記ワークピース上の登録マークがモアレパターンを含む、請求項１６１に記載のチャ
ンバ。
【請求項１７２】
　前記ワークピースステージの高さを測定するように構成された高さ制御システムを更に
備える、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項１７３】
　前記高さ制御システムがレーザ及び検出器を備え、該検出器が該レーザから放出され前
記ワークピースによって反射された光を受光するように構成されている、請求項１７２に
記載のチャンバ。
【請求項１７４】
　前記高さ制御システムがレーザ及び複数の検出器を備え、該複数の検出器が該レーザか
ら放出され前記ワークピースによって反射された光を受光するように構成されている、請
求項１７２に記載のチャンバ。
【請求項１７５】
　前記高さ制御システムが、前記ワークピースステージの上昇を調節することによって前
記ワークピースステージの測定された高さの変化を補償するように構成されている、請求
項１７２に記載のチャンバ。
【請求項１７６】
　前記高さ制御システムが、１マイクロメートル未満の高さの変化を補償するように構成
されている、請求項１７５に記載のチャンバ。
【請求項１７７】
　前記高さ制御システムが静電クランプ及び圧電素子を備える、請求項１７５に記載のチ
ャンバ。
【請求項１７８】
　前記ワークピースが半導体ウェーハを含む、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項１７９】
　前記ワークピースが半導体装置を含む、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項１８０】
　前記ワークピースがフォトマスクを含む、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項１８１】
　前記ワークピースがデジタルメディアディスクを含む、請求項１に記載のチャンバ。
【請求項１８２】
　ロードロックチャンバと、
　請求項１に記載のチャンバと、
　堆積チャンバ、エッチングチャンバ、熱調節チャンバから選択された処理チャンバと、
を備える、ワークピース処理装置。
【請求項１８３】
　前記処理チャンバが堆積チャンバ、エッチングチャンバ、急速熱アニールチャンバから
選択されている、請求項１８２に記載の装置。
【請求項１８４】
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　複数の処理チャンバを備える、請求項１８２に記載の装置。
【請求項１８５】
　ワークピースステージ制御システムを更に備える、請求項１８２に記載の装置。
【請求項１８６】
　検出される位置及びパターン精度の情報に基づいて、前記デジタルフラッシュを調節す
るように構成されたフィードバックシステムを更に備える、請求項１８２に記載の装置。
【請求項１８７】
　前記フィードバックシステムが、コマ収差、デジタルビームの非点収差、デジタルビー
ムの歪曲収差、色収差、球面収差、像面歪曲の少なくとも一つを補正するように構成され
ている、請求項１８６に記載の装置。
【請求項１８８】
　集積パターンデータ及びビーム偏向補正システムを更に備える、請求項１８２に記載の
装置。
【請求項１８９】
　書き込まれるパターンを受信し、デジタルビームを発生及び偏向させるために使用可能
なフォーマットを生成するように構成されたパターンデータ転送システムを更に備える、
請求項１８２に記載の装置。
【請求項１９０】
　書き込まれるパターンを第一フォーマットから第二フォーマットへと変換し、露光及び
書き込み方法操作用のデータを操作し、デジタルビームを発生及び偏向させるために使用
可能な第三フォーマットを生成するように構成されたパターンデータ転送システムを更に
備える、請求項１８２に記載の装置。
【請求項１９１】
　パターン作成ソフトウェア、パターン書き込みソフトウェア、自動処理ソフトウェア、
パターン較正ソフトウェア、パターン登録ソフトウェア、自動位置合わせソフトウェア、
自動処理進行ソフトウェア、自動計測ソフトウェアの少なくとも一つを含むソフトウェア
を更に備える、請求項１８２に記載の装置。
【請求項１９２】
　前記装置内で前記ワークピースを移動させるように構成された輸送モジュールを更に備
える、請求項１８２に記載の装置。
【請求項１９３】
　ワークピースプレアライナを更に備える、請求項１８２に記載の装置。
【請求項１９４】
　前記ワークピースプレアライナが、ワークピースの位置合わせ特徴部のオーバーレイパ
ラメータを決定するように構成されている、請求項１９３に記載の装置。
【請求項１９５】
　前記オーバーレイパラメータがｘ及びｙ方向のオフセットを含む、請求項１９４に記載
の装置。
【請求項１９６】
　前記オーバーレイパラメータが回転を含む、請求項１９４に記載の装置。
【請求項１９７】
　粒子検出器を更に備える、請求項１８２に記載の装置。
【請求項１９８】
　温度消光ステーションを更に備える、請求項１８２に記載の装置。
【請求項１９９】
　前記ワークピースをインデックス付けし識別するためのシステムを更に備える、請求項
１８２に記載の装置。
【請求項２００】
　計測ステーションを更に備える、請求項１８２に記載の装置。
【請求項２０１】
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　前記計測ステーションが二次イオン質量分析器（ＳＩＭＳ）を備える、請求項２００に
記載の装置。
【請求項２０２】
　前記計測ステーションが走査型電子顕微鏡（ＳＥＭ）を備える、請求項２００に記載の
装置。
【請求項２０３】
　前記計測ステーションが二次元レーザ走査型イメージング素子を備える、請求項２００
に記載の装置。
【請求項２０４】
　前記計測ステーションが三次元イメージングレーザレーダ（ＬＡＤＡＲ）を備える、請
求項２００に記載の装置。
【請求項２０５】
　前記計測ステーションが熱イメージング素子を備える、請求項２００に記載の装置。
【請求項２０６】
　前記計測ステーションがミリメートル波イメージング素子を備える、請求項２００に記
載の装置。
【請求項２０７】
　前記計測ステーションがワークピースイメージング素子を備える、請求項２００に記載
の装置。
【請求項２０８】
　前記計測ステーションがカメラを備える、請求項２００に記載の装置。
【請求項２０９】
　前記計測ステーションがエネルギー分散分析器（ＥＤＳ）を備える、請求項２００に記
載の装置。
【請求項２１０】
　前記計測ステーションが波長分散分析器（ＷＤＳ）を備える、請求項２００に記載の装
置。
【請求項２１１】
　前記処理チャンバが、自動制御ハードウェア及びソフトウェアを含む温度制御システム
を備える、請求項１８２に記載の装置。
【請求項２１２】
　前記処理チャンバが、自動制御ハードウェア及びソフトウェアを含む圧力制御システム
を備える、請求項１８２に記載の装置。
【請求項２１３】
　前記圧力制御システムが、前記処置チャンバ内のガス種の分圧を制御するように構成さ
れている、請求項２１２に記載の装置。
【請求項２１４】
　前記ロードロックチャンバがＦＯＵＰに対応するように構成されている、請求項１８２
に記載の装置。
【請求項２１５】
　前記ロードロックチャンバが複数のワークピースを取り扱うように構成されている、請
求項１８２に記載の装置。
【請求項２１６】
　前記チャンバが振動絶縁システム上に固定されている、請求項１８２に記載の装置。
【請求項２１７】
　前記振動絶縁システムはアクティブダンピングを含む、請求項２１６に記載の装置。
【請求項２１８】
　前記振動絶縁システムはパッシブダンピングを含む、請求項２１６に記載の装置。
【請求項２１９】
　前記振動絶縁システムはアクティブダンピング及びパッシブダンピングを含む、請求項
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２１６に記載の装置。
【請求項２２０】
　前記ワークピースが、該ワークピースが前記装置から取り外されることなく、初期状態
から実質的な完成状態へと処理される、請求項１８２に記載の装置。
【請求項２２１】
　前記初期状態が生の基板を含む、請求項２２０に記載の装置。
【請求項２２２】
　前記初期状態が、堆積させた酸化層を有する基板を含む、請求項２２０に記載の装置。
【請求項２２３】
　前記初期状態が、表面上のレジスト物質を有する基板を含む、請求項２２０に記載の装
置。
【請求項２２４】
　前記初期状態が、表面上のレジスト物質と、堆積させた酸化層の組み合わせを有する基
板を含む、請求項２２０に記載の装置。
【請求項２２５】
　前記初期状態が、前記ワークピースの表面に相互作用的なコーティングが施された基板
を含む、請求項２２０に記載の装置。
【請求項２２６】
　前記初期状態が、前記ワークピースの表面に非相互作用的なコーティングが施された基
板を含む、請求項２２０に記載の装置。
【請求項２２７】
　前記実質的な完成状態が一つ以上のプロセス層を含む、請求項２２０に記載の装置。
【請求項２２８】
　前記実質的な完成状態が一つ以上の臨界層を含む、請求項２２０に記載の装置。
【請求項２２９】
　前記実質的な完成状態が、デジタルビームへの基板ウェーハの部分的な露光を含む、請
求項２２０に記載の装置。
【請求項２３０】
　前記実質的な完成状態が一つ以上の装置を含む、請求項２２０に記載の装置。
【請求項２３１】
　前記実質的な完成状態が、パッシベーションの準備の整った一つ以上の装置を含む、請
求項２２０に記載の装置。
【請求項２３２】
　前記実質的な完成状態が、更なるプロセス層を必要としない完全に完成したワークピー
スを含む、請求項２２０に記載の装置。
【請求項２３３】
　ワークピースを処理する方法であり、
　露光チャンバ内で、前記ワークピースの一部を荷電粒子に露光する段階を備え、
　前記露光する段階が、
　　荷電粒子流を形成する段階と、
　　或る軸に沿って前記荷電粒子流をコリメートし伝播させる段階と、
　　デジタルフラッシュ毎に少なくとも一つの荷電粒子を備える時間的且つ空間的に分解
されたデジタルフラッシュのデジタルビームへと、前記荷電粒子流をデジタル化する段階
と、
　　前記デジタルフラッシュまたは前記デジタルフラッシュの集団が、三次元の適応可能
な仮想デジタルステンシルを有するパターン化された分布を形成するように、前記軸に沿
って縦方向に配置された一続きの偏向電極ステージを用いて、マイナー偏向フィールドの
周囲内で前記デジタルビームを偏向させる段階と、
　　前記デジタルビームによって形成されたパターンを縮小及び集束させる段階と、
　　前記デジタルフラッシュまたは前記デジタルフラッシュの集団のパターン化された分
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布、または前記適応可能な仮想デジタルステンシルを、前記ワークピースの表面上へと、
メジャー偏向フィールドの周囲内で偏向させる段階と、を備える方法。
【請求項２３４】
　前記露光する段階の後に、前記ワークピースを装置の処理チャンバへと輸送する段階と
、
　前記処理チャンバ内で前記ワークピースの露光された部分を処理する段階と、を更に備
える、請求項２３３に記載の方法。
【請求項２３５】
　前記露光する段階の後に、前記ワークピースを装置の別のチャンバへと輸送する段階と
、
　処理チャンバ内で前記ワークピースの露光された部分を処理する段階と、を更に備える
、請求項２３３に記載の方法。
【請求項２３６】
　前記露光する段階の後に、前記ワークピースを装置の外部の処理チャンバへと輸送する
段階を更に備える、請求項２３３に記載の方法。
【請求項２３７】
　前記露光する段階の後に、前記ワークピースを装置の外部の処理チャンバへと輸送する
段階と、
　前記ワークピースの露光された部分を処理する段階と、
　更なる露光のために前記ワークピースを戻す段階と、を更に備える、請求項２３３に記
載の方法。
【請求項２３８】
　前記露光する段階の後に、前記ワークピースを装置の処理チャンバへと輸送する段階と
、
　前記処理チャンバ内で前記ワークピースの露光されていない部分を処理する段階と、を
更に備える、請求項２３３に記載の方法。
【請求項２３９】
　前記露光する段階の後に、前記ワークピースを装置の別のチャンバへと輸送する段階と
、
　処理チャンバ内で前記ワークピースの露光されていない部分を処理する段階と、を更に
備える、請求項２３３に記載の方法。
【請求項２４０】
　前記露光する段階の後に、前記ワークピースを装置の外部の処理チャンバへと輸送する
段階と、
　前記ワークピースの露光されていない部分を処理する段階と、
　更なる露光のために前記ワークピースを戻す段階と、を更に備える、請求項２３３に記
載の方法。
【請求項２４１】
　前記ワークピースが半導体ウェーハを含む、請求項２３３に記載の方法。
【請求項２４２】
　前記ワークピースが半導体装置を含む、請求項２３３に記載の方法。
【請求項２４３】
　前記ワークピースがフォトマスクを含む、請求項２３３に記載の方法。
【請求項２４４】
　前記ワークピースがデジタルメディアディスクを含む、請求項２３３に記載の方法。
【請求項２４５】
　前記デジタル化する段階がビームバンチング段階を備える、請求項２３３に記載の方法
。
【請求項２４６】
　前記デジタル化する段階が無線周波数（ＲＦ）で一続きの電極に電圧を印加する段階を
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備える、請求項２３３に記載の方法。
【請求項２４７】
　前記無線周波数が、前記荷電粒子流の平均速度に適合するように構成されている、請求
項２４６に記載の方法。
【請求項２４８】
　前記デジタル化する段階がブランキング段階を備える、請求項２３３に記載の方法。
【請求項２４９】
　前記偏向させる段階が前記偏向電極ステージにわたって電圧を選択的に印加する段階を
備える、請求項２３３に記載の方法。
【請求項２５０】
　前記電圧を選択的に印加する段階が、一番目の前記偏向電極ステージに大きな電圧を印
加し、他の前記偏向電極ステージにより小さな電圧を印加する段階を備える、請求項２４
９に記載の方法。
【請求項２５１】
　前記電圧を選択的に印加する段階が、一番目の前記偏向電極ステージに小さな電圧を印
加し、他の前記偏向電極ステージにより大きな電圧を印加する段階を備える、請求項２４
９に記載の方法。
【請求項２５２】
　前記電圧を選択的に印加する段階が、前記偏向電極ステージのそれぞれに略等しい電圧
を印加する段階を備える、請求項２４９に記載の方法。
【請求項２５３】
　前記ブランキング段階が、ビームブランキングの前縁のために、前記デジタルビームの
前記デジタルフラッシュのそれぞれの立ち上がり時間を使用する段階を備える、請求項２
４８に記載の方法。
【請求項２５４】
　前記ブランキング段階が、ビームブランキングの後縁のために、前記デジタルビームの
前記デジタルフラッシュのそれぞれの立ち下がり時間を使用する段階を備える、請求項２
４８に記載の方法。
【請求項２５５】
　前記偏向させる段階が、前記デジタルビームの前記デジタルフラッシュのそれぞれの間
の腹の周期を、偏向の周期に同調させる段階を備える、請求項２４８に記載の方法。
【請求項２５６】
　登録グリッド上で測定される偏向の位置ずれでステージ位置の差を測定することによっ
て、前記ワークピースを保持するワークピースステージを移動させるためのフィードバッ
クを使用する段階を更に備える、請求項２４８に記載の方法。
【請求項２５７】
　１秒間の期間に対して略５０センチメートルの寸法にわたって前記ワークピースを動か
す段階を更に備える、請求項２４８に記載の方法。
【請求項２５８】
　前記ワークピースが、０．５秒毎に５ナノ秒よりも長く停止することなく移動させられ
る、請求項２４８に記載の方法。
【請求項２５９】
　前記縮小させる段階は、前記デジタルフラッシュの幅を略２００ｎｍよりも小さく縮小
及び集束させる段階を備える、請求項２４８に記載の方法。
【請求項２６０】
　前記縮小させる段階は、前記デジタルフラッシュの幅を略５０ｎｍよりも小さく縮小及
び集束させる段階を備える、請求項２４８に記載の方法。
【請求項２６１】
　前記縮小させる段階は、前記デジタルフラッシュの幅を略１０ｎｍよりも小さく縮小及
び集束させる段階を備える、請求項２４８に記載の方法。
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【請求項２６２】
　前記縮小させる段階は、前記デジタルフラッシュの幅を略５ｎｍよりも小さく縮小及び
集束させる段階を備える、請求項２４８に記載の方法。
【請求項２６３】
　前記縮小させる段階は、前記デジタルフラッシュの幅を略１ｎｍよりも小さく縮小及び
集束させる段階を備える、請求項２４８に記載の方法。
【請求項２６４】
　デジタルビームが、前記デジタルフラッシュの集団の中の、または適応可能な前記仮想
デジタルステンシルの中の、露光のドーズ量、種、パターンの質及びデジタルフラッシュ
毎のビームエネルギーを最適化するための多重パターン露光方法に対応可能である、請求
項１に記載の装置。
【請求項２６５】
　前記デジタルビームが、一つ書き込み方法内において、露光のドーズ量、種、露光時間
及びデジタルフラッシュ毎のビームエネルギーを離散的に変更することができる、請求項
２６４に記載の装置。
【請求項２６６】
　メジャーフィールド内ではベクトル走査し、マイナーフィールド内ではベクトル走査し
、露光される特徴部内では一回のパスでラスタ走査することを備えるデジタルビームパタ
ーン露光方法を使用する段階を更に備え、露光座標を含むピクセルは、前記デジタルビー
ムのスポットサイズの一部である、請求項２４８に記載の方法。
【請求項２６７】
　メジャーフィールド内ではベクトル走査し、マイナーフィールド内ではベクトル走査し
、露光される特徴部内では一回のパスでラスタ走査することを備えるデジタルビームパタ
ーン露光方法を使用する段階を更に備え、露光座標を含むピクセルは、前記デジタルビー
ムのスポットサイズに等しい、請求項２４８に記載の方法。
【請求項２６８】
　メジャーフィールド内ではベクトル走査し、マイナーフィールド内ではベクトル走査し
、露光される特徴部内では一回のパスで横方向のＸ軸及びＹ軸の両方の交互のピクセルを
ラスタ走査することを備えるデジタルビームパターン露光方法を使用する段階を更に備え
、露光座標を含む前記ピクセルは、前記デジタルビームのスポットサイズの一部である、
請求項２４８に記載の方法。
【請求項２６９】
　メジャーフィールド内ではベクトル走査し、マイナーフィールド内ではベクトル走査し
、一続きのパス内の交互配置のピクセルを含む特徴部内ではラスタ走査することを備える
デジタルビームパターン露光方法を使用する段階を更に備え、コンポジットピクセルアレ
イを達成するために、前記パスのそれぞれは、書き込みアドレスの一部によってＸ及びＹ
軸の両方において他のパスからオフセットされている、請求項２４８に記載の方法。
【請求項２７０】
　メジャーフィールド内ではベクトル走査し、マイナーフィールド内ではベクトル走査し
、一続きのパス内の交互配置のピクセルを含む特徴部内ではラスタ走査することを備える
デジタルビームパターン露光方法を使用する段階を更に備え、コンポジットピクセルアレ
イを達成するために、前記パスのそれぞれは、ピクセルアドレスの一部によってＸ及びＹ
軸の両方において他のパスからオフセットされていて、前記デジタルビームのスポットサ
イズは前記ピクセルアドレスよりも大きい、請求項２４８に記載の方法。
【請求項２７１】
　メジャーフィールド内ではベクトル走査し、マイナーフィールド内ではベクトル走査し
、複数のオフセットコンポジット特徴パターンを生成するモードで特徴部内ではラスタ走
査することを備えるデジタルビームパターン露光方法を使用する段階を更に備え、それぞ
れがコンポジットピクセルアレイを達成するために、前記モードは、Ｘ及びＹ軸の両方に
おいてピクセルを相互配置することと、オフセットを有する複数のオフセットパターンの
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それぞれに対してラスタ走査を繰り返すこととを含み、前記オフセットはピクセルアドレ
スの一部であり、前記デジタルビームのスポットサイズは前記ピクセルアドレスよりも大
きい、請求項２４８に記載の方法。
【請求項２７２】
　メジャーフィールド内ではベクトル走査し、マイナーフィールド内ではベクトル走査し
、複数のオフセットコンポジット特徴パターンを生成するモードで特徴部内ではラスタ走
査することを備えるデジタルビームパターン露光方法を使用する段階を更に備え、それぞ
れがコンポジットピクセルアレイを達成するために、前記モードは、Ｘ及びＹ軸の両方に
おいてピクセルを相互配置することと、オフセットを有する複数のオフセットパターンの
それぞれに対してラスタ走査を繰り返すこととを含み、前記オフセットはピクセルアドレ
スの一部であり、前記デジタルビームのスポットサイズは前記ピクセルアドレスよりも大
きく、
　また、０％から１００％までのピクセル強度の多重レベルを生成するために変更される
前記デジタルビームに対するビームドーズ量を使用する段階を更に備える、請求項２４８
に記載の方法。
【請求項２７３】
　ワークピースから物質をエッチングするための処理の方法であり、
　荷電粒子を含むデジタルビームを第一チャンバにおいて或るパターンで前記ワークピー
ス上へと方向決めする段階と、
　前記ワークピースを第二チャンバへと輸送する段階と、
　前記ワークピースの表面上の前記デジタルビームに露光された領域をエッチングするた
めに反応性ガスを加える段階と、を備える方法。
【請求項２７４】
　ワークピース上へと物質を堆積させるための処理の方法であり、
　荷電粒子を含むデジタルビームを第一チャンバにおいて或るパターンで前記ワークピー
ス上へと方向決めする段階と、
　前記ワークピースを第二チャンバへと輸送する段階と、
　前記ワークピースの表面上の前記デジタルビームによって露光された領域上へと物質を
堆積させるために反応性ガスを加える段階と、を備える方法。
【請求項２７５】
　ワークピース内へと物質を注入するための処理の方法であり、
　荷電粒子を含むデジタルビームを第一チャンバにおいて或るパターンで前記ワークピー
ス上へと方向決めする段階を備える方法。
【請求項２７６】
　露光する前記デジタルビームのドーズ量が略５×１０１７荷電粒子／ｃｍ２未満である
、請求項２７３に記載の方法。
【請求項２７７】
　露光する前記デジタルビームのドーズ量が略５×１０１６荷電粒子／ｃｍ２未満である
、請求項２７３に記載の方法。
【請求項２７８】
　露光する前記デジタルビームのドーズ量が略５×１０１４荷電粒子／ｃｍ２未満である
、請求項２７３に記載の方法。
【請求項２７９】
　露光する前記デジタルビームのドーズ量が略５×１０１３荷電粒子／ｃｍ２未満である
、請求項２７３に記載の方法。
【請求項２８０】
　露光する前記デジタルビームのドーズ量が略５×１０１２荷電粒子／ｃｍ２未満である
、請求項２７３に記載の方法。
【請求項２８１】
　露光する前記デジタルビームのドーズ量が略５×１０１１荷電粒子／ｃｍ２未満である
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、請求項２７３に記載の方法。
【請求項２８２】
　露光する前記デジタルビームのドーズ量が略５×１０１０荷電粒子／ｃｍ２未満である
、請求項２７３に記載の方法。
【請求項２８３】
　露光する前記デジタルビームのドーズ量が略５×１０１７荷電粒子／ｃｍ２未満である
、請求項２７４に記載の方法。
【請求項２８４】
　露光する前記デジタルビームのドーズ量が略５×１０１６荷電粒子／ｃｍ２未満である
、請求項２７４に記載の方法。
【請求項２８５】
　露光する前記デジタルビームのドーズ量が略５×１０１４荷電粒子／ｃｍ２未満である
、請求項２７４に記載の方法。
【請求項２８６】
　露光する前記デジタルビームのドーズ量が略５×１０１３荷電粒子／ｃｍ２未満である
、請求項２７４に記載の方法。
【請求項２８７】
　露光する前記デジタルビームのドーズ量が略５×１０１２荷電粒子／ｃｍ２未満である
、請求項２７４に記載の方法。
【請求項２８８】
　露光する前記デジタルビームのドーズ量が略５×１０１１荷電粒子／ｃｍ２未満である
、請求項２７４に記載の方法。
【請求項２８９】
　露光する前記デジタルビームのドーズ量が略５×１０１０荷電粒子／ｃｍ２未満である
、請求項２７４に記載の方法。
【請求項２９０】
　露光する前記デジタルビームのドーズ量が略５×１０１７荷電粒子／ｃｍ２未満である
、請求項２７５に記載の方法。
【請求項２９１】
　露光する前記デジタルビームのドーズ量が略５×１０１６荷電粒子／ｃｍ２未満である
、請求項２７５に記載の方法。
【請求項２９２】
　露光する前記デジタルビームのドーズ量が略５×１０１４荷電粒子／ｃｍ２未満である
、請求項２７５に記載の方法。
【請求項２９３】
　露光する前記デジタルビームのドーズ量が略５×１０１３荷電粒子／ｃｍ２未満である
、請求項２７５に記載の方法。
【請求項２９４】
　露光する前記デジタルビームのドーズ量が略５×１０１２荷電粒子／ｃｍ２未満である
、請求項２７５に記載の方法。
【請求項２９５】
　露光する前記デジタルビームのドーズ量が略５×１０１１荷電粒子／ｃｍ２未満である
、請求項２７５に記載の方法。
【請求項２９６】
　露光する前記デジタルビームのドーズ量が略５×１０１０荷電粒子／ｃｍ２未満である
、請求項２７５に記載の方法。
【請求項２９７】
　前記ワークピースから物質をエッチングすることが、ガス、化学レジストまたはリソグ
ラフィパターン化レチクルマスクを使用せずに、露光チャンバ内のみで行われる、請求項
２７３に記載の方法。
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【請求項２９８】
　前記ワークピースから物質をエッチングすることが、多重反応物質としてガスを使用し
て、露光チャンバ内のみで行われる、請求項２７３に記載の方法。
【請求項２９９】
　前記エッチングが、デジタルビーム、温度及び反応性ガスに晒された領域の前記ワーク
ピースからの物質のパターン化エッチングを含む、請求項２７３に記載の方法。
【請求項３００】
　前記処理が、レジストへの前記デジタルビームの露光を含む、請求項２７３に記載の方
法。
【請求項３０１】
　前記処理が、露光チャンバ内での前記ワークピースの露光された領域上における、前記
ワークピース上への物質の堆積を含む、請求項２７４に記載の方法。
【請求項３０２】
　前記処理が、化学レジストまたはリソグラフィパターン化レチクル（マスク）を使用し
ない、前記ワークピースの前記デジタルビームに露光された領域上における、前記ワーク
ピース上への物質のパターン化堆積を含む、請求項２７４に記載の方法。
【請求項３０３】
　前記処理が、前記ワークピースの前記デジタルビームに露光された領域における物質成
長の多重核生成活性化堆積プロセス、温度及び前駆体ガスの補助による、前記ワークピー
ス上への物質のパターン化堆積を含む、請求項２７４に記載の方法。
【請求項３０４】
　前記処理が、高温及び多重前駆体ガスの補助を用いて前記デジタルビームに露光された
領域における物質成長の多重核生成活性化堆積プロセスによる、前記ワークピース上への
物質のパターン化堆積を含む、請求項２７４に記載の方法。
【請求項３０５】
　前記処理が、前記ワークピースの前記デジタルビームに露光された領域における物質成
長の多重原子層堆積、高温及び前駆体ガスの補助による、前記ワークピース上への物質の
パターン化堆積を含む、請求項２７４に記載の方法。
【請求項３０６】
　前記処理が、前記ワークピースの前記デジタルビームに露光された領域における物質成
長の多重原子層堆積活性化堆積プロセス、温度及び多重前駆体ガスの補助による、前記ワ
ークピース上への物質のパターン化堆積を含む、請求項２７４に記載の方法。
【請求項３０７】
　前記処理が、化学レジストまたはリソグラフィパターン化レチクル（マスク）を使用し
ない、露光された領域における前記ワークピース上への前記デジタルビームの物質のパタ
ーン化堆積を含む、請求項２７５に記載の方法。
【請求項３０８】
　前記処理が、化学レジストまたはリソグラフィパターン化レチクル（マスク）を使用し
ない、前記ワークピースの露光された領域における、前記ワークピース上への前記デジタ
ルビームの物質のパターン化注入を含む、請求項２７５に記載の方法。
【請求項３０９】
　前記処理が、前記ワークピースの表面での化学ガスの活性化に補助されながらの、前記
ワークピースの露光された領域における、前記ワークピース上への前記デジタルビームの
物質のパターン化注入を含む、請求項２７５に記載の方法。
【請求項３１０】
　前記処理が、前記ワークピースの露光された領域の分子のアニーリングを含む、請求項
２７５に記載の方法。
【請求項３１１】
　前記露光する段階が前記ワークピース上のレジストの一部を露光する段階を更に備え、
前記処理する段階が前記レジストの露光されたまたは露光されていない部分を除去する段
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階を備える、請求項２３４に記載の方法。
【請求項３１２】
　前記ワークピース上にデジタルメディアディスクのレイアウトを露光する段階を更に備
える、請求項２３３に記載の方法。
【請求項３１３】
　前記ワークピース上に集積回路のレイアウトをデザインする段階を更に備える、請求項
２３３に記載の方法。
【請求項３１４】
　露光、輸送及び処理のシーケンスが、集積回路を実質的に製造するように構成されてい
る、請求項２３３に記載の方法。
【請求項３１５】
　前記露光する段階及び前記シーケンスが略１ヶ月間未満で実施される、請求項３１４に
記載の方法。
【請求項３１６】
　前記露光する段階及び前記シーケンスが略１週間未満で実施される、請求項３１４に記
載の方法。
【請求項３１７】
　前記露光する段階及び前記シーケンスが略２日間未満で実施される、請求項３１４に記
載の方法。
【請求項３１８】
　前記露光する段階及び前記シーケンスが略１日間未満で実施される、請求項３１４に記
載の方法。
【請求項３１９】
　前記露光する段階及び前記シーケンスが略１時間未満で実施される、請求項３１４に記
載の方法。
【請求項３２０】
　前記露光する段階及び前記シーケンスが略１０分間未満で実施される、請求項３１４に
記載の方法。
【請求項３２１】
　前記露光する段階及び前記シーケンスが略１分間未満で実施される、請求項３１４に記
載の方法。
【請求項３２２】
　前記露光する段階及び前記シーケンスが略１０秒間未満で実施される、請求項３１４に
記載の方法。
【請求項３２３】
　前記露光する段階及び前記シーケンスが略１秒間未満で実施される、請求項３１４に記
載の方法。
【請求項３２４】
　露光、輸送及び処理のシーケンスが、集積回路を部分的に製造するように構成されてい
る、請求項２３４に記載の方法。
【請求項３２５】
　前記露光する段階が、前記ワークピースのパラメータをテストする段階を更に備える、
請求項２３４に記載の方法。
【請求項３２６】
　前記露光する段階中に前記ワークピースに近接させてガスを注入する段階を更に備える
、請求項２３３に記載の方法。
【請求項３２７】
　ワークピースを処理する方法であり、
　デジタルビームで、露光中にはレジストの無い前記ワークピースの露光をする段階と、
　前記露光をする段階の後に、堆積、エッチング、急速熱アニーリングから選択された処
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理で前記ワークピースの処理をする段階と、
　前記処理をする段階の後に、デジタルビームで、二回目の露光中にはレジストの無い前
記ワークピースの二回目の露光をする段階と、
　前記二回目の露光をする段階の後に、堆積、エッチング、急速熱アニーリングから選択
された処理で前記ワークピースの二回目の処理をする段階と、を備える方法。
【請求項３２８】
　前記露光をする段階及び前記二回目の露光をする段階が、荷電粒子のデジタル化ビーム
で露光をする段階を備える、請求項３２７に記載の方法。
【請求項３２９】
　前記露光をする段階、前記処理をする段階、前記二回目の露光をする段階及び前記二回
目の処理をする段階が、装置から離れることなく実施される、請求項３２７に記載の方法
。
【請求項３３０】
　前記露光をする段階と、前記二回目の露光をする段階とが異なる、請求項３２７に記載
の方法。
【請求項３３１】
　複数の露光をする段階及び処理をする段階が、実質的に完成したプロセス層を生成する
、請求項３２７に記載の方法。
【請求項３３２】
　複数の露光をする段階及び処理をする段階が、実質的に完成したワークピースを生成す
る、請求項３２７に記載の方法。
【請求項３３３】
　実質的に完成したワークピースを生成する前記複数の露光をする段階及び処理をする段
階が、略１週間未満で実施される、請求項３３２に記載の方法。
【請求項３３４】
　実質的に完成したワークピースを生成する前記複数の露光をする段階及び処理をする段
階が、略２日間未満で実施される、請求項３３２に記載の方法。
【請求項３３５】
　実質的に完成したワークピースを生成する前記複数の露光をする段階及び処理をする段
階が、略１日間未満で実施される、請求項３３２に記載の方法。
【請求項３３６】
　実質的に完成したワークピースを生成する前記複数の露光をする段階及び処理をする段
階が、略１時間未満で実施される、請求項３３２に記載の方法。
【請求項３３７】
　ワークピース内に少なくとも一つのドーパントを注入する方法であり、
　前記ワークピース上へと少なくとも一つのイオン種を含むデジタルビームを方向決めす
る段階と、
　前記方向決めする段階中に、前記デジタルビームの少なくとも一つのパラメータを変更
する段階と、を備える方法。
【請求項３３８】
　前記パラメータがイオン種である、請求項３３７に記載の方法。
【請求項３３９】
　前記パラメータがビームエネルギーである、請求項３３７に記載の方法。
【請求項３４０】
　前記ビームエネルギーを変更する段階が、略５から５００ｋｅＶまでの間で前記ビーム
エネルギーを変更する段階を備える、請求項３３９に記載の方法。
【請求項３４１】
　前記ビームエネルギーを変更する段階が、略５から２００ｋｅＶまでの間で前記ビーム
エネルギーを変更する段階を備える、請求項３３９に記載の方法。
【請求項３４２】
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　前記ビームエネルギーを変更する段階が、前記ワークピース上の略２０ｎｍの領域内で
実施される、請求項３３９に記載の方法。
【請求項３４３】
　前記パラメータが前記デジタルビーム中の荷電粒子密度である、請求項３３７に記載の
方法。
【請求項３４４】
　前記変更する段階が前記ワークピース上のトランジスタ内で実施される、請求項３３７
に記載の方法。
【請求項３４５】
　前記変更する段階が前記ワークピース上のダイ内で実施される、請求項３３７に記載の
方法。
【請求項３４６】
　ロードロックチャンバに前記ワークピースを輸送する段階を更に備える、請求項３２７
に記載の方法。
【請求項３４７】
　複数の処理チャンバを備える装置を使用する段階を更に備える、請求項３２７に記載の
方法。
【請求項３４８】
　堆積チャンバ、エッチングチャンバ、急速熱アニールチャンバから選択された処理チャ
ンバを使用する段階を更に備える、請求項３２７に記載の方法。
【請求項３４９】
　ソース及びドレインを備える放射耐性トランジスタを製造する方法であり、
　デジタルフラッシュ毎に少なくとも一つの荷電粒子を含む時間的且つ空間的に分解され
たデジタルフラッシュであり注入を生じさせるデジタルフラッシュのデジタルビームに、
ワークピースの一部を露光する段階と、
　単一の層プロセス段階内で、ソースドレイン領域表面の水平方向の間隔に対して、前記
デジタルフラッシュの電位エネルギーを変更して、これによって低不純物濃度ドレインを
具現化する段階と、を備える方法。
【請求項３５０】
　前記トランジスタがシリコントランジスタを含む、請求項３４９に記載の方法。
【請求項３５１】
　前記デジタルフラッシュの注入エネルギーが５から２００ｋｅＶまでの間で変更される
、請求項３４９に記載の方法。
【請求項３５２】
　ソース及びドレインを備える放射耐性トランジスタを製造する方法であり、
　デジタルフラッシュ毎に少なくとも一つの荷電粒子を含む時間的且つ空間的に分解され
たデジタルフラッシュであり注入を生じさせるデジタルフラッシュのデジタルビームに、
ワークピースの一部を露光する段階を備え、
　前記デジタルフラッシュの注入は、単一の層プロセス段階において、ソースドレイン領
域表面に注入される単一種または多重種を含み、これによって低不純物濃度ドレインが具
現化される方法。
【請求項３５３】
　前記デジタルフラッシュの注入が単一の層プロセス段階において単一種を含む、請求項
３５２に記載の方法。
【請求項３５４】
　前記デジタルフラッシュの注入が単一の層プロセス段階において多重種を含む、請求項
３５２に記載の方法。
【請求項３５５】
　前記トランジスタがシリコントランジスタを含む、請求項３５２に記載の方法。
【請求項３５６】
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　ドレインを備える放射耐性トランジスタを製造する方法であり、
　デジタルフラッシュ毎に少なくとも一つの荷電粒子を含む時間的且つ空間的に分解され
たデジタルフラッシュであり注入を生じさせるデジタルフラッシュのデジタルビームに、
ワークピースの一部を露光する段階と、
　単一の層プロセス段階内で、ドレインのみの領域表面の水平方向の間隔に対して、前記
デジタルフラッシュの電位エネルギーを変更する段階と、を備える方法。
【請求項３５７】
　前記デジタルフラッシュの注入がチャネルエッジに浅い接合を生じさせる一方で、深い
接合がコンタクトの下には提供される、請求項３５６に記載の方法。
【請求項３５８】
　前記トランジスタがシリコントランジスタを含む、請求項３５６に記載の方法。
【請求項３５９】
　前記デジタルフラッシュの注入エネルギーが５から２００ｋｅＶまでの間で変更される
、請求項３５６に記載の方法。
【請求項３６０】
　前記デジタルフラッシュの注入が低不純物濃度ドレインを生じさせる、請求項３５９に
記載の方法。
【請求項３６１】
　ドレインを備える放射耐性トランジスタを製造する方法であり、
　デジタルフラッシュ毎に少なくとも一つの荷電粒子を含む時間的且つ空間的に分解され
たデジタルフラッシュであり注入を生じさせるデジタルフラッシュのデジタルビームに、
ワークピースの一部を露光する段階と、
　単一の層プロセス段階内で、ドレインのみの領域表面の水平方向の間隔に対して、前記
デジタルフラッシュのドーズ量を変更する段階とを、備える方法。
【請求項３６２】
　前記トランジスタがシリコントランジスタを備える、請求項３６１に記載の方法。
【請求項３６３】
　前記デジタルフラッシュの注入エネルギーが５から２００ｋｅＶまでの間で変更される
、請求項３６１に記載の方法。
【請求項３６４】
　前記デジタルフラッシュの注入がチャネルエッジに浅い接合を生じさせる一方で、深い
接合がコンタクトの下に提供される、請求項３６１に記載の方法。
【請求項３６５】
　前記デジタルフラッシュの注入が低不純物濃度ドレインを生じさせる、請求項３６１に
記載の方法。
【請求項３６６】
　周囲の酸化物を有する接合を備える放射耐性装置を製造する方法であり、
　デジタルフラッシュ毎に少なくとも一つの荷電粒子を含む時間的且つ空間的に分解され
たデジタルフラッシュであり注入を生じさせるデジタルフラッシュのデジタルビームに、
ワークピースの一部を露光する段階と、
　単一の層プロセス段階内で、より厚い酸化物の下のドーズ量を増加させて、前記接合の
前記周囲の酸化物の半径まわりの水平方向の間隔に対して、前記デジタルフラッシュのド
ーズ量を変更し、これによって、ガードリングバリアを具現化する段階と、を備える方法
。
【請求項３６７】
　周囲の酸化物を有する接合を備える放射耐性装置を製造する方法であり、
　デジタルフラッシュ毎に少なくとも一つの荷電粒子を含む時間的且つ空間的に分解され
たデジタルフラッシュであり注入を生じさせるデジタルフラッシュのデジタルビームに、
ワークピースの一部を露光する段階を備え、
　前記デジタルフラッシュの注入が、単一の層プロセス段階において、前記接合の前記周
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囲の酸化物の半径まわりに注入される単一種または多重種を含み、これによってガードリ
ングバリアが具現化される方法。
【請求項３６８】
　前記デジタルフラッシュの注入が単一の層プロセス段階において単一種を含む、請求項
３６７に記載の方法。
【請求項３６９】
　前記デジタルフラッシュの注入が単一の層プロセス段階において多重種を含む、請求項
３６７に記載の方法。
【請求項３７０】
　周囲の酸化物を有する接合を備える放射耐性装置を製造する方法であり、
　デジタルフラッシュ毎に少なくとも一つの荷電粒子を含む時間的且つ空間的に分解され
たデジタルフラッシュであり注入を生じさせるデジタルフラッシュのデジタルビームに、
ワークピースの一部を露光する段階と、
　単一の層プロセス段階内で、より厚い酸化物の下のエネルギーを増加させて、前記接合
の前記周囲の酸化物の半径まわりの水平方向の間隔に対して、前記デジタルフラッシュの
電位エネルギーを変更し、これによって、ガードリングバリアを具現化する段階と、を備
える方法。
【請求項３７１】
　周囲の酸化物を有する接合を備える放射耐性装置を製造する方法であり、
　デジタルフラッシュ毎に少なくとも一つの荷電粒子を含む時間的且つ空間的に分解され
たデジタルフラッシュであり注入を生じさせるデジタルフラッシュのデジタルビームに、
ワークピースの一部を露光する段階と、
　単一の層プロセス段階内で、トランジスタ間の前記デジタルフラッシュのドーズ量を変
更し、これによって、アモルファス絶縁バリアを具現化する段階と、を備える方法。
【請求項３７２】
　前記トランジスタがｐ型トランジスタを含む、請求項３７１に記載の方法。
【請求項３７３】
　前記ビームデジタイザが、前記荷電粒子流をブランキングするように構成されたブラッ
ドバリー‐ニールセンゲート（ＢＮＧ）粒子ビーム調節装置を備える、請求項１に記載の
チャンバ。
【請求項３７４】
　前記初期状態が、特定の装置の一部である層が形成される前の半導体ウェーハを含む、
請求項２２０に記載の装置。
【請求項３７５】
　最終的な状態が、前記特定の装置が形成された後の前記半導体ウェーハを含む、請求項
３７４に記載の装置。
【請求項３７６】
　ワークピースを荷電粒子に露光するためのチャンバであり、
　荷電粒子流を発生させるための荷電粒子源と、
　前記荷電粒子流を前記荷電粒子源から或る軸に沿ってコリメートして方向決めするよう
に構成されたコリメータと、
　少なくとも一つの荷電粒子の集団を含むデジタルビームを、前記軸に沿った前記荷電粒
子間の縦方向の間隔を調節することによって、生成するように構成された、前記コリメー
タの下流の、ビームデジタイザと、
　前記荷電粒子の集団を偏向させるために、前記軸に沿って縦方向に配置された一続きの
偏向ステージを備える、前記ビームデジタイザの下流の、偏向器と、
　前記ワークピースを保持するように構成された、前記偏向器の下流の、ワークピースス
テージと、を備える、チャンバ。
【請求項３７７】
　ワークピースを装置から取り外すことなく初期状態から実質的な完成状態へと処理する
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ための装置であり、
　ロードロックチャンバと、
　露光チャンバと、
　処理チャンバと、を備える装置。
【請求項３７８】
　装置内でワークピースを処理する方法であり、
　前記ワークピースの一部を露光チャンバ内で荷電粒子に露光する段階を備え、
　前記露光する段階が、
　　荷電粒子流を形成する段階と、
　　或る軸に沿って前記荷電粒子流をコリメート及び伝播させる段階と、
　　前記荷電粒子流を少なくとも一つの荷電粒子を含むデジタルビームへとデジタル化す
る段階と、
　　前記軸に沿って縦方向に配置された一続きの偏向ステージを用いて、前記デジタルビ
ームを偏向させる段階と、
　　前記デジタルビームを縮小する段階と、
　　縮小された前記デジタルビームを前記ワークピース上へと位置決めする段階と、を備
える方法。
【請求項３７９】
　ワークピースを処理する方法であり、
　露光中にはレジストの無い前記ワークピースの露光をする段階と、
　前記露光をする段階の後に、堆積、エッチング、急速熱アニーリングから選択された処
理で前記ワークピースの処理をする段階と、
　前記処理をする段階の後に、二回目の露光中にはレジストの無い前記ワークピースの二
回目の露光をする段階と、
　前記二回目の露光をする段階の後に、堆積、エッチング、急速熱アニーリングから選択
された処理で前記ワークピースの二回目の処理をする段階と、を備える方法。
【請求項３８０】
　ワークピース内へと少なくとも一つのドーパントを注入する方法であり、
　前記ワークピース上へと少なくとも一つのイオン種を含むビームを方向決めする段階と
、
　前記方向決めする段階中に、前記ビームの少なくとも一つのパラメータを変更する段階
と、を備える方法。
【請求項３８１】
　ワークピースから物質をエッチングする方法であり、
　荷電粒子を含むビームを第一チャンバにおいて或るパターンで前記ワークピースの表面
上へと方向決めして、前記表面の一部を化学的に変更する段階と、
　前記ワークピースを第二チャンバに輸送する段階と、
　前記ワークピースにエッチング剤を与える段階と、を備え、前記エッチング剤が前記化
学的に変更された一部と反応して、物質を除去する方法。
【請求項３８２】
　ワークピース上へと物質を堆積させる方法であり、
　荷電粒子を含むビームを第一チャンバにおいて或るパターンで前記ワークピースの表面
上へと方向決めして、前記表面の一部を化学的に変更する段階と、
　前記ワークピースを第二チャンバに輸送する段階と、
　前記ワークピースに反応物質を与える段階と、を備え、前記反応物質が前記化学的に変
更された一部と反応して、物質を堆積させる方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、半導体製造に係り、特に直接書き込み型半導体製造用の方法及び装置に関す
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る。
【背景技術】
【０００２】
　フォトリソグラフィは、大抵の集積回路製造工程において、主要なパターニング段階で
ある。レジスト（感光性プラスチック）がワークピース上に回転成形され、焼成され、レ
チクルを介してパターン内で、通常は紫外線（ＵＶ）に露光される。現像及び第二焼成の
後は、ワークピースが晒される様々な処理に耐性のある不活性な有機膜によって、表面が
部分的に覆われる。このような処理には、湿式化学エッチングまたは気体プラズマエッチ
ングによる物質の除去、イオン注入によるドーピング（例えば広域ビーム注入）、物質の
追加（例えばリフトオフ）が含まれる。レジストの準備、露光、現像、洗浄、手入れ及び
除去は、製造段階を十倍に増加させ得るものであり、安定して質が良く歩留まりの高い製
造を容易にするための高価な設備及び施設を必要とする。
【０００３】
　フォトリソグラフィは、４５ナノメートル（ｎｍ）にまで下がったレジストパターンを
処理するための主なリソグラフィ手段である。しかしながら、現在及び将来のマイクロエ
レクトロニクスにおいては、４５ｎｍ未満の最小フィーチャサイズが必要とされる。多数
のリソグラフィ法（例えば、紫外線（ＵＶ）、極紫外線（ＥＵＶ）露光、マスク無しの露
光、レーザ、位相シフト、射出イオン、電子ビームリソグラフィ（ＥＢＬ））の利点によ
って、これらの寸法における大規模製造が可能になる。しかしながら、これらの方法は、
波長、オーバーレイの精度及び／又はコストに関して、その理論的な限界に近づいている
。限界に達すると、それぞれのプロセスの欠点が困難な問題を呈し、結果としてのパター
ニングの欠陥により、歩留まりの重大な損失が生じ得る。
【発明の開示】
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　特定の実施形態では、ワークピースを荷電粒子に露光するためのチャンバは、荷電粒子
流を発生させるための荷電粒子源と、荷電粒子源から或る軸に沿って荷電粒子流をコリメ
ート及び方向決めするように構成されているコリメータと、軸に沿った荷電粒子間の縦方
向の間隔を調節することによって少なくとも一つの荷電粒子を含むデジタルビームを生成
するように構成されているコリメータの下流のビームデジタイザと、荷電粒子の集団を偏
向させるために軸に沿って縦方向に配置された一続きの偏向ステージを備えるビームデジ
タイザの下流の偏向器と、ワークピースを保持するように構成されている偏向器の下流の
ワークピースステージとを備える。一部の実施形態では、ワークピース処理装置は、この
チャンバと、ロードロックチャンバと、堆積チャンバ、エッチングチャンバ、熱調節チャ
ンバから選択された処理チャンバとを備える。
【０００５】
　特定の実施形態では、装置からワークピースを取り外すことなくワークピースを初期状
態から実質的な完成状態へと処理するための装置は、ロードロックチャンバと、露光チャ
ンバと、処理チャンバとを備える。
【０００６】
　特定の実施形態では、装置内でワークピースを処理する方法は、露光チャンバ内でワー
クピースを荷電粒子に露光する段階を備える。この露光する段階は、荷電粒子流を形成す
る段階と、或る軸にそって荷電粒子流をコリメート及び伝播させる段階と、荷電粒子流を
少なくとも一つの荷電粒子を含むデジタルビームへとデジタル化する段階と、軸に沿って
縦方向に配置された一続きの偏向ステージを用いて荷電粒子の集団を偏向させる段階と、
この集団を縮小する段階と、縮小された集団をワークピース上へと方向決めする段階とを
備える。
【０００７】
　特定の実施形態では、ワークピースを処理する方法は、ワークピースの露光をする段階
と（露光中において、ワークピースにはレジストが無い）、露光後に、堆積、エッチング
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、急速熱アニーリングから選択された処理でワークピースの処理をする段階と、処理後に
、ワークピースの二回目の露光をする段階と（二回目の露光中において、ワークピースに
はレジストが無い）、二回目の露光後に、堆積、エッチング、急速熱アニーリングから選
択された処理でワークピースの二回目の処理をする段階とを備える。
【０００８】
　特定の実施形態では、ワークピース内へと少なくとも一つのドーパントを注入する方法
は、ワークピース上へと少なくとも一つのイオン種を含むビームを方向決めする段階と、
この方向決め段階中に、ビームの少なくとも一つのパラメータを変更する段階とを備える
。
【０００９】
　特定の実施形態では、ワークピースから物質をエッチングする方法は、第一チャンバに
おいて或るパターンでワークピースの表面上へと荷電粒子を含むビームを方向決めして、
この表面の一部を化学的に変更する段階と、ワークピースを第二チャンバに輸送する段階
と、ワークピースにエッチング剤を与える段階とを備えるが、このエッチング剤が化学的
に変更された部分と反応して、物質を除去する。
【００１０】
　特定の実施形態では、ワークピース上へと物質を堆積させる方法は、第一チャンバにお
いて或るパターンでワークピースの表面上へと荷電粒子を含むビームを方向決めして、こ
の表面の一部を化学的に変更する段階と、ワークピースを第二チャンバに輸送する段階と
、ワークピースに反応物質を与える段階とを備えるが、この反応物質が化学的に変更され
た部分と反応して、物質を堆積させる。
【００１１】
本発明と従来技術に対して成されるその利点をまとめるために、本発明の特定の対象及び
利点について上述した。勿論、必ずしも全てのこうした対象及び利点が、本発明のいずれ
かの特定の実施形態に従って、達成されるものでないということは理解されたい。従って
、例えば、当業者であれば、本願で開示・示唆される利点の一つまたは利点の組を達成ま
たは最適化する方法で、本願で開示・示唆される得る他の対象または利点を必ずしも達成
することなく、本発明を具現化または実行してもよいということを認識されたい。
【００１２】
　これら全ての実施形態は、本願で開示される発明の範囲内にあるものである。これらの
及び他の実施形態は、添付図面を参照して好ましい実施形態の下記の詳細な説明から、当
業者にとっては容易に想到し得るものであるが、本発明は、開示される特定の好ましい実
施形態に限定されるものではない。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１３】
　本願で開示される発明の上述の及び他の特徴、側面及び利点について、本発明を例示す
るものであり限定するものではない好ましい実施形態の図面を参照して下記に開示する。
【００１４】
　特定の好ましい実施形態について以下に開示するが、本発明は開示される特定の実施形
態、及び／又は、本発明、自明な改良及びその均等物の使用を超えて拡大するものである
ことを、当業者は理解されたい。従って、本願で開示される本発明の範囲は、以下で開示
される特定の実施形態に限定されることを意図したものではない。
【００１５】
　より小型の装置の幾何学的形状は、荷電粒子のビームを用いた直接書き込みによって得
ることができる。集束イオンビーム（Ｆｏｃｕｓｅｄ　Ｉｏｎ　Ｂｅａｍ，ＦＩＢ）シス
テムは一般的に、処理性能の高い製造に対応するのに十分なイオン露光を有さない。更に
は、既存のイオン光学／偏向のエレクトロニクスの方法論を用いたのでは、比較的低速の
偏向しか利用できず、半導体層用にパターン化された層の十分な直接書き込みが妨げられ
る。このように、ＦＩＢ技術は、マスク（例えばレチクル）及び半導体修復に限定されて
きた。ＦＩＢ技術が進展したことによって、レジストを用いずに、ワークピース上に直接
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、同時に堆積、エッチング及びパターン注入の性能に対応した。しかしながら、残る問題
として、低エネルギーシステムが備えるような、ウェーハ書き込みソフトウェアがほとん
ど存在しないこと、計測システムが存在しないこと、また、大きな製造規模のリソグラフ
ィに対応するのに必要とされる偏向速度、最小ビーム電流密度の問題が挙げられる。本願
で開示される実施形態によるＦＩＢシステムへの変更及び改良によって、半導体ワークピ
ース及び他のメディア（例えば、フォトマスク、コンパクトディスク（ＣＤ）、デジタル
多用途ディスク（ＤＶＤ）、ＨＤ　ＤＶＤ、ブルーレイ等）のレジスト処理及びレジスト
無しの両方の製造における、適切な製造処理性能を達成することができる。
【００１６】
　或る軸に沿って伝わりこの軸に対して横方向の分布を有する荷電粒子のビームの物理的
性質を変更して、高速でデジタル（つまり“パルス化”）分布の書き込みビームを提供す
ることができる。多様な方法を用いて、加速粒子の縦方向の経路内を進行する、時間的且
つ空間的に定められた高密度の荷電粒子の節と低密度（または密度なし）の腹の波を生成
することができる（本願において“デジタルビーム”と称する）。例えば、ビームバンチ
ャーを用いて、荷電粒子の局所的な集団（または“フラッシュ”または“パケット”）を
生成することができる。こうした荷電粒子の集団は、一つ以上の荷電粒子を含み得る。そ
の後、デジタルビームは偏向器を通過するが、この偏向器上で、電圧の変化により、荷電
粒子の集団は、伝播方向に対して位置を変化させる。電圧の変化は、粒子の節を有する位
相において、時間調節可能であり、十分な偏向が生じる。腹の鋭いエッジの存在によって
、直接書き込み用の高速ビームブランキングが効果的に提供される。デジタルビームをワ
ークピースの表面に当てることによって、ワークピース表面への物質の堆積、エッチング
及び／又は注入を含むレジスト無しのパターン処理、及び／又は高解像度レジスト露光が
可能になる。
【００１７】
　図１Ａは、本願で開示される特定の実施形態による装置１００の例の斜視図である。図
１Ｂは、図１Ａの装置１００の概略的な上面図である。装置１００は、露光チャンバ１０
２、ロードロックチャンバ１０４、輸送モジュール１０６、複数の処理チャンバ１０８を
備える。図示されてはいないが、装置１００が、下記で詳述される自動プロセスコントロ
ーラ及びガスマニホールドシステムを備えることは理解されたい。
【００１８】
　ロードロックチャンバ１０４は、例えば装置１００内で処理される前後の現在処理中で
はないワークピース１０１を収容し得る。特定の実施形態では、ロードロックチャンバ１
０４は、真空が得られるように構成されており、ロードロックチャンバ１０４と通信する
輸送モジュール１０６の自動物質処理システム（Ａｕｔｏｍａｔｅｄ　Ｍａｔｅｒｉａｌ
　Ｈａｎｄｌｉｎｇ　Ｓｙｓｔｅｍ，ＡＭＨＳ）１１０が、移動毎に真空を上げたり下げ
たりする必要無く、ワークピース１０１を挿入及び／又は取出し得る。特定の実施形態で
は、ロードロックチャンバ１０４は、ＦＯＵＰ（Ｆｒｏｎｔ　Ｏｐｅｎｉｎｇ　Ｕｎｉｆ
ｉｅｄ　Ｐｏｄ）に対応するように構成されている。
【００１９】
　輸送モジュール１０６は、装置１００内部でワークピース１０１を移動させるように構
成されている。輸送モジュール１０６は、少なくとも一つのワークピース１０１を操作す
るように構成されたＡＭＨＳ１１０を備える。露光チャンバ１０２、ロードロックチャン
バ１０４、輸送モジュール１０６及び／又は処理チャンバ１０８の構成に基づいて、適切
なＡＭＨＳ１１０が選択される。特定の実施形態では、ＡＭＨＳ１１０は、複数の輸送ア
ームを備え、複数のワークピース１０１を同時に（または並行して）操作することができ
る。
【００２０】
　一部の実施形態では、輸送モジュール１０６がワークピースプレアライナを含み、輸送
アーム１１０から取り外され続いて露光チャンバ１０２または処理チャンバ１０８内に配
置されたワークピース１０１が、露光チャンバ１０２または処理チャンバ１０８内で処理
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される準備が整った位置に存在するようになる。例えば、プレアライナは、ワークピース
１０１の平端部、刻み目または他の識別可能な特徴部を位置決めするために、電荷結合素
子（Ｃｈａｒｇｅ‐Ｃｏｕｐｌｅｄ　Ｄｅｖｉｃｅ，ＣＣＤ）や他のイメージング素子を
用い得る。一部の実施形態では、プレアライナは、ワークピース１０１上の位置合わせ特
徴部のオーバーレイパラメータを決定するように構成されている。オーバーレイパラメー
タには、ｘまたはｙ方向のオフセットや回転等が含まれ得る。
【００２１】
　ワークピース１０１の種類及びサイズに応じて、様々な真空及び取扱システムを装置１
００において使用することができる。様々なワークピースを処理可能なシステムは、高速
ワークピース取扱システムを使用することが好ましい。ワークピースの真空内での処理性
能は、真空システムの外部の代わりに、真空下でワークピースステージ上にワークピース
を位置合わせすることよって、増大可能である。標準的なワークピースホルダ（例えばウ
ェーハマガジン）は、数分内に高真空にひかれる。真空下でのワークピース１０１の位置
合わせは、ウェーハの真空内での処理性能を増大させ得る。
【００２２】
　一部の実施形態では、輸送モジュール１０６は、一つ以上の処理サブステーションを備
える。例えば、処理段階の間にワークピース１０１を保持する一つ以上のバッファ領域、
粒子汚染検出器、温度消光ステーション、及び／又は、計測ステーションを備える。計測
ステーションは、ワークピースの種類に対して適切な装置のいずれかから選択することが
でき、エネルギー分散分析器（ＥＤＳ）、波長分散分析器（ＷＤＳ）、二次イオン質量分
析器（Ｓｅｃｏｎｄａｒｙ　Ｉｏｎ　Ｍａｓｓ　Ｓｐｅｃｔｒｏｍｅｔｅｒ，ＳＩＭＳ）
、走査型電子顕微鏡（Ｓｃａｎｎｉｎｇ　Ｅｌｅｃｔｒｏｎ　Ｍｉｃｒｏｓｃｏｐｅ，Ｓ
ＥＭ）、二次元レーザ走査型イメージング素子、三次元イメージングレーザレーダ（ＬＡ
ＤＡＲ）、熱イメージング素子、ミリメートル波イメージング素子、ワークピースイメー
ジング素子、カメラが挙げられるが、これらに限定されるものではない。
【００２３】
　露光チャンバ１０２は、ワークピース１０１を荷電粒子のデジタルビームに露光するよ
うに構成されている。図２に示されるように、露光チャンバ１０２は、ビームコラム２０
０を備えるが、これについては図３Ａに更なる詳細が示されている。ビームコラム２００
は、荷電粒子流を生成するための荷電粒子源２０２を備える。本願においては、イオンの
場合の特定の実施形態のシステム及び方法について開示するが、同様のシステム及び方法
において、電子、陽子を含む荷電粒子を利用することができるということは理解されたい
。荷電粒子は、一種以上の、正または負に帯電したイオン、並びに一価、二価、三価等の
イオンを含み得る。一部の実施形態では、荷電粒子源２０２は複数のイオン種を生成する
ようにされている。一部の実施形態では、荷電粒子源２０２は、ターゲット上で測定した
場合に１０ｎｍのスポットに集束された１０００アンペア／ｃｍ２（Ａ／ｃｍ２）の電流
を提供する。
【００２４】
　液体金属イオン源（Ｌｉｑｕｉｄ　Ｍｅｔａｌ　Ｉｏｎ　Ｓｏｕｒｃｅ，ＬＭＩＳ）技
術によって、高電流密度荷電粒子ビームを生成することが可能になる。ＬＭＩＳを生成す
る技術の例は、そこから針が下方に突出した液体金属の加熱された容器である。金属は毛
管現象によって針の下方に流れる。引き出し電極からの電場は、針の先端の液体を、そこ
からイオンが放出される尖った先端部（“テイラーコーン”）内へと引き込む。点源は非
常に明るく（例えば、略１０９Ａ／ステラジアン／ｃｍ２）、２ｎｍという小さなビーム
直径を可能にする適切な光学系を備える。多様な合金によって、半導体製造用の一般的な
複数のイオン種が提供される。
【００２５】
　イオンの分布エネルギーを加速及び集束させることは、イオン光学システムの電流密度
効率の損失を生じさせる色収差をもたらす可能性がある。イオンビームのエネルギー分布
は半値全幅（Ｆｕｌｌ‐Ｗｉｄｔｈ‐Ｈａｌｆ‐Ｍａｘ，ＦＷＨＭ）として測定可能であ
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り、１２％も分布し得る。電流密度効率を改善すること及び長期及び短期の安定性の問題
を解決することによって、ＬＭＩＳの性能を、半導体処理手段として適切なものにするこ
とができる。本発明の多様な実施形態の一側面は、有利にまとめることが可能な高エネル
ギー及び低エネルギーの軌跡の分布から荷電粒子のビームが成ることの実現である。
【００２６】
　少なくとも二つのメカニズムが、エネルギー分布の広がりに寄与し得る。第一に、イオ
ン形成に関係した効果であり、第二に、イオン形成後の空間電荷力である。ＬＭＩＳ源か
らのイオン放出は、エミッタ先端部でのイオンの直接電界脱離によっても、エミッタ先端
部から少し離れた脱離原子の電界イオン化によっても、形成される。先端部表面の近くに
発生したイオンが、更に下方の中性原子と電荷を交換し得て、この位置でゼロエネルギー
イオンにする。エミッタ領域中の電場が高いので（例えば略２０から５０ボルト／ｎｍ）
、異なる位置に形成されるイオンは異なるエネルギーを有し得る。空間電荷効果は、特に
低速において、ビームのエネルギー分布を広げる。従って、コラム２００は、形成後に直
接イオンをフルエネルギーに加速させるように構成されていることが好ましい。低質量種
を使用することは、このような種が適切に使用された場合にはイオンの加速の役に立つ。
【００２７】
　また、空間電荷効果は、高電流によっても悪化する。ＬＭＩＳ源に対しては、エネルギ
ー分布の幅は、電流の２／３乗に比例することが好ましい。このように、リソグラフィへ
の従来のＬＭＩＳ源の実際の適用は、電子ビームの場合と同じような様相を呈す。
【００２８】
　ＬＭＩＳに基づいたシステムで得られる最大電流密度に対する制限は、上方のイオン光
学システムにおける非色収差によって生じるイオンビームのエネルギー分布に起因する。
しかしながら、図３Ｂに示されるように、伝播方向に沿って荷電粒子の時間的かつ空間的
に分解された集団を生成するように荷電粒子間の縦方向の間隔を調節すべく構成されてい
る、荷電粒子源２０２の下流のビームデジタイザ２０６の使用によって、高速移動する粒
子を効果的に減速させることができ、また、低速移動する粒子を加速させることができ、
均一な速度が得られ、デジタルビームのそれぞれの集団内の均一なエネルギー分布（加速
電圧）が得られる。従って、荷電粒子源の色収差の作用が減少する。
【００２９】
　電子ビームのドリフトと同じ様に、ＬＭＩＳのテイラーコーンの放出は、略一時間の期
間にわたって、図８のパターンのように、予測不可能にドリフトする。検出されないと、
このドリフトは、パターンの配置エラーを生じさせ得る。源の寿命及び電流の安定性は、
従来のＬＭＩＳ源を用いる製造処理手段に対する実際の適用の障壁となっている。荷電粒
子源２０２の更なる改良によって、安定性及び寿命を改善することができ、よって、頻繁
に源を交換しなくてよくなる。イオン形成に関連したエネルギー分布の広がりは、ＬＭＩ
Ｓを低温で作動させることによって減少または最小化させることが可能であり、よって、
先端部近傍の中性原子密度が減少する。また、エネルギー分布は、低蒸気圧種を選択する
ことによっても減少または最小化可能であり、例えば、低電荷交換断面積を有し、先端部
の表面に形成される、狭いエネルギー分布を有することが分かっている二価のイオン種が
選択され、また、小型の仮想源という追加的な利点を有する種が用いられる。他の方法を
用いることもできるということは理解されたい。
【００３０】
　特定の実施形態では、荷電粒子源２０２の長寿命は、動作に先立つ源の駆動パラメータ
の調整によって達成可能である。このように、自動調整ルーチンを組み込むことは、荷電
粒子源２０２の長寿命及び安定性に寄与する。更に、硬化させた先端部を備える含浸電極
型の針等の連続流という方法によって、荷電粒子源２０２の寿命を更に長くすることが可
能である。改善された寿命の二次的な効果として、放出電流及び位置安定性の改善が挙げ
られる。源の放出位置の安定性は、偶発的なビームの登録及び調節からの源のサーボモー
タへのエラーフィードバックを用いて、連続的に補正可能である。
【００３１】
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　また、他の荷電粒子源２０２を、本願で開示される実施形態と共に用いてもよい。例え
ば、荷電粒子源２０２は、プラズマイオン源（Ｐｌａｓｍａ　Ｉｏｎ　Ｓｏｕｒｃｅ，Ｐ
ＩＳ）、ボリュームプラズマイオン源（Ｖｏｌｕｍｅ　Ｐｌａｓｍａ　Ｉｏｎ　Ｓｏｕｒ
ｃｅ，ＶＰＩＳ）、気体電界イオン化源（Ｇａｓ　Ｆｉｅｌｄ　Ｉｏｎｉｚａｔｉｏｎ　
Ｓｏｕｒｃｅ，ＧＦＩＳ）、カーボンナノチューブ電界エミッタ、自由電子レーザ及びタ
ーゲット、パルスレーザアブレーションイオン源、磁気閉じ込めプラズマアノード源（Ｍ
ＡＰ）、熱電界放出（Ｔｈｅｒｍａｌ　Ｆｉｅｌｄ　Ｅｍｉｓｓｉｏｎ，ＴＦＥ）を含み
得るが、これらに限定されるものではない。
【００３２】
　荷電粒子源２０２から放出された荷電粒子流は、コリメータ２０４によって或る軸に沿
って、コリメートされ方向が決められる。光学素子の組み合わせを有する多様なコリメー
タ２０４が、コラム２００において使用されるのに適している。例えば、コリメータ２０
４は、二つ以上のレンズまたはレンズ及び反射光学素子を備え得るが、これらに限定され
るものではない。コリメータ２０４は更に、荷電粒子ビームを成形するように構成された
開口部を備え得る。特定の実施形態では、コリメータは、略５から３０キロ電子ボルト（
ｋｅＶ）の間の加速電位で荷電粒子流の方向を決めるように構成されている。特定の実施
形態では、露光チャンバ１０２は、略５から５００ｋｅＶの間の加速電位で荷電粒子流の
方向を決めるように構成されている。一部の実施形態では、コリメータ２０４の電圧は、
例えば下方のコラム出口の開口部によって印加される追加的な電圧に対して相加的なもの
である。
【００３３】
　荷電粒子源２０２が複数のイオン種を発生させるように構成されている実施形態では、
個々のイオン種を、粒子フィルタ（例えばスペクトロメータフィルタ）で荷電粒子流をフ
ィルタリングすることによって、特定の処理応用のために選択可能である。例えば、質量
分離器の開口プレート内に選択されたイオン種を偏向させるように、質量分離器を構成可
能である。質量分離器をコリメータ２０４とビームデジタイザ２０６との間に配置するこ
とが好ましい。一部の実施形態では、質量分離器は反射光学素子を備える。一部の実施形
態では、質量分離器はＥｘＢレンズを備える。一部の実施形態では、質量分離器はウィー
ン（Ｗｅｉｎ）フィルタを備える。
【００３４】
　ビームデジタイザ２０６は、伝播方向に沿って荷電粒子間の縦方向の間隔を調節するこ
とによって、少なくとも一つの荷電粒子の離散的な集団を含むデジタルビームを生成する
ように構成されている。特定の実施形態では、ビームデジタイザ２０６は、略１から７０
０００００個までの荷電粒子、略１から１０００００個までの荷電粒子、略１から１００
００個までの荷電粒子、または略１から５００００個までの荷電粒子を有する集団を形成
するように構成されている。一部の実施形態では、ビームデジタイザ２０６は、荷電粒子
の集団間の縦方向の間隔Ｄを、ビームの進行の略１０ｍ未満、ビームの進行の略１ｍ未満
、ビームの進行の略１０ｃｍ未満、ビームの進行の略１０ｍｍ未満、ビームの進行の略１
ｍｍ未満、ビームの進行の略５００μｍ未満、ビームの進行の略３００μｍ未満、ビーム
の進行の略１００μｍ未満、ビームの進行の略１０μｍ未満、ビームの進行の略１００ｎ
ｍ未満、ビームの進行の略１０ｎｍ未満、または、ビームの進行の略１ｎｍ未満であるよ
うに発生させるように構成されている。一部の実施形態では、ビームデジタイザ２０６は
、荷電粒子の集団間の縦方向の間隔を、ビームの進行の略１ｎｍから１０ｍまでの間、ビ
ームの進行の略１ｎｍから１ｍまでの間、ビームの進行の略１ｎｍから１０ｃｍまでの間
、ビームの進行の略１ｎｍから１０ｍｍまでの間、ビームの進行の略１ｎｍから１ｍｍま
での間、ビームの進行の略１ｎｍから５００μｍまでの間、ビームの進行の略１ｎｍから
３００μｍまでの間、ビームの進行の略１ｎｍから１００μｍまでの間、ビームの進行の
略１ｎｍから１０μｍまでの間、ビームの進行の略１ｎｍから１００ｎｍまでの間、また
は、ビームの進行の略１ｎｍから１０ｎｍまでの間であるように発生させるように構成さ
れている。荷電粒子の集団間の縦方向の間隔としては、実質的に等しいもの、等しくない
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もの、周期的なもの、調波的なもの等が挙げられる。
【００３５】
　特定の実施形態では、ビームデジタイザ２０６は、ビームバンチャーを備える。無線周
波数（Ｒａｄｉｏ　Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ，ＲＦ）ビームバンチャーでは、荷電粒子流はバ
ンチャーを通過するが、荷電粒子流はここで、交流電位、ＲＦまたは多重変調電位の波形
、ビート波、調波、変数、またはこれらの組み合わせによって影響を受ける。速度調節は
荷電粒子を互いに圧縮し、荷電粒子が、空間的且つ時間的に分解された荷電粒子の離散的
な集団を形成するようになる。特定の実施形態では、周波数及びバンチャーのギャップ長
は、荷電粒子の集団の平均速度に適合するように構成されている。荷電粒子がバンチャー
のギャップを通過すると、印加電位がそれぞれの荷電粒子の縦方向の速度を調節して、荷
電粒子の一部（例えば、平均速度よりも遅い速度の荷電粒子）加速させる一方で、他の荷
電粒子（例えば、平均速度よりも速い速度の荷電粒子）を減速させる（例えば図３Ｂに示
されるように）。バンチャーのギャップのギャップ長、印加電位の強さ及び周波数、コラ
ム２００を介する荷電粒子の飛行時間（Ｔｉｍｅ　Ｏｆ　Ｆｌｉｇｈｔ，ＴＯＬ）は、ワ
ークピーク１０１表面における荷電粒子の集団及びデジタルビームの最終的な特性を決定
する。
【００３６】
　図３Ｃは、ビームバンチャーを介して進行する荷電粒子流を概略的に示す。バンチャー
ギャップＧによって離隔されているビームバンチャー電極３０２、３０４にわたって、電
位が印加可能である。その後変化がなければ、荷電粒子がビームバンチャーを通過後にど
れ位進行してきたのかに依存して、荷電粒子は長さがＬで間隔がＤの集団を形成し始める
。一部の実施形態では、ビームバンチャーは、荷電粒子を進行中に集団に圧縮するように
構成されている。一部の実施形態では、ビームバンチャーは、荷電粒子の集団を縦方向に
圧縮するために電場を印加するように構成されている。荷電粒子がワークピース１０１に
到達した際に、荷電粒子が縦方向に完全に圧縮されていることが好ましい（例えば、図３
Ｃに示されるように）。バンチャーによって印加されるエネルギーは、荷電粒子流の初期
エネルギーと、時間的且つ空間的に分解された荷電粒子の集団の最終エネルギーとの間の
差によって、決定可能である。
【００３７】
　特定の実施形態では、ビームバンチャーは、複数のバンチャー電極を備え、従って、複
数のバンチャーギャップを備える。デジタルビームの特性を変化させるために、二つの電
極にわたって電位を選択的に印加することができる。例えば、１μｍのバンチャーギャッ
プＧを有する電極にわたって電位を印加して、荷電粒子密度の低い節を生成することがで
き、また、３ｃｍのバンチャーギャップを有する電極にわたって電位を印加して、荷電粒
子密度の高い節を生成することができる。
【００３８】
　ビームのエネルギー、バンチャーの電流、周波数、ギャップ長等のビームバンチャーの
入力パラメータと、間隔Ｄ、長さＬ、密度等のバンチャーの出力特性との間の関係は周知
である。ビームバンチャーを、集団毎に所定の数の荷電粒子を提供するように動作させる
ことが好ましい。第一に、電流を調節しながら、バンチャーのギャップ、周波数及びビー
ムのエネルギーを一定にすることが可能である。第二に、バンチャーのギャップ及び周波
数を調節しながら、ビームのエネルギー及びバンチャーの電流を一定にすることが可能で
ある。また、他の動作設定も可能である。
【００３９】
　一部の実施形態では、ビームバンチャーは、電流の周波数で調節され、磁場を生じさせ
る螺旋コイルを備える。コイルの巻きの間の縦方向の間隔（“ギャップ”）、印加電流の
強さ及び周波数、及び、コラム２００を介する荷電粒子の飛行時間（ＴＯＦ）は、ワーク
ピース１０１表面でのデジタルビームの最終的な特性を決定する。特定の実施形態では、
周波数及びコイルの巻きの間の縦方向の間隔は、デジタルビームの平均速度に適合するよ
うに構成されている。
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【００４０】
　荷電粒子のバンチングによって、上述のように荷電粒子密度を変化させるビームバンチ
ャーの周波数、振幅及び負荷サイクルを変更することによる荷電粒子レベルでのドーズ量
の変更を用いる書き込み方法が、最適化される。従って、ビームバンチャーのパラメータ
は、書き込み方法に応じて調節されることが好ましい。
【００４１】
　特定の実施形態では、ビームデジタイザ２０６は、ビームブランカーを備える（例えば
、デジタルビームを生成するのに十分な速度で動作可能なビームブランカー）。例えば、
高速ブランカーは、特定の間隔で荷電粒子ビームを吸収するように構成されている開口プ
レートを備え得るが、これに限定されるものではない。開口プレートは初め、開口プレー
ト内部のエッジ近傍の開口プレートの開口部を粒子流が流れるように配置される。電極は
開口プレート内への粒子流を偏向させるように構成されていて、時間的且つ空間的に分解
されたデジタルビームを生成するために粒子流を遮る。図３Ｄは、高速ブランカーを進行
する荷電粒子流を概略的に示す。開口プレート３１６は、荷電粒子流の近傍に配置される
。電極３１２、３１４は、時間的且つ空間的に分解されたデジタルビームの荷電粒子の集
団を生成するために、荷電粒子流に電位を印加するように構成されている。その後変化が
なければ、高速ブランカーを通過した後に荷電粒子がどれ位進行したかに関わらず、荷電
粒子は長さＬ及び間隔Ｄで進行し続ける。
【００４２】
　また、ビームデジタイザ２０６の他の実施形態も可能である。一部の実施形態では、ビ
ームデジタイザ２０６は、荷電粒子源２０２をオン／オフ状態に調節するようの構成され
ている。一部の実施形態では、ビームデジタイザ２０６は、軸に対して縦方向に荷電粒子
源２０２の位置を調節するように構成されていて、荷電粒子の集団を移動させるようにな
っている。
【００４３】
　一部の実施形態では、ビームデジタイザ２０６は、例えば略１メガヘルツ（ＭＨｚ）か
ら１００ギガヘルツ（ＧＨｚ）までの周波数または、略１ＭＨｚから２５ＧＨｚまでの周
波数を有する電磁放射を与えるように構成されている。このような実施形態では、ビーム
デジタイザ２０６を、電磁放射の振幅、電磁放射の周波数、及びこれらの組み合わせ等を
調節するように構成可能である。一部の実施形態では、ビームデジタイザ２０６は、荷電
粒子を含むプラズマにビート波を与えるように構成されている。一部の実施形態では、ビ
ームデジタイザ２０６は、航跡場に空間電荷を与えるように構成されている。一部の実施
形態では、ビームデジタイザ２０６、空間電荷を共鳴吸収するように構成されている。一
部の実施形態では、ビームデジタイザ２０６は、吸収用の開口部を介したビームをブラン
キングするように構成されている。一部の実施形態では、ビームデジタイザ２０６は、荷
電粒子源２０２にパルス入射中和ビームを与えるように構成されている。一部の実施形態
では、ビームデジタイザ２０６は、荷電粒子源２０２にパルスレーザビームを与えるよう
に構成されている。
【００４４】
　特定の実施形態では、本願で開示される構成要素が有利に組み合わせられる。一実施形
態では、コラム２００は、コリメータ２０４の下流にビームブランカーを備え、ビームブ
ランカーの下流にビームバンチャーを備える。ビームブランカーからビームバンチャーへ
向かうデジタルビームを用いて、デジタルビームの個々の集団を更に時間的且つ空間的に
分解することができる。他の実施形態では、コラム２００は、コリメータ２０４の下流に
ビームバンチャーを備え、ビームバンチャーの下流にビームブランカーを備える。また、
他の構成も可能である。
【００４５】
　コラム２００は、ビームデジタイザ２０６の下流に偏向器２１０を更に備える。偏向器
２１０は、デジタルビームの軸に沿って縦方向に配置された一続きの偏向ステージ（例え
ば、電極ステージ、磁気ステージ）を備える。偏向器２１０は、デジタルビーム中の荷電
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粒子の個々の集団を偏向させる。ここで、“マイナーフィールド偏向”という用語は、偏
向器２１０による荷電粒子の個々の集団の一つの偏向のことを称する。一部の実施形態で
は、偏向器２１０は、デジタルビーム中の集団を、伝播軸に実質的に垂直に偏向させる。
特定の実施形態では、偏向器は、略１から１０００個の、または四つの偏向ステージを備
える。特定の実施形態では、偏向器は、少なくとも一つ、二つ、三つまたは四つの偏向ス
テージを備える。一部の実施形態では、それぞれの偏向ステージは二つ以上の電極を備え
る。一部の実施形態では、一つ以上の偏向ステージが、四つの電極を備える。また、偏向
ステージ及び電極の他の量も可能である。
【００４６】
　特定の実施形態では、デジタルビーム中の荷電粒子の集団の平均速度は、略１×１０４

メートル／秒（ｍ／ｓ）から３×１０８ｍ／ｓまでである。一部の実施形態では、偏向電
極ステージのそれぞれによる電位の印加は、偏向器を通過する荷電粒子の集団の平均速度
に同調される。例えば、偏向電極ステージは、荷電粒子の集団が、一般的には、偏向器を
通過する時のみに、具体的には、特定の偏向電極ステージを通過する時のみに、電圧が印
加されるようになっている。一部の実施形態では、偏向電極ステージのそれぞれによる電
位の印加は、偏向器を通過する荷電粒子の集団の平均速度に調波的に同調するようにされ
ている。例えば、偏向器の少なくとも一部の偏向電極ステージのそれぞれは、荷電粒子の
特定の集団が、一般的には、偏向器を通過する時のみに、具体的には、特定の偏向電極ス
テージを通過する時のみに、電圧が印加されるようになっている。一部の実施形態では、
偏向電極ステージのそれぞれによる電位の印加は、偏向器を通過する荷電粒子の集団の平
均速度にランダムに同調するようにされている。ここで、ランダムに同調するという用語
は、その最も広範な意味において与えられるものであり、ランダムな間隔での荷電粒子の
集団への偏向電極ステージによる電圧の印加の同調、ランダムまたは他の間隔での荷電粒
子の集団へのランダムな偏向電極ステージによる電圧の印加の同調が挙げられるが、これ
らに限定されるものではない。
【００４７】
　特定の実施形態では、デジタルビームの荷電粒子の集団のそれぞれが通過すると、偏向
ステージの電極が実質的に等しい電位差を印加する。荷電粒子の集団のそれぞれの偏向の
量は、連続的に活性化される電極の数に依存する。一部の実施形態では、荷電粒子の集団
のそれぞれが通過すると、偏向電極ステージのそれぞれに、可変電位が印加される。例え
ば、第一偏向電極ステージは、最小電圧を有するとともに後続の電極が漸進的により高い
電圧を有し、電極が活性化されると、線形な偏向が生じるようになる。また、この逆も可
能であり、第一電極が最大電圧を有するとともに後続の電極が漸進的により低い電圧を有
する。活性化される偏向電極ステージの数は、デジタルビームの荷電粒子の集団のそれぞ
れの偏向量を決定する。偏向器に印加される公称電圧と信号のタイミングとは、個々の偏
向電極ステージに対して較正可能であり、更には、それぞれの偏向電極ステージ内の個々
の電極に対しても較正可能である。個々の偏向電極ステージの印加電圧の発動は、例えば
、荷電粒子の速度、種及び質量、偏向ステージの位置、パターン解像度、パターンフィー
ルドエラー、対象となる偏向フィールド内のエラー、プロセスの特定の補償、書き込み方
法、これらの組み合わせ等のせいで、デジタルビームの荷電粒子の集団のそれぞれの入射
をマッチングさせる必要があれば（“位相マッチング”）、遅らせることが可能である。
特定の実施形態では、偏向電極ステージのフィールドの周囲は、伝播軸の中心からｘまた
はｙ方向の、４ｍｍ未満、２ｍｍ未満、１ｍｍ未満、１００μｍ未満の位置ずれのマイナ
ー偏向フィールドとして、定義される。
【００４８】
　特定の実施形態では、偏向電極ステージのそれぞれの電位は、意図した軌跡に向けて荷
電粒子の集団を部分的に移動させるようになっている。それぞれの集団は、Ｎ個の偏向電
極ステージのそれぞれによって、意図した偏向距離の１／Ｎだけ部分的に偏向される。特
定の実施形態では、第一偏向電極ステージ、または単一の偏向電極ステージのいずれかは
、荷電粒子の集団の一つ以上（例えば全て）を、意図した軌跡に向けて実質的に完全に移
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動させるようにされていて、他の偏向電極ステージは、集団の偏向を精密に調整するため
に用いられる。また、他の組み合わせも可能である。
【００４９】
　一部の実施形態では、例えば上述のように調波的に同調させた偏向器に対しては、偏向
器の少なくとも一部はＮセットの偏向電極ステージを有し、偏向電極ステージのそれぞれ
のセットはＮ個の偏向電極を有し、Ｎ番目毎の偏向電極ステージが、意図した軌跡に向け
て荷電粒子の特定の集団を移動させるように構成されている。偏向器の少なくとも一部が
二セットの偏向電極ステージを有するのであれば、この偏向電極ステージのセット中の一
つおきの偏向電極ステージが、意図した軌跡に向けて荷電粒子の特定の集団を移動させる
ように構成され得る。偏向器の少なくとも一部が三セットの偏向電極ステージを有するの
であれば、この偏向電極ステージのセット中の三番目毎の偏向電極ステージが、意図した
軌跡に向けて荷電粒子の特定の集団を移動させるように構成され得る。他の変形例及び構
成も可能である。
【００５０】
　図６Ａは、それぞれの偏向電極ステージ中の少なくとも一つの電極を備える偏向器２１
０の概略的な上面図を示す。荷電粒子を含むデジタルビームは、偏向器の中心の開口部６
０２を介して流れるように構成されている。電極６０４、６０６及び６０８、６１０のセ
ットは正または負に帯電され得て、荷電粒子の集団が、偏向器及び経路の縦方向の軸に対
して垂直に偏向される。対向する電極、例えば電極６０４及び６０６は、逆符号に帯電さ
れることが好ましい。図６Ｂは、偏向器２１０の右上の四分円の斜視切開図である。この
実施形態では、電極６０６は絶縁体６１２によって分離されている。絶縁体の物質の例と
しては、ＳｉＯ２、ＳｉＮｘ、ＳｉＯｘＮｙ、これらの組み合わせ等が挙げられる。単一
の偏向器が複数の偏向電極ステージを備えると理解するよりも、偏向器２１０が、それぞ
れが一つ以上の偏向電極ステージを備える一続きの偏向器を有するものと理解されたい。
例えば、偏向器２１０は、三セットの偏向器を有し得る。図６Ｂに示されるように、荷電
粒子の集団は、これらが経路に沿って進行すると、偏向電極ステージのそれぞれによって
偏向される。他の偏向器及び電極の構成も可能である。
【００５１】
　特定の実施形態では、偏向器２１０は、荷電粒子の集団を三次元時空間（“適応可能な
仮想デジタルステンシル”）内へ配置するように構成されている。特定の実施形態では、
偏向器２１０は、荷電粒子の集団の横方向に分布するパターンを生成するようにされてい
る。一部の実施形態では、偏向器２１０は、パターンまたは仮想ステンシルを縮小するよ
うにされた偏向器レンズを更に備える。偏向器レンズは、静電レンズ、電磁レンズ、反射
レンズ、反射及び屈折レンズの組み合わせ、反射及び偏向レンズの組み合わせ、偏向及び
屈折レンズの組み合わせ、同一なものの組み合わせ等を含み得る。図７は、偏向器２１０
から出て来る荷電粒子の集団が仮想デジタルステンシル７０２内に配置されるコラム２０
０の概略的なブロック図であり、荷電粒子の集団のそれぞれは、マイナーフィールド偏向
を経ている。対物レンズアセンブリ２１２は、メジャーフィールド偏向で仮想ステンシル
を偏向させるように構成されている。マイナーフィールド偏向、メジャーフィールド偏向
、及び、ワークピース１０１の移動の組み合わせを用いて、ワークピース１０１上に荷電
粒子のパターンを露光することができる。
【００５２】
　特定の実施形態では、軸に対して縦方向のデジタルビームの荷電粒子の集団の位相は、
実質的に等しい、単調波、多重調波、ランダム、これらの組み合わせ等であるように構成
されている。偏向ステージ間の間隔は、荷電粒子の集団と同調して同相となるようにされ
得る。一部の実施形態では、偏向電極ステージの縦方向の位置は調節可能である。一部の
実施形態では、偏向器２１０は、例えば偏向電極ステージ間の間隔を調節するための、デ
ジタルフィードバックシステムを備える。ピエゾ素子等を用いて、電極または偏向ステー
ジの位置を合わせることができる。
【００５３】
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　一部の実施形態では、コラム２００は、偏向器２１０とワークピースステージ２１４と
の間に配置された対物レンズアセンブリ２１２を更に備える。対物レンズアセンブリ２１
２は、レンズ、ミラー、反射光学素子、反射光学素子及び屈折レンズの組み合わせ、反射
光学素子及び偏向電極の組み合わせ、偏向電極及び屈折レンズの組み合わせ、同一なもの
の組み合わせ等を含み得る。一部の実施形態では、対物レンズアセンブリ２１２は、荷電
粒子の集団または適応仮想デジタルステンシルを縮小、集束及び／又は偏向させるように
構成された偏向電極アセンブリまたは偏向レンズアセンブリを備える。例えば、特定の実
施形態では、略２００ｎｍの直径（または“スポットサイズ”）を有する荷電粒子の集団
を１／１０に減少させて、略２０ｎｍの直径にするが、これに限定される訳ではない。ま
た、対物レンズアセンブリ２１２は、集団またはステンシルを１／１００または１／１０
００に縮小させるようにされ得る。対物レンズアセンブリ２１２が仮想デジタルステンシ
ルを偏向させる実施形態では、この偏向は、“メジャーフィールド”偏向と称される。一
部の実施形態では、対物レンズアセンブリ２１２のフィールドの周囲は、伝播軸の中心か
らｘまたはｙ方向の、１０ｍｍ未満、５ｍｍ未満、１ｍｍ未満、１００μｍ未満の位置ず
れのメジャー偏向フィールドとして、定義される。特定の実施形態では、出射孔は一つの
出射孔を有する。
【００５４】
　図２を参照すると、露光チャンバ１０２は、下方の対物レンズアセンブリ２１２の下流
にワークピースステージ２１４を備える。ワークピースステージ２１４は、ワークピース
１０１を保持するように構成されている。ワークピースステージ２１４は、干渉ステージ
を有することが好ましく、そこで、ステージの相対的な位置が光学干渉を用いて測定され
る。ワークピースステージ２１４は、オーバーレイエラーに繋がる可能性のある、ワーク
ピース内の倍率エラーを減少させるために、熱的に制御され得る。ワークピースステージ
は、ワークピース１０１が荷電粒子の集団に露光されている間に、連続的に移動するよう
に構成されていることが好ましい。例えば、ワークピースステージ２１４は、露光中の１
秒間という期間で２５センチメートルの寸法にわたって連続的に移動するように構成され
得る。また、他の例では、ワークピースステージは、露光中の０．５秒毎に、５ナノ秒よ
りも長く停止することなく移動するように構成され得る。ワークピースステージ２１４を
停止させることなく移動させながら連続的に露光する能力によって、効率及び処理性能を
増大させることが可能である。
【００５５】
　特定の実施形態では、ワークピースステージ２１４は、水平面におけるワークピースス
テージ２１４の位置を決定するように構成された干渉計を備える。ステージのｘ／ｙ方向
の相対的な位置は、光学干渉計を用いて測定可能である。また、他の方法も可能であり、
例えば、ワークピースステージは、二次イオン質量分析器（ＳＩＭＳ）、後方散乱した電
子または登録グリッドの下に配置されたファラデーカップによって検出可能な登録マーク
、グリッドまたは特徴部を備えてもよい。登録マークは、ワークピースに対する登録マー
クの作用高さを最適化するために、コラム２００に対して平行に移動可能なアセンブリ内
に含まれることが好ましく、これによって、コラムの較正と登録のエラーが減少する。デ
ジタルビームを、コラムの位置合わせをチェックするために、周期的またはランダムに登
録マークに向けることができる。また、登録マークを用いて、ワークピースの露光の前後
及び／又はその最中に、コラム２００を較正することができる。
【００５６】
　一部の実施形態では、チャンバ１０２は、ワークピースステージ２１４及び／又は登録
マークの高さを測定する高さ制御システムを更に備える。高さ制御システムは、例えば、
レーザから放出され、ワークピース、ワークピースステージ、及び／又はワークピースと
共に移動する表面によって反射される光を受光するように構成されたレーザ及び複数の検
出器を含むことができる。高さ制御システムは、例えば、静電クランプ、圧電素子等を用
いることによって、ステージの上昇を調節することによって、ワークピースステージの測
定された高さの変化を補償することができる。一部の実施形態では、高さ制御システムは
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、１μｍ未満の高さの変化を補償するように構成されている。静電クランピングを用いて
、ワークピースステージ２１４に対してワークピースを固定し、ワークピースの適切な熱
的接触及び平坦性を確実にすることができる。
【００５７】
　フルモーション書き込み（Ｆｕｌｌ　Ｍｏｔｉｏｎ　Ｗｒｉｔｉｎｇ，ＦＭＷ）は、ワ
ークピースを露光する間におけるワークピースステージの動きのオーバーヘッド時間を省
くことができる。ＦＭＷにおいては、偏向器２１０システムは、ワークピースステージ２
１４の動きを追跡するために、実時間で更新され、これによって、ワークピースステージ
が動いている間に、システムがパターンを書き込むことが可能になる。このようなプロセ
スでは、ワークピースステージ２１４の位置を追跡するために、高速光学コントローラ（
例えばレーザ）が用いられることが好ましい。例えば、このコントローラ上の回路は、ド
ップラーシフトレーザ偏向の測定結果を、ステージ位置レジスタに保存可能なレーザパル
スに変換することができる。干渉法、レーザ偏向測定、または他の光学的な方法を用いて
、ワークピースの位置を追跡することができる。従って、ステージを再配置してシーケン
スを処理する間の非露光時間を減少または省略することによって、リソグラフィシステム
の処理性能を改善することができる。
【００５８】
　ワークピースの露光中に、それぞれの偏向フィールドの中心が、ＷＯＯ（Ｗｉｎｄｏｗ
　Ｏｆ　Ｏｐｐｏｒｔｕｎｉｔｙ）によって決められる。ワークピースステージが動いて
いて、偏向フィールドが非書き込みのＷＯＯの上を通過する間に、ステージコントローラ
が、偏向コントローラに信号を送り、露光を初期化する。偏向されないビームの中心がＷ
ＯＯを通過しながら、ワークピースが露光される。ＷＯＯ内では、偏向システムは、フィ
ールドの限界まで偏向することができる。この間に、偏向システムは、ワークピースステ
ージの実際の位置のワークピースステージ位置レジスタによって、更新される。
【００５９】
　ワークピースステージは、実時間で偏向を補正することを可能にする。ＷＯＯのサイズ
またはフレームのサイズを変更することによって、または、フレーム間のパターンデータ
を平坦化することによって、システムを、連続書き込みのために動的に最適化することが
できる。典型的なフレーム／ＷＯＯの密度を図４Ａに示す。
【００６０】
　ワークピースステージを、適切な速度性能を提供するように構成することができ、例え
ば、１００センチメートル毎秒の速度性能が提供される。ワークピースステージは、露光
中に、最大で略４００００毎分回転数（ｒｐｍ）までで回転するように構成され得る。例
えば、ワークピースステージは可能な限り小さな慣性を有し得て、互換性のあるワークピ
ースステージのモータのデザインを提供することができる。真空互換性のある空気ベアリ
ングレール及びリニアモータドライブにより、振動源の適切な絶縁が提供される。追加例
として、ワークピースステージのモータを真空システム内に配置可能であり、軽量物質を
ワークピースステージ用に使用可能であり、ワークピースをステージ上に位置合わせ可能
であり、よって、ワークピースカセット及びカセットクランピングハードウェアが省略さ
れる。更に、ワークピースステージの動きを適切に制御するために、電子ハードウェアに
よって、ステージの位置の最初の三回の微分（速度、加速度、躍度）を、限定及び減衰さ
せることが可能である。図４Ｂはワークピースステージ及び制御電子機器の一例の概略図
である。
【００６１】
　露光チャンバ１０２は、例えば、ウェーハ取扱制御、真空制御、サスペンション制御、
温度制御、圧力制御等を含むシステムサポート電子機器２２０と、源制御モジュール、デ
ジタイザ制御、偏向制御、レンズ制御、ウェーハ高さセンサ、ビデオプロセッサ、ステー
ジ制御、動的補正器（例えば、コラムの収差の実時間での補正用）を含むコラムサポート
電子機器２３０といった制御電子機器と通信し得る。コラムサポート電子機器２３０はデ
ータ処理電子機器２４０（例えばワークステーション）と通信し得る。
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【００６２】
　本願で開示されるシステムの応用の例は、ワークピース上への直接書き込みによるその
場（ｉｎ　ｓｉｔｕ）ワークピース処理またはレジスト露光を実行することである。ター
ゲットワークピースに対する光学系の正確な登録が達成されることが好ましいが、ツール
によって誘発されるずれ（Ｔｏｏｌ　Ｉｎｄｕｃｅｄ　Ｓｈｉｆｔ，ＴＩＳ）及びワーク
ピースによって誘発されるずれ（Ｗｏｒｋｐｉｅｃｅ　Ｉｎｄｕｃｅｄ　Ｓｈｉｆｔ，Ｗ
ＩＳ）のエラーが、温度効果、ワークピース処理効果及び光学的歪みによってもたらされ
得る。解決策の一例は、ワークピース上の初期パターン（例えば、一つ以上の位置合わせ
マーク）を測定することであり、また、測定データを利用して、例えば露光パラメータを
調節することによって、新しくパターン化されたイメージをワークピース上へと正確に配
置することである。
【００６３】
　登録センサは、露光処理性能の質に影響を与えることなく、様々な登録及び位置合わせ
マークのパターン、物質及びプロファイルを自動的に検出及び認識可能であることが好ま
しい。このようなセンサを達成する例としては、既存のハードウェアと共に高解像度高速
登録システムを使用すること、登録方法の制限及び柔軟性を決定すること（例えば、ダイ
からダイへの登録でワークピースをマッピングすることによって）、温度調整段階を組み
込むこと、ダイからダイへの登録用に高速モアレ（回折格子）干渉計を導入すること、ま
たはこれらの組み合わせ等が挙げられるが、これらに限定されるものではない。また、他
の方法も可能である。
【００６４】
　高解像度高速登録システムは既存のハードウェアを採用することができ、また、既存の
電子ビーム登録と同様のものであってもよいが、複数のイメージングモードを用いてもよ
い。対象（例えば、登録または位置合わせマーク）の表面のデジタルビームでの走査は、
二次電子放出、二次イオン放出及びイオンスパッタリングを生じさせる。二軸またはシリ
ンドリカルマイクロチャネルプレートを用いて、二次電子と（例えば、ターゲットの電圧
の上にバイアスをかけることによって）、二次イオン（例えば、ターゲットの電圧の下に
バイアスをかけることによって）との両方を検出可能である。また、他の構成も可能であ
る。ビームがターゲットに衝突するそれぞれの点において、二次イオン及び二次電子の信
号の収率を測定することによって、イメージを形成することができる。収率の変化は、ワ
ークピースの組成または表面トポロジーの変化を示す。この信号の位置解像度は、登録中
の測定されたビームのスポットサイズと偏向ピクセルサイズの積であり、統計的方法論に
よって増補される。スパッタリングされたイオンは、このようなイオンが収集可能であり
、二次イオン質量分析法（ＳＩＭＳ）によって質量が分析可能であるので、より高いマー
ク認識性能を提供する。ＳＩＭＳの登録法は非常に発展していて、マーク検出用とプロセ
スの進展の診断用との両方に対して使用可能である。ビームのスポットサイズの空間解像
度を備える原子マップにより、マーク検出のための優れた精度が提供可能である。
【００６５】
　登録を最適化するため、検出器のビデオ信号の積の和を、登録または位置合わせマーク
のコンピュータによって発生させたイメージとともに用いて、高ノイズのバックグラウン
ドから、（これを用いなければ認識不可能であった）ターゲットの信号を増強または回復
することが可能である。これは、初期信号の増強のためにバイアスのオフセットとビデオ
の増幅率を自動的に相関させることによって、実施可能である。一旦、トーンが適切に調
節されれば、信号を、登録または位置合わせマークのコンピュータを用いた（ＣＡＤ）イ
メージと相関させることができ、マークの増強されたイメージが得られる。他の信号は、
デジタルビームマーク相互作用から検出可能である。二次電子及び後方散乱電子からの信
号のような信号を、この目的のために使用可能である。更に、二次電子及び後方散乱電子
からの信号を差別的に採用することにより、検出の制限（例えば、信号対ノイズ比）を改
善することができる。例えば、最終的な検出信号は、ＳＩＭＳと他の信号との差であり得
る。登録のスピードは、登録電子機器の質によって制限され得るが、最新の電子機器（例
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えば、デジタル信号処理（Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｓｉｇｎａｌ　Ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ，ＤＳ
Ｐ））を組み込むことによって、登録の解像度に影響を与えることなく、登録時間を桁違
いに減少させることができる。
【００６６】
　登録の質及びスピードに関して考慮しなければならない他のことは、露光に先立ってワ
ークピースに対して登録をするために用いられる構成である。ワークピースの予め調節さ
れた及びプロセス中の温度安定性に応じて、複数の方法が、歪み及び処理性能の問題を補
償するために利用可能である。ワークピースのマッピングは一般的に、単一のダイを登録
し、システムの処理性能に対する減少したまたは最小のオーバーヘッドを提供するが、露
光中に温度の不安定性によって生じるパターンの歪みに対してはなんら補正を提供しない
。例えば、温度歪み効果を最小化するために、ダイの露光に先立って早急に実施されるダ
イからダイへの登録では一般的に、レベル毎に、ダイ毎の四つの登録が用いられる。こう
した方法では、蛇行モードで書き込む性能が無くなり、メモリー負荷のオーバーヘッド時
間によって、システムの処理性能が劇的に制限される。しかしながら、複数のダイ上への
登録を同時に実施することによって、複数のダイを含むフィールド内において蛇行モード
で書き込む性能が維持され、これによって、パターンの歪みを減少または最小化させなが
ら、処理性能を増大または最大化させることができる。
【００６７】
　オーバーレイの精度は、デバイスの幾何学的形状が縮小するにつれて、益々重要になっ
ている。デジタルビームツールに対しては、集積回路を製造するための、単一のワークピ
ース上への多重レベルパターンの直接露光が、正確な層内登録を含むことが望ましい。ワ
ークピースの位置合わせ法の一例は、三つの特徴を有する。即ち、デジタルビームの表面
衝撃からの適切な信号発生、検出信号を処理するための検出アルゴリズム、位置合わせ特
徴部の形成方法である。
【００６８】
　ワークピース上への荷電粒子の衝撃によって、二次電子、後方散乱電子、フォトン、二
次イオン等の媒体を生成させることができるが、ここで、そのそれぞれが検出効率におい
て特定の利点を有している。しかしながら、登録目的のための特定の媒体の選択は、荷電
粒子種、荷電粒子のエネルギー、ビームの電流密度に依存する。信号検出器を所定の媒体
のために最適化してもよい。例えば、電子‐光増倍管は一般的に二次電子に適していて、
固体ダイオードは一般的に後方散乱電子に適していて、二次イオン質量検出器は一般的に
、フォトン及び二次イオンに適している。
【００６９】
　デジタル信号プロセッサは、位置合わせマークの位置を決定するために、信号検出器か
らの情報を処理する。従来の検出方法には、デジタルビームによる一次元ライン走査が含
まれる。デジタルビームは、位置合わせマークにわたって偏向により遷移するので、検出
されるビデオ信号は変調されている。変調は、位置合わせマークとワークピースの輪郭と
の違いにより生じる。実際の位置合わせマークの位置は、デジタル信号処理モジュールを
介して変調された信号の分布を処理することによって、決定可能である。他の検出法とし
て、位置合わせマークのビデオイメージを得るためのデジタルビームのＸ／Ｙ走査モード
が挙げられる。エッジを正確に検出するために、デジタル信号処理アルゴリズムが適用さ
れる。位置合わせ特徴部のエッジの検出の改善は、数フレームのビデオデータを平均化し
、グレイスケール信号処理によって位置合わせマークの正確な位置を決定する二次元イメ
ージング法を介して達成される。
【００７０】
　位置合わせマークは、等間隔な二次元グリッドの形状でワークピースの作業領域全体に
わたって形成されることが好ましい。構築法の一つは、シリコン、二酸化シリコン（Ｓｉ
Ｏ２）及びポリシリコンの層から成り、ウェーハのポリシリコン層の上に位置合わせマー
クが形成された、隆起した多層半導体構造体を形成することである。他の構成法では、位
置合わせマークは、シリコンウェーハの表面内へとエッチングされ、重金属（例えば、タ
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ンタルまたはタングステン）の層をトレンチ内に堆積させる。重金属を含む位置合わせマ
ークは、シリコン基板と比較して高レベルの後方散乱を示し、これによって、低エネルギ
ーの後方散乱イオン検出に対して、輪郭の詳細が提供される。適切な位置合わせ特徴部の
構築法の選択は、プロセス段階によって決められる信号媒体及び信号検出器に依存する。
【００７１】
　最小である三つの位置合わせマークは、並進、回転及び倍率のエラーを正確に識別する
ためには好ましいものである。測定されたエラーは、補正のために、ワークピースステー
ジ制御システムにフィードバックされ、これによって、ワークピース及びツールによって
誘発されるずれのエラーが減少する。グローバルな位置合わせマークの処理は、総計誤差
を取り除くことによって、局所的な位置合わせマークのより高速でより正確な検出を可能
にする。位置合わせプロセスを、ワークピースが露光チャンバに挿入される度、ワークピ
ースが装置から除去される度、特定のプロセス段階の間等において、繰り返すことが可能
である。また、他の方法を用いてもよい。
【００７２】
　パターニングツールは、操作可能な（例えば、デジタルからアナログに変換可能な）フ
ォーマットの多量のマイクロエレクトロニクス回路パターンデータを、短期間内で（例え
ば数ナノ秒で）転送する。データは典型的には、後述のように、超大規模集積（Ｖｅｒｙ
　Ｌａｒｇｅ　Ｓｃａｌｅ　Ｉｎｔｅｇｒａｔｉｏｎ，ＶＬＳＩ）のコンピュータ支援設
計（Ｃｏｍｐｕｔｅｒ　Ａｉｄｅｄ　Ｄｅｓｉｇｎ，ＣＡＤ）用のフォーマットである。
このデータを用いて、例えば、偏向器２１０、偏向器のレンズ、対物レンズ２１２及び／
又はワークピースステージ２１４の移動による偏向を制御することができ、また、このデ
ータを、光学系の収差を処理するために調節することができる。荷電粒子露光チャンバは
、例えば、製造又は取り付けの不完全性、及び、光学系の物理的制約のせいで、不完全性
（例えば、収差、偏向エラー）を有し得る。一例として、システムが、ワークピースステ
ージ２１４に対して相対的に僅かに回転するように設置されていると、ビームの偏向が、
ワークピースステージ２１４の動きに対して相対的に回転し得る。また、より複雑なエラ
ーも存在し得る。例えば、ビームで巨大な正方形の外形を追跡しようとすると、ピンクッ
ション型またはバレル型のパターンが生じ得る。こうした効果の強さは、デジタルビーム
の偏向の強さに比例し、偏向フィールドのサイズが限定される可能性があり、また、シス
テムの書き込みの質において非線形な歪みが生じる可能性がある。従って、デジタルビー
ムを用いた高解像度書き込みは、偏向フィールドの歪み、ウェーハの歪んだパターン配置
のエラー、ステージの位置等を補償するために、変換されたパターンデータを増補するこ
とが可能であることが好ましい。
【００７３】
　更に、処理中の誤差が生じ得る。パターンの歪みまたは偏向の歪みは、ワークピースを
デジタルビームに露光する際の複数の要因に起因し得る。例えば、露光チャンバ１０２ま
たはワークピース１０１の熱的ゆらぎが倍率エラーを生じさせ得る。他の例としては、ワ
ークピースステージ２１４にワークピース１０１をしっかりとクランピングすることもま
た、回転エラーを生じさせ得るものであり、また、パターンのずれをもたらす応力を誘発
し得る。更に他の例としては、回復不能な非線形なパターンの歪みが、急速熱アニーリン
グ等の後続処理によってもたらされ得る。また更に他の例としては、光学系の製造または
設置が不完全であり得て（例えば、ワークピースステージに対して相対的なわずかな回転
を有する）、また、光学系が特定の物理的制約を有する。更に複雑なエラーが特定のプロ
セスによって誘発されることもあり、例えば、巨大な正方形をデジタルビームで追跡しよ
うとすると、ぴんクッション型またはバレル型のパターンが生じ得るが、これに限定され
るものではない。エラーの大きさは、ビームの偏向の大きさに比例し得るものであり、エ
ラーが偏向フィールドのサイズを制限する可能性があり、また、システムの書き込みの質
において非線形な歪みを生じさせる可能性がある。適応可能な仮想デジタルステンシルは
、あらゆる所定の時点においてソフトコード内にある。このようにして、ステンシルは、
マイナーフィールド内で非線形なパターンのオフセット、増幅率、回転及び補正を実時間
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で補正するために時間的且つ空間的に適応可能である一方で、メジャーフィールド内で偏
向される。こうした補正は、特徴部、ダイ内において、またはワークピース全体に対して
実施可能である。
【００７４】
　デジタルビームリソグラフィシステムは、ワークピース上の処理中に誘発されるエラー
及び光学エラー（例えば、コマ収差、非点収差、歪曲収差、色収差、球面収差、像面歪曲
等）を補償するためのパターン及びビームの補正を実施することができることが好ましい
。このような補正によって、書き込みの質が改善され、システムの処理性能が増強される
。
【００７５】
　パターン及び偏向の歪みの問題は、システム内にデータ操作バイアス電子機器（ハード
ウェア及びソフトウェア）を組み込むことによって、補正可能である。例えば、プロセス
制御ソフトウェアは、デジタルビームの偏向を補正するための計測の計測結果を用いるこ
とができる。このような計測は、ワークピースを露光するのに先立って、行われることが
好ましい。デジタルビームの質を、最初に最適化することができて、後続の計測からの改
善されたまたは最適な測定結果が提供される。一部の実施形態（例えば図４Ｃに示される
ような）では、刃形のマイクロメッシュグリッドが、デジタルビームによって走査される
、ダイオード検出器の上に配置される。走査位置によるビーム電流の二回微分によって、
高解像度のビームのプロファイル（例えば図４Ｄに示されるような）が得られる。光学系
制御システムでビームプロファイルを最適化（例えば自動最適化）することによって、ビ
ームを集束させることが可能になる。
【００７６】
　一旦デジタルビームが小さなまたは最小の偏向角度で最適化されれば、システムは、歪
んだ偏向フィールドの限界内の複数の位置にワークピースステージ２１４を移動させるこ
とによって、より大きな使用可能な偏向フィールド内でデジタルビームのプロファイルを
補正することができる。その後、デジタルビームは、ビームの最適化のためにグリッドが
走査された位置に偏向される。このシーケンスは、拡張されたサイズの偏向フィールドに
対して繰り返される。その後、ビームの最適化データを、干渉計またはワークピースステ
ージ２１４の他の位置モニタリングシステムと相関させることができる。特定の実施形態
では、エラーの線形の寄与が独立変数として蓄えられる一方で、非線形なエラーが純粋な
メモリとして蓄えられる。メジャーフィールド内のマイナーフィールドの位置に依存する
ビームの歪みも補正可能である。マイナーフィールド内では、偏向の歪みを較正するため
のグリッドの使用を、グリッド上の走査をフィッティングするための適応可能な仮想デジ
タルステンシルのメジャーフィールド偏向によって、ワークピースステージを移動させる
ことなく、実施することが可能である。結果として、ビームのプロファイルの自動最適化
または改善を、拡張された偏向システム内で実施することが可能になり、よって、書き込
みの質及び処理性能が改善される。
【００７７】
　ワークピース１０１が、処理中に生じる温度または応力の効果の結果として、回転する
または歪む可能性があるからので、最終的な測定を、ワークピース１０１の部分（例えば
、個々のダイ）を露光するのに先立って行うことができる。パターンが、以前のパターン
レベルを既に含むワークピース１０１上に書き込まれているならば、例えば、ダイの三つ
または四つの角を登録し、その後、それぞれのダイ内で倍率または回転の補正を適用する
ことによって、新しいレベルを調節して、以前のレベルの上にオーバーレイすることがで
きる。例えば、較正ソフトウェアは、露光に先立ってそれぞれのダイのエッジ上の特徴部
を自動的に測定することができ、測定結果は、ワークピースを位置合わせする、処理する
または取り扱う間に生じる何らかのパターンの回転、倍率または移動に対する補正を行う
ために使用される。
【００７８】
　上述のように、露光チャンバ１０２を、ワークピース上のパターンを発生及び露光する
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ための、例えばＣＡＤ形式の、集積回路（ＩＣ）デザインデータを提供することによって
、作動させることが可能である。装置１００の使用者は、特定の配置構成及び／又は処理
パラメータに従って、書き込みたい所望のパターンを入力する。一旦、装置（例えば集積
回路）用のデザインが形成されれば、デザインの多重パターン層を配置することができて
、所望のようにワークピースを覆う（例えば、ワークピース全体を覆う）。ユーザインタ
ーフェイスを備える完全な露光データ作成（Ｅｘｐｏｓｕｒｅ　Ｄａｔａ　Ｐｒｅｐａｒ
ａｔｉｏｎ，ＥＤＰ）パッケージを用いて、生のデザイン（例えばＣＡＤまたはグラフィ
ックデータシステム（ＧＤＳＩＩ）の）を、露光システム１０２によって使用可能なフォ
ーマット（例えば、露光レディフォーマット（Ｅｘｐｏｓｕｒｅ　Ｒｅａｄｙ　Ｆｏｒｍ
ａｔ，ＥＲＦ））に変換することができる。パターンデータをシステム上にローディング
するのに先立って、フォーマットを複数回変更して（例えば、圧縮、同様のパターンの特
徴部の統合、重なるルーチンの減少等）、露光チャンバの処理性能を改善または最大にす
ることができる。一旦パターンデータが減少サイズまたは最小サイズに圧縮されると、フ
ィールド区分ルーチンによって、パターンデータのメジャー偏向フィールド及びマイナー
偏向フィールドを定義することができ、それぞれのデータフレームにおいて、密度を正規
化するための平坦化ルーチンが使用される。正規化によって、繰り返しの近接する多重密
度パターンを書き込む際の急な動作が減少する。上述のような登録の後には、意図したビ
ームパターンを実際のワークピースのパターンに対して較正するための、また、オーバー
レイの精度を改善するための何らかの補償を適用するための登録データを用いて、パター
ンがワークピース上に配置される。
【００７９】
　多様な実施形態において、例えば、ＧＤＳＩＩやＯＡＳＩＳや他の適切なフォーマット
のパターンデータがシステム内に入力される。その後、入力データはサブフィールドへと
フラクタル化され、“書き込み”用であるのか“非書き込み”用であるのかが識別される
。書き込みサブフィールドのマッピングは、ラスタライズ化（例えばビットマップへの変
換）用のデータ経路モジュールへと送られる。処理性能の改善は、非書き込みサブフィー
ルドを露光しないで、ワークピースステージを動かして、ビームを一つの書き込みサブフ
ィールドから、近接しない書き込みサブフィールドへとビームを偏向させることによって
、達成される。パターンデータのない非書き込みサブフィールドを処理するのに時間が費
やされない。
【００８０】
　多様な偏向技術を用いて、ワークピースを荷電粒子に露光することができる。ラスタ走
査は、ビームがワークピース全体にわたって前後に移動する走査モードである。即ち、ビ
ームは、指定された領域上ではオンにされ、次の指定された領域までの間はオフにされる
。ベクトル走査は、パターンが配置されるべき選択された領域のみをデジタルビームが走
査する走査モードである。即ち、選択された領域の走査が完了した後には、ビームがオフ
にされ、走査されるべき選択された領域へと移動される。ベクトル‐ラスタのハイブリッ
ド技術は、データパターンのサブフィールド間のメジャーフィールド偏向に対してはベク
トル法を利用し、サブフィールド内のガウス型または成形されたデジタルビームを偏向さ
せるためにはラスタ走査技術を利用する。処理能力の改善を、露光される位置に対するワ
ークピースステージの移動のみの結果として得ることができる。ベクトル‐ラスタの他の
形態には、メジャーフィールド内のベクトル偏向と、マイナーフィールド内のパターンの
特徴部間のベクトル偏向と、マイナーフィールド内の特徴部のラスタイメージが含まれる
。ベクトル‐ラスタシステムのベクトル性能によって、純粋なラスタ走査システムに対す
るより高い処理性能が提供可能であり、ベクトル‐ラスタシステムのラスタ性能によって
、短い停止（ドウェル）時間を有する大電流と、優れたパターンの忠実さとが許容される
。
【００８１】
　上述のように、特定の好ましい実施形態では、デジタルビームのマイナーフィールド偏
向は、偏向器を介して達成されるが、これが可能であるのは、荷電粒子の集団の縦方向の
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空間及び時間の間隔によって、それぞれの集団の個々の偏向が可能になるからである。特
定の実施形態では、それぞれの偏向電極ステージに印加される電圧は、荷電粒子のそれぞ
れの集団の速度に適合するように時間が決められる。
【００８２】
　荷電粒子の集団間の間隔は、ブランキングを効果的に提供することができる。特に、集
団間のこのようなブランキングは、連続的またはほぼ連続的な荷電粒子の流れの完全な流
束を効果的に使用する。集団間の時間の間隔によって、偏向エラーが補正される（エラー
補正された信号の和によって、ステージの配置、偏向の収差、光学的収差、書き込みモー
ドプロセスの調節を補償することができる）。処理性能の改善は、デジタルビームにワー
クピースを露光する時間を最大にすることによって達成可能である。
【００８３】
　特定の好ましい実施形態では、デジタルビームは、複数のパターン露光方法を実施する
ことができる。このような方法は、露光のドーズ量、種、パターンの質、荷電粒子の集団
毎のビームのエネルギー、集団のセットに対するビームのエネルギー、適応可能な仮想デ
ジタルステンシルに対するビームのエネルギーを変更するように設計され得る。また、装
置が、特定の書き込み方法内において、露光のドーズ量、種、パターンの質、荷電粒子の
集団毎のビームのエネルギー、集団のセットに対するビームのエネルギー、適応可能な仮
想デジタルステンシルに対するビームのエネルギーを離散的に変更できてもよく、特定の
プロセスに対する特定の書き込み方法が最適化される。
【００８４】
　書き込み方法の一実施形態では、ビームは、ワークピースの全領域にわたって、ラスタ
方式で走査される。特定の実施形態では、ビームのスポットサイズは、ラスタのグリッド
間隔よりも大きい（例えば図２１Ａに示されるように）。特定の実施形態では、ビームの
スポットサイズは、ラスタのグリッド間隔に略等しい（例えば図２１Ｂに示されるように
）。つまり、パターンはメジャーフィールド内ではベクトル走査され、マイナーフィール
ド内ではラスタ走査され、露光される特徴部内では一回のパス（ｐａｓｓ）でラスタ走査
される。デジタルビームでの特徴部の処理は、ピクセル毎のドーズ量の変化を活用するこ
とができ、エッチング、注入、堆積を実施する際の特徴部のエッジの質が改善される。一
部の実施形態では、一よりも大きなデジタルビームのスポットサイズ対ピクセルの比によ
って、荷電粒子の集団の配置を平均化することができ、また、露光プロセスのエラーを減
少させることができる。デジタルビームスポットサイズ対ピクセルの大きな比によって、
ラインのエッジの粗さが改善され、重なるビームからの累積的な投与によってより大きな
ドーズ量を堆積させることができる。また、このプロセスは、レジストが有っても無くて
も実施することができる。
【００８５】
　書き込み方法の他の実施形態では、行と列の交互の露光が、大きなスポットサイズ及び
小さなピクセルサイズの比で実施される。デジタルビームで交互のピクセルを露光するこ
とによって、選択された特徴部と同じ幅のピクセル露光の半値幅が生じ、これによって、
両方の軸におけるターゲット値に対する特徴部の限界寸法が増大する（例えば、図２１Ｃ
に示されるように）。つまり、パターンは、メジャーフィールド内ではベクトル走査され
、マイナーフィールド内ではベクトル走査され、露光される特徴部内では一回のパスでｘ
及びｙ方向の両方の交互のピクセルにおいてラスタ走査される。処理性能は、フラッシュ
毎の荷電粒子の数を、限界寸法の制御を犠牲にして、有効的に減少させることによって、
増大する。デジタルビームに対してこの書き込みモードを使用することには、装置の性能
を改善するためにピクセル毎のドーズ量の変更または多重種露光を適用する性能、特徴部
のエッジの質、レジスト無しのエッチング、注入及び堆積プロセスを実施する際の処理性
能といった利点がある。システムの処理性能の改善は、有効書き込みグリッドの二乗で増
加するので、劇的なものになり得る。このプロセスは、レジストが有っても無くても実施
することができる。
【００８６】
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　書き込み方法の更に他の実施形態では、ピクセル間隔のマトリクス（または“コンポジ
ット”）を分割し、一続きのパスの交互配置されたコンポジットの組み合わせの露光をオ
ーバーレイする。ここで、それぞれのパスは、書き込みアドレスの一部によってｘ及びｙ
方向の両方において他のパスからオフセットされている。つまり、パターンはメジャーフ
ィールド内ではベクトル走査され、マイナーフィールド内ではベクトル走査され、露光さ
れる特徴部内のピクセルを交互配置する一続きのパス内ではラスタ走査される。ビームサ
イズを、フラッシュを平均化して集団毎の荷電粒子の数を減少させるために、ピクセルサ
イズよりも２５～１００％大きく設定することができる（例えば図２１Ｄに示されるよう
に）。より大きなビームスポットサイズ対ピクセルサイズは、系統的なエラーを平均化す
ることによって、ラインのエッジの粗さを減少させて、より高いドーズ量の堆積を可能に
することを助ける（例えば図２１Ｅに示されるように）。デジタルビームに対してこの書
き込みモードを使用することには、直接エッチング、注入及び堆積プロセスを実施する際
の特徴部のエッジの質を改善するためにピクセル毎のドーズ量の変更を適用する性能とい
った利点があり、これによって、特徴部のエッジの質が改善される。このプロセスはレジ
ストが有っても無くても実施することができる。特徴部の質が改善されるが、ここで、多
重パスは、処理性能にほとんどまたは全く影響を与えずに達成される。
【００８７】
　書き込み方法の更に他の実施形態では、所定の入力アドレスサイズのセルのアレイを有
するサンプリングマトリクスが利用される。それぞれのパスは、一回のパス内のビームの
配置間の距離によって画定される書き込みグリッドを生じさせる。つまり、パターンは、
メジャーフィールド内ではベクトル走査され、マイナーフィールド内ではベクトル走査さ
れ、露光される特徴部内でピクセルを交互配置する多重オフセットのコンポジットの特徴
部のパターンを生成するために、ｘ及びｙ方向においてオフセットされた一続きのパス内
ではラスタ走査される。全てのパスのコンポジットは、有効露光グリッドを形成する（例
えば、図２１Ｆに示されるように）。また、ビームのドーズ量は、システムの動作エンベ
ロープ内で自由に変更可能である。デジタルビームに対してこの書き込みモードを使用す
ることには、レジスト無しのエッチング、注入、堆積プロセスを実施する際の特徴部のエ
ッジの質を改善するためにピクセル毎のドーズ量の変更を適用する性能といった利点があ
り、これによって、特徴部のエッジの質が改善される。また、このプロセスは、略４００
ＭＨｚよりも大きなピクセルレートで、レジストが有っても無くても実施することができ
る。従って、特徴部の質と処理能力との間のバランスをとることができる。また、ビーム
のドーズ量は、システムのプロセスによって定められた動作エンベロープ内で変更可能で
ある（例えば、図２１Ｇに示されるように）。このことは、ビームバンチャーの負荷サイ
クルを調節することを含む多数の方法で行うことができる。多重レベルのピクセル強度が
０％から１００％までのビーム強度で提供される。部分的な強度のピクセルを、特徴部の
エッジに沿って用いることで、デカルト座標系のラスタ走査グリッドのライン間のエッジ
が決められる。ドーズ量の調節は、パターンデータファイルを介して使用者によって指定
可能である。デジタルビームの処理に対してこの書き込みモードを使用することには、レ
ジスト無しのエッチング、注入、堆積プロセスを実施する際の特徴部のエッジの質を改善
するためにピクセル毎のドーズ量の変更を適用する性能といった利点があり、これによっ
て、特徴部のエッジの質が改善される。また、このプロセスは、レジストが有っても無く
ても実施することができる。従って、特徴部の質と処理性能との間のバランスをとること
ができる。
【００８８】
　図８は、デジタルビームを用いたベクトル‐ラスタ書き込み方法の一例を示す。ワーク
ピースは正方形のピクセル１から４４へと分割される。ビームは一般的に、１から４まで
、その後５から１２まで、その後１３から２２までといった様に、ワークピースにわたっ
て蛇行する動きで書き込む。それぞれのピクセルは、ストライプへと分割され、それぞれ
のストライプはフィールドへと分割され、フィールドはサブフィールドへと分割される。
ビームは一般的に、それぞれのストライプ、フィールド、サブフィールドにわたっても蛇
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行する動きで書き込む。それぞれのサブフィールド内では、ビームは、書き込まれる特徴
部が存在する場所に対してのみ書き込むことができる。ベクトル走査と同様に、デジタル
ビームは、選択された領域のみを走査するが、ビームを、他の領域に移動させるためにオ
フにする必要が無く、少なくともビームをオフにする時間が減少する。何故ならば、荷電
粒子の集団間のデッドスペースをこの目的のために使用することができるからである。
【００８９】
　装置の幾何学的形状が減少すると、正確なオーバーレイでのパターニングは、最小また
は限界寸法よりも少なくとも一桁小さいことが好ましい。ワークピースの処理及び取り扱
いは、配置エラーに寄与するワークピース全体にわたるパターンエラーを誘発し得るが、
このことは、幾何学的形状が０．２５マイクロメートル未満になると顕著である。しかし
ながら、連続パターニング設備（例えば、デジタルビームを備える露光チャンバ）は、登
録及びパターンデータの増補によって、こうしたエラーを補正するための柔軟性を有する
。完全自動計測プログラムは、デジタルビームを整列される命令を出し、偏向／ワークピ
ースの位置合わせの較正を実施し、ウェーハパターンの歪みを認識及び補正するものであ
るが、これによって、最新レベルでのパターンの欠陥を排除することができるだけではな
く、他のパターンエラーも排除することができる。
【００９０】
　上述のように、ビーム測定及びレーザ干渉計システムは、数オングストローム内の精度
を有する。この測定を用いて、システムの較正ソフトウェアは、メジャー偏向フィールド
及びマイナー偏向フィールドの両方に対して、偏向の増幅率、線形性、オフセット及び回
転を収集することができる。偏向は、レーザ干渉計システムに対して較正されて、偏向フ
ィールド内でのデジタルビームの仕様通りの偏向の動き及びプロファイルが提供される。
また、ビームの偏向に関するデジタルビームのプロファイルの線形または非線形なエラー
も、測定及び補正可能である。それぞれのダイは露光に先立って登録されているので、温
度の補償は、パターンソフトウェアに対して補正を加えて、補正された状態でダイを露光
することによって、実施可能であり、これによって、システムが、アニーリング、真空放
射流出と蒸発、及び、不適切な調節によって生じるパターンの歪みを、減少させるまたは
排除することが可能になる。
【００９１】
　電子データ作成（Ｅｌｅｃｔｒｏｎｉｃ　Ｄａｔａ　Ｐｒｅｐａｒａｔｉｏｎ，ＥＤＰ
）ソフトウェアの柔軟性によって、パターンの変更が処理の変動に適応することが可能に
なる。パターン編集、トーン反転、特徴部のバイアスによって、装置１００の使用者に対
する改善された柔軟性が提供される。更に、特徴部の縁取り、サイズ指定のドーズ量（ｄ
ｏｓｅ　ｂｙ　ｓｉｚｅ）、種類指定のドーズ量（ｄｏｓｅ　ｂｙ　ｔｙｐｅ）によって
、小型の幾何学的形状における、デジタルビーム補助化学エッチング（Ｄｉｇｉｔａｌ　
Ｂｅａｍ　Ａｓｓｉｓｔｅｄ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｅｔｃｈｉｎｇ，ＤＢＡＣＥ）及びデ
ジタルビーム核生成堆積（Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｂｅａｍ　Ｎｕｃｌｅａｔｉｏｎ　Ｄｅｐｏ
ｓｉｔｉｏｎ，ＤＢＮＤ）を改善することができる。
【００９２】
　データ操作バイアスシステムは、例えば、光学系制御システムに対するパターンデータ
適用補正データを増補することによって、パターン及び偏向の歪みを補正することが好ま
しい。データマニピュレータシステムは、光学系の制御に先立って、最終的なパターンデ
ータをバイアスし、従って、超高速電子機器（例えば、システム中で最も高速の電子機器
）を含み得る。このシステムは、パターンデータの補正、偏向の歪みの補正及び、光学系
制御システムのフロントエンドに対するワークピースステージの動きの補正を足し合わせ
る。光学系制御システムのフロントエンドのデジタルからアナログへの変換器は、データ
マニピュレータからのデジタル信号を変換する。一旦増幅されると、このアナログ信号が
、コラム２００を駆動させる。
【００９３】
　オーバーレイの精度はサブミクロンリソグラフィを制限し得る。例えば、従来のリソグ
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ラフィシステムは、ウェーハ処理によって生じる非線形なパターンの歪みを補正すること
ができず、このことは、ワークピースのサイズの増大及び装置の幾何学的形状の減少によ
って悪化する。しかしながら、本願で開示される特定のデジタルビームシステムは、こう
したエラーを有利に補正することができる。何故ならば、パターンはレチクル上に固定さ
れてはおらず、露光中に変更可能だからである。適応可能な仮想デジタルステンシルは、
あらゆる所定の時点においてソフトコードである。従って、メジャーフィールド内で偏向
されながら、非線形なパターンのオフセット、増幅率、回転、及びマイナーフィールド内
の補正を補正することが時間的且つ空間的に適応可能である。こうした補正は、特徴部、
ダイ内部またはウェーハ全体に対して実施可能である。
【００９４】
　露光チャンバ１０２内でワークピース１０１を処理する方法は、荷電粒子のデジタルビ
ームにワークピース１０１を露光する段階を備える。特定の実施形態では、ワークピース
１０１を露光する段階は、荷電粒子流を形成する段階と、或る軸に沿ってこの荷電粒子流
をコリメートし伝播させる段階と、少なくとも一つの荷電粒子を有する集団（またはパケ
ットまたはフラッシュ）を備えるデジタルビームへとこの荷電粒子流をデジタル化する段
階と、前記軸方向に沿って縦方向に配置された一続きの偏向電極ステージを用いて荷電粒
子の集団を偏向させる段階と、パターンを縮小する段階と、荷電粒子の集団の縮小された
パターンをワークピース１０１上に集束させる段階とを備える。露光のドーズ量は、略１
×１０１７荷電粒子／ｃｍ２未満であることが好ましい。上述のように、ビームをデジタ
ル化する段階は、例えば、ビームバンチング段階、高速ブランキング段階、これらの組み
合わせ等を備えてもよい。
【００９５】
　一部の実施形態では、荷電粒子の集団を偏向させる段階は、それぞれの偏向電極ステー
ジにおいて、偏向電極にわたって電圧を選択的に印加する段階を備える。また、電圧を選
択的に印加する段階は、第一偏向電極ステージに小さな電圧を印加して、他の偏向電極ス
テージにより大きな電圧を印加する段階を備えてもよい。荷電粒子の集団の縮小は、略２
００ｎｍ未満の、略５０ｎｍ未満の、略１０ｎｍ未満の、略５ｎｍ未満の、または、略１
ｎｍのパケットの直径を提供することが好ましい。ワークピースステージは、露光プロセ
ス中に連続的に移動してもよい。例えば、ワークピースステージは、１秒間に、略１００
ｃｍの寸法にわたって、連続的に移動し得る。他の例では、ワークピースステージは、０
．５秒毎に、５ナノ秒よりも長く停止することなく移動し得る。
【００９６】
　図５は荷電粒子の複数の集団５０２、５０４を示す。一部の実施形態では、荷電粒子の
集団の偏向は、ワークピースのデッドゾーン５１２の間で生じるので、偏向中には露光が
生じない。飽和ビームパルスの立ち上がり時間５０９は、ブランクまたはブランクのない
エッジ用に使用可能である。一部の実施形態では、荷電粒子の集団の幾何学的形状は、時
間軸に対して垂直なｘ及びｙ次元においてガウス型であり、また、伝播軸に対して、速度
もガウス型である。一部の実施形態（例えば、図５に示されるような）では、荷電粒子の
集団５０２、５０４は、縦方向の軸に沿って、台形の断面を有する。図５では、荷電粒子
の二つの集団５０２、５０４が示されている。それぞれのデジタルビームは、密度分布の
立ち上がり時間５０６及び立ち下がり時間５０８を有する。荷電粒子のない部分と荷電粒
子のピーク密度との間の時間は、急速なパルス立ち上がり時間５０９である。それぞれの
集団５０２、５０４が荷電粒子のピーク密度を有する時間は、デジタルフラッシュ時間５
１０である。飽和濃度の荷電粒子と荷電粒子のない部分との間の時間は、急速な立ち下り
時間５１１である。荷電粒子が存在しない時間はデッドゾーン５１２（腹領域）である。
第一集団（例えば、集団５０２）内の荷電粒子の飽和濃度の最後と、後続の集団（例えば
、集団５０４）内の荷電粒子の初期濃度との間の時間は、偏向時間５１４である。第一集
団（例えば、集団５０２）内の荷電粒子の最初の濃度と、後続の第二集団（例えば集団５
０４）に対する荷電粒子の初期濃度との間の時間は、フラッシュ負荷サイクル（または“
フラッシュスポットレート”）５１６であり、マイナーフィールド内の特徴部から特徴部
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への偏向時間用に用いられる。しかしながら、一部の実施形態では、ブランキングが、多
重負荷サイクルにわたって生じ得る。ブランカーを使用してもよい。
【００９７】
　図１Ａ及び１Ｂを再び参照すると、装置１００は、少なくとも一つの専用処理チャンバ
１０８を更に有し得る。追加の処理チャンバを、高度な処理のために任意で使用すること
ができる。処理チャンバ１０８は、多様なワークピース処理設備を備え得る。例えば、処
理チャンバ１０８は、エッチング、堆積（例えば、酸化、核生成等）、急速熱アニール（
Ｒａｐｉｄ　Ｔｈｅｒｍａｌ　Ａｎｎｅａｌ，ＲＴＡ）、これらの組み合わせ等を含み得
るが、これらに限定されるものではない。一部の処理チャンバ１０８は、露光チャンバ１
０２内で露光されたワークピース１０１を処理するように構成されてもよく、一方で、他
の処理チャンバ１０８を、他の処理チャンバ１０８内で処理される前後や、露光チャンバ
１０２で処理される前後等のワークピース１０１を処理するように構成することができる
。特定の実施形態では、処理チャンバ１０８は、ワークピース１０１を実質的には変化さ
せない。例えば、処理チャンバ１０８は、較正または計測ツールを備え得る。特定の実施
形態では、装置１００は複数の処理チャンバ１０８を備え、ワークピース１０１が、生の
基板から実質的な完成品へと変換される。ワークピース１０１は、装置１００から取り外
されることなく完全に処理可能であることが好ましい。特定の実施形態では、開始基板か
ら実質的な完成品までの期間は、一週間未満であり、より好ましくは二日間未満であり、
更に好ましくは一日間未満であり、更に好ましくは、一時間未満である。
【００９８】
　実施形態の一例では、二つの処理チャンバ１０８は核生成及び酸化堆積専用であり、第
三の処理チャンバ１０８は、急速熱アニーリング専用であり、第四の処理チャンバ１０８
は、化学補助デジタルビームエッチング（Ｃｈｅｍｉｃａｌｌｙ‐Ａｓｓｉｓｔｅｄ　Ｄ
ｉｇｉｔａｌ　Ｂｅａｍ　Ｅｔｃｈｉｎｇ，ＣＡＤＢＥ）専用である。こうしたプロセス
の全てを一つの処理チャンバ１０８で実施することもできるが、専用にすることによって
、例えば、ＣＡＤＢＥチャンバ内の腐食を避けるための頑丈な物質を使用することが可能
になる。
【００９９】
　自動処理ソフトウェアを用いて、システムの性能の全ての側面をモニタリング及び分析
すること、全ての機能操作の自動制御を実施すること、及び、システムによって実施され
るそれぞれのプロセスを最適化することができる。このソフトウェアは、システムの全て
のセンサ上のデータ収集ルーチンを実施することができ、その結果を、システムの状態を
アドレスする動作上および性能上の関連したレポートへとまとめることができる。また、
このソフトウェアは、実際のプロセスと比較されるターゲットとされたプロセスを含むシ
ステムを介して処理されるそれぞれのワークピースに対する処理レポートを作成すること
ができ、故障解析及びプロセス境界を決定するために用いることができる。自動制御ルー
プ（例えば、ナレッジベースルーチン）へのプロセスパラメータのフィードバックによっ
て、進展中のプロセスに高い影響力が示される。このソフトウェアは、一つ以上の計測プ
ロセスから収集されたデータを組み込んで、こうしたプロセスの進展を増強してもよく、
例えば、エッチング速度、堆積の厚さ及び汚染をモニタリング及び調節する。このソフト
ウェアは、プロセスシーケンス、それぞれのシーケンスに対するプロセスパラメータ等を
含むシステムの機能の全てを操作できることが好ましい。一方で、パターンの露光はパタ
ーン生成システムによって制御されてもよい。このソフトウェアは、プロセスシーケンス
に基づいたインターロックを生じさせることができ、また、プロセスの全自動化および最
適化を提供することができる。他の構成も可能である。特定の実施形態では、使用者の制
御及び調節も用いられる。
【０１００】
　エッチングは、半導体回路製造用のプロセスである。影響力の高いマイクロエレクトロ
ニクスの集積回路では一般的に、限界寸法及び位置内までの物質の高解像度のエッチング
が利用される。金属、半導体及び誘電体を、特徴部の深さに対して正確な制御で、一様に
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、異方性を有し、再現性を有するようにエッチングする性能は、多くの応用において望ま
れるものである。標準的な処理方法では典型的に、レジストに関連したパターニング段階
が利用され、これに、物質の除去を実施するための湿式または乾式化学エッチングが続く
。
【０１０１】
　レジストのパターニングは、エッチングプロセスのプロファイル、サイズ、深さ及び一
様性の質を限定する。集束イオンビームによる露光後のミリングまたはエッチングによっ
て、レジストを使用せずに、物質の高解像度の除去が提供される。しかしながら、高ドー
ズ量及び低感度は、設備の低速化を招き、ミリングは商業的には成功していない。化学補
助プロセス（例えば、化学補助イオンビームエッチング（Ｃｈｅｍｉｃａｌｌｙ　Ａｓｓ
ｉｓｔｅｄ　Ｉｏｎ　Ｂｅａｍ　Ｅｔｃｈｉｎｇ，ＣＡＩＢＥ）や反応性イオンエッチン
グ（Ｒｅａｃｔｉｖｅ　Ｉｏｎ　Ｅｔｃｈｉｎｇ，ＲＩＥ））がミリングを増強するため
に導入されてはいるが、これらをＦＩＢ設備に組み込むことはできない。何故ならば、露
光チャンバ内でガスが複数の構成要素と反応するからである。対照的に、本願で開示され
るように、レジスト無しの処理に互換性のある集団内の濃縮された荷電粒子と組み合わせ
た低ドーズ量の方法によって、質の高いパターン及び高い処理性能が提供される。
【０１０２】
　特定の実施形態では、ワークピースのエッチング、注入及び堆積は、露光チャンバ１０
２内で実施可能である。デジタルビーム及びプロセスガスに対して晒すことによる多重活
性化によって、これら三つのプロセス全ての効率を劇的に改善することができる。エネル
ギー、種及び電流に関して特定のプロセス専用にデザインされたデジタルビーム（これは
デジタルビームのパラメータが調節可能であるために可能である）は、プロセスガスの分
子の一部に衝突しこれを分解することができる。分解された分子は、ワークピースの表面
の原子に衝突し、ワークピース内に新しい原子がスパッタリングまたは注入されるか、ワ
ークピース表面上に新しい原子が堆積される。一部の実施形態では、ワークピースの一部
及び／又は全てが露光中に加熱される。
【０１０３】
　新しい系統のエッチング法は、レジスト無しのプロセスを用いる高解像度高処理性能の
マイクロエレクトロニクスの製造に理想的に適している。この新しいプロセスの系統は、
デジタルビーム補助化学エッチング（Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｂｅａｍ　Ａｓｓｉｓｔｅｄ　Ｃ
ｈｅｍｉｃａｌ　Ｅｔｃｈｉｎｇ，ＤＢＡＣＥ）と称され、ミリングよりも１０倍から１
００倍もイオン露光に対して感度がよい。このプロセスは、エッチングされる領域に対す
るパターンのデジタルビーム露光を含む少なくとも二段階を備える。ワークピースのター
ゲット表面は非常に低いドーズ量のイオンエネルギーに露光され、化学剤に対する反応領
域を生成させる。その後、ワークピースは、別のチャンバ内の反応性ガスへと導かれる。
結果として、高解像度の乾式化学エッチングプロセスによって所望の位置内の物質が積極
的に除去される一方で、露光チャンバ内の他のワークピース上へのデジタルビームパター
ン露光が並列的に処理される。例えば、ＤＢＡＣＥを、塩素（Ｃｌ２）またはフッ素（Ｆ

２）ガスを用いてシリコンまたは二酸化シリコン（ＳｉＯ２）上に実施することができ、
Ｃｌ２を用いてヒ化ガリウム（ＧａＡｓ）上に実施することができ、酸素（例えばＯ２）
及び酸化窒素（Ｎ２Ｏ３）を用いて炭素（例えばダイヤモンド）上に実施することができ
、三フッ化臭化炭素（ＣＢｒＦ３）を用いてタングステン及びモリブデン上に実施するこ
とができ、ウェットな水酸化化学物質（例えば、水酸化ナトリウム（ＮａＯＨ）や水酸化
カリウム（ＫＯＨ））を用いて高温超伝導体（例えば、Ｌａ１．８５Ｂａ０．１５ＣｕＯ

４やＹＢａ２Ｃｕ３Ｏ７－ｘ（酸化イットリウムバリウム銅、ＹＢＣＯ、Ｙ１２３、イッ
トリウムバリウム銅酸化物））等の銅酸化物や、通常の金属領域を有するまたは有さない
銅酸化物‐ペロブスカイトセラミック）に対して実施することができる。ＤＢＡＣＥは、
ヒ化ガリウムの電界効果トランジスタ（Ｆｉｅｌｄ　Ｅｆｆｅｃｔ　Ｔｒａｎｓｉｓｔｏ
ｒ，ＦＥＴ）装置のゲートのリセス部を、下にあるアクティブ装置領域を破壊することな
くエッチングすることに成功している。
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【０１０４】
　図９Ａ～９Ｃは、デジタルビーム補助化学エッチングプロセスの一例を概略的に示す。
図９Ａでは、酸化層９０２がヒ化ガリウムの上に堆積されている。図９Ｂでは、酸化層９
０２が、露光チャンバ１０２内で、矢印９０４で示される例えばガリウムイオン（Ｇａ＋

）を用いて露光されている。その後、ワークピースはエッチング剤チャンバへと輸送され
る。図９Ｃでは、塩素（Ｃｌ２）のエッチングによって、露光チャンバ１０２内で露光さ
れた酸化層、並びに、その下の塩化ガリウム（ＧａＣｌ２）及び塩化ヒ素（ＡｓＣｌ２）
としてのガリウム及びヒ素のそれぞれが除去される。この結果物は、図９Ｃに示されるよ
うな、ヒ化ガリウム内のトレンチである。エッチングされる物質に応じて、他のイオン種
及びエッチング種を選択してもよいことは理解されたい。
【０１０５】
　マイクロエレクトロニクスの製造においては、薄膜の堆積は基本的なプロセスである。
多くの方法が薄膜を堆積させるために使用されて来ており、蒸発、物理気相堆積（Ｐｈｙ
ｓｉｃａｌ　Ｖａｐｏｒ　Ｄｅｐｏｓｉｔｉｏｎ，ＰＶＤ）（例えば、スパッタ堆積）、
化学気相堆積（Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｖａｐｏｒ　Ｄｅｐｏｓｉｔｉｏｎ，ＣＶＤ）、原子
層堆積（Ａｔｏｍｉｃ　Ｌａｙｅｒ　Ｄｅｐｏｓｉｔｉｏｎ，ＡＬＤ）、メッキ（例えば
、電気メッキ）、コーティング（例えば、スピンコーティング）が挙げられる。従来の製
造では、こうした方法は通常、ワークピースの全面上に物質を堆積させ、この物質が、レ
ジストパターニングプロセスを用いたリフトオフまたはミリング法によって、パターンへ
と形成される。コスト、複雑さ及びレジストパターニングプロセスの物理的制約のせいで
、他のレジストの無い方法の方が、半導体処理においては一般的に好ましいものである。
堆積プロセスの適用前後または適用中における粒子ビームへの露光によってレジストパタ
ーニングプロセスを有利に回避し得る堆積法には、粒子ビーム及び熱活性堆積が含まれ、
例えば、デジタルビーム活性ＣＶＤ、デジタルビーム活性熱核生成、デジタルビーム活性
ＡＬＤ、化学補助デジタルビーム堆積が挙げられるが、これらに限定されるものではない
。
【０１０６】
　直接パターン堆積の二つの例は、イオンビーム核生成堆積（Ｉｏｎ　Ｂｅａｍ　Ｎｕｃ
ｌｅａｔｉｏｎ　Ｄｅｐｏｓｉｔｉｏｎ，ＩＢＮＤ）と、化学補助イオンビーム堆積（Ｃ
ｈｅｍｉｃａｌｌｙ　Ａｓｓｉｓｔｅｄ　Ｉｏｎ　Ｂｅａｍ　Ｄｅｐｏｓｉｔｉｏｎ，Ｃ
ＡＩＢＤ）とである。両方法とも、ワークピース表面上で原子を分解させるかまたは核生
成させるが、低速のビーム書き込み方法によって制限され得る。ＣＡＩＢＤについては、
デジタルビームを使用することにおける利点に関して上述したが、デジタルビーム無しで
も実施可能である。ＩＢＮＤは多重ＰＶＤ／ＣＶＤプロセスであり、ワークピースが粒子
ビームに露光された後に、有機ガスがワークピースに対して導入される。成長は、ＡＬＤ
と同様に核生成（露光）サイトから生じる。ＩＢＮＤでは一般的に、ＣＡＩＢＤよりも略
五桁小さいイオンドーズ量が採用され、ＩＢＮＤがＣＡＩＢＤよりも１０００００倍以上
高速なものになる。
【０１０７】
　その場（ｉｎ　ｓｉｔｕ）堆積プロセスは、シリコンの相補型金属酸化物半導体（Ｃｏ
ｍｐｌｅｍｅｎｔａｒｙ　Ｍｅｔａｌ‐Ｏｘｉｄｅ　Ｓｅｍｉｃｏｎｄｕｃｔｏｒ，ＣＭ
ＯＳ）、ヒ化ガリウム及びその他の装置の製造用の多様な所望の物質を提供する。しかし
ながら、このようなプロセスに対しては、堆積処理性能及び膜質が高く望まれる。ＩＢＮ
Ｄ以前においては、ウェーハ製造用の適度な処理性能の堆積は、その場（ｉｎ　ｓｉｔｕ
）ビームプロセスを用いたのでは不可能であった。一例として、大きなイオンドーズ量（
例えば、４×１０１６イオン／ｃｍ２）を用いたＣＡＩＢＤに対する膜堆積レートは、ビ
ーム電流によって略１００Ａ／ｃｍ２に制限され、５００Åの厚さの層を一平方センチメ
ートル堆積させるには２０年以上かかる。しかしながら、ＩＢＮＤでは、処理性能及び質
の問題を満たしながら、所望の膜厚を得ることができる。例えば、直径３００ｍｍのワー
クピースの使用可能な表面の３０％（略２００ｃｍ２）を２．５Åの堆積物質で被覆する



(53) JP 2009-500858 A 2009.1.8

10

20

30

40

50

プロセスにおいては、１０Ａ／ｃｍ２のビーム電流密度を有する露光チャンバ１０２を用
いて露光するのに略五秒間かかり、１０ｃｍ２／ｓのオーダで核生成サイトを露光するこ
とができる。その後、ワークピースが、堆積のための核生成チャンバに輸送される一方で
、他のワークピースを露光チャンバ１０２内で露光することができる。
【０１０８】
　図１０Ａ～１０Ｃは、デジタルビーム補助堆積プロセスの一例を概略的に示す。図１０
Ａの未処理のワークピースから開始し、図１０Ｂの矢印１００２で示される、デジタルビ
ームの荷電粒子の集団で、ワークピースの一部が露光される。その後、ワークピースは、
ワークピースが反応物質（例えば、反応性流体、好ましくは反応性ガス）に晒される堆積
チャンバへと輸送される。反応物質は、露光された領域と反応し、物質が核生成または原
子的に堆積され、堆積物質の領域１００４を有する図１０Ｃのワークピースが得られる。
【０１０９】
　シリコン、ヒ化ガリウム及びその他の電子機器の集積マイクロエレクトロニクス製造で
は、トランジスタの接合エッジにおける装置の移動度のプロファイルを変更するために、
イオン注入が利用される。従来の注入法には一般的に、レジストの堆積、パターニング、
現像、焼成、これに続くイオン注入、レジストの除去（例えば、アッシング及び／又はス
トリッピング）、洗浄が含まれる。装置の製造では、これら一連の注入法が用いられるの
で、多数のパターニング段階が必要とされる。パターニングは、連続注入によって減少し
得る。しかしながら、装置は、傾斜注入、低不純物濃度ドレイン（Ｌｉｇｈｔｌｙ　Ｄｏ
ｐｅｄ　Ｄｒａｉｎ，ＬＤＤ）、より高い性能が得られる共注入、装置の性能を増加させ
るための典型的なトレードプロセスの単純化を取り入れている。例えば、高解像度注入の
配置の正確さによって、装置の信頼性及び／又はプロセスのロバスト性の増加がもたらさ
れる。従来の注入法に関連した処理性能の限界は、多数の注入を必要とする装置によって
悪化する。一例として、従来のＣＭＯＳプロセスを使用すると、注入単独（つまり、レジ
ストの堆積、パターニング、現像、焼成、これに続くイオン注入、レジストの除去、洗浄
）で、略７０ものプロセス段階が必要となることがある。結果として、次世代の影響力の
大きい電子機器のコストは相当なものになり得る。
【０１１０】
　こうした注入方式の開発は特にコストがかかるものになり得る。例えば、レジストのパ
ターニング段階において使用されるレチクルマスクの製造には、数ヶ月間及び数万ドルが
かかり得る。プロセスの開発（例えば、レチクルに適したレジストの露光条件、レジスト
の種類、レジストの厚さ等）には、更に数ヶ月間かかり得る。開発が完了したら、数週間
または数ヶ月間かけて、パイロット版が製造される。テストによって、レチクルのデザイ
ンまたはプロセス段階に欠陥があることが明らかになると、プロセスをやり直す必要が生
じ得て、機能する装置が確実に生成可能になるまで、繰り返される。こうした長期開発は
、特定の装置（例えば、限定された数の装置しか製造されない特殊な軍用装置）に対して
は、現実的ではなく、不可能なことさえある。
【０１１１】
　レジスト無しの直接書き込み注入を使用することによって、研究、パイロット版の製造
、完全な製造環境における高度な方法（例えば、シングルレベルの傾斜注入、ＬＤＤ、共
注入）を取り入れるための製造の柔軟性及び短期開発期間が提供可能である。こうしたシ
ステムでは、例えば略２０ｎｍ内の略５キロ電子ボルト（ｋｅＶ）から略５００ｋｅＶま
での範囲の垂直方向の注入プロファイルを達成可能である。こうしたシステムは、イオン
ビームの種を選択する柔軟性及び、一つの傾斜エネルギーまたはドーズ量プロファイル内
にビームを９ｎｍ以内で配置する柔軟性を有するが、このことを用いて、傾斜注入、ＬＤ
Ｄ、共注入等の高度な注入プロセスを達成することができる。
【０１１２】
　図１１Ａから１１Ｄは、直接書き込み注入を用いて処理されるワークピースの断面を概
略的に示す。図１１Ａの未処理のワークピースから開始し、図１１Ｂの矢印１１００で示
される第一セットのデジタルビーム露光プロファイルで、ワークピースが注入される。結
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果物は、ドーピングされた物質の領域１１０２を有する図１１Ｃのワークピースである。
その後、図１１Ｃに矢印１１０４で示される第二セットのデジタルビーム露光プロファイ
ルを有する注入が実施される。結果物は、ドーピングされた領域１１０２及びドーピング
された領域１１０６を有する図１１Ｄのワークピースである。ドーパントを活性化させる
ため、それぞれの注入後、または一連の注入後に、ワークピースをアニーリングしてもよ
い。特定の実施形態では、図１１Ｄに示されるワークピースに、単一の注入を実施するこ
とが可能で、例えば、図１１Ｅから１１Ｉに示される方法を用いる。
【０１１３】
　図１１Ｅでは、荷電粒子の集団の荷電粒子密度が、矢印１１０８で示されるように、ワ
ークピースにわたって走査されるにつれて、変更される。ワークピースの領域１１１０は
、低濃度ドーピングされる（例えば、ｎ－）一方で、領域１１２０は高濃度ドーピングさ
れる（例えば、ｎ＋＋）。図１１Ｆは、図１１Ｅのものと同様のワークピースの位置対ド
ーズ量の記録のプロットである。ドーズ量のプロファイルを、例えば図１１Ｅのビームを
重ねることによって、線形にすることができる。図１１Ｇでは、ビームのエネルギーが、
矢印１１２２で示されるように、ワークピースにわたって走査するにつれて、変更される
。ワークピースの領域１１２４は浅くドーピングされる（例えば、低不純物濃度ドレイン
のように）一方で、領域１１３４は深くドーピングされる（例えば、ｎ型ウェルのように
）。図１１Ｈは、図１１Ｇのものと同様のワークピースの位置対注入深さのプロットであ
る。ドーズ量のプロファイルを、例えば図１１Ｇのビームを重ねることによって、線形に
することができる。一部の実施形態では、エネルギーは略５から５００ｋｅＶまでで変化
し、より好ましくは略５から２００ｋｅＶまでで変化する。図１１Ｉでは、集団の荷電粒
子密度及び集団のエネルギーが、矢印１１３６で示されるように、ワークピースにわたっ
てデジタルビームが走査されるにつれて、変更される。ワークピースの領域１１３８は、
低濃度でかつ浅くドーピングされる一方で、領域１１４８は高濃度でかつ深くドーピング
される。例示してはいないが、例えば種のような他のビームパラメータを変更することも
できるということは理解されたい。特定の実施形態では、ビームは、トランジスタにわた
って、ダイにわたって、またはワークピースにわたって変更される。特定の実施形態では
、ビームは、ワークピース上の略２０ｎｍの領域内で変更される。また、ビームの変更に
よって、エッチング、堆積及び他のプロセスが増強され得る。
【０１１４】
　１．５μｍ未満のゲート長を有する装置において許容可能なレベルの信頼性を達成する
ための標準的な方法は、低不純物濃度ドレイン（ＬＤＤ）プロセスを使用することである
。この二段階の注入プロセスによって、チャネルエッジ付近の電場を低下させるソース及
びドレイン領域が生成され、衝撃イオン化レートが低下し、ゲート酸化物内へ移動する可
能性のあるホット電荷が少なくなるので、装置の長期信頼性が増強される。ビーム注入に
よって、ソース／ドレイン注入の水平方向の適切な段階化が可能になり、単一の段階でＬ
ＤＤプロセス全体が完了する。このように、ビーム注入によって、シリコン基板に対する
損傷により特に歩留まりに影響を与える可能性のある、側壁スペーサ及びこれに関連した
エッチングプロセスの必要性と二つのフォトレジスト段階とが排除される。
【０１１５】
　ＬＤＤプロセスは、ゲート長が１μｍの装置のピーク相互コンダクタンスをおおよそ１
０％劣化させる可能性があり、ゲート長が０．５μｍの装置のピーク相互コンダクタンス
を２０％も劣化させる可能性がある。しかしながら、一方の側の上のイオン注入を排除す
ることによって、装置の性能が顕著に改善され得る。従来の処理方法では、これには、ソ
ース側をマスキングするための追加のパターニング段階が必要とされるため、ほとんど実
施されることはなかった。しかしながら、ビーム注入によって、電場が高いトランジスタ
のチャネルのドレイン側の上のみにＬＤＤを配置することが可能になり、イオン注入をソ
ース側からは省略することができる。図１２Ａから１２Ｃは、単一のデジタルビームプロ
セス段階によって達成可能なワークピース内の注入構造の概略的な断面図を示す。
【０１１６】
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　また、ビーム注入を用いて、装置のスケーリングを改善することができる。装置のスケ
ーリングを制御することにおける限定要因は、ソース／ドレインの接合深さである。接合
が浅ければ浅いほど、短チャネル効果は少なくなり、スケーラビリティの度合いが大きく
なる。しかしながら、浅い接合によって、寄生ソース／ドレイン抵抗が増大する。このソ
ース／ドレイン抵抗の影響は、ディープサブミクロン装置においては相当なものである。
この場合においては、ビーム露光の横方向の段階的ポテンシャルを用いることが特に有効
であり、例えば、トランジスタのチャネルの近くでは非常に浅いが、トランジスタのコン
タクトの下では深いままであるドレインを作成することによって行われる。チャネルエッ
ジの近くでの浅い接合によって短チャネル効果の減少がもたらされる一方で、コンタクト
の下での深い接合によって低い直列抵抗が促進される。他の選択肢は、ソース側の上に深
い接合を配置して、ドレイン側の上に段階的な接合を配置することである。これによって
、直列抵抗が最も重要であるソース側の上での直接抵抗を最小に保つことができる一方で
、ドレイン側の上におけるドレインによって誘起される障壁の低下という負の効果を減少
させることができる。
【０１１７】
　デジタルビーム注入によって生じた横方向のチャネルのドーピングの変化によって、高
性能高歩留まりの平坦ゲートＦＥＴを構成することが可能になる。ＬＤＤ領域によって、
トランジスタの出力抵抗及びブレークダウン電圧が増加し、電力性能が増大する。図１３
Ａに示されるように、ゲートの下及びソースのドーピングを増加することによって（図１
３Ａの領域１３０２）、ソース‐ゲート抵抗を減少させることができ、チャネル電流が増
加することによって、相互コンダクタンス及び増幅率が改善される。図１３Ｂのチャート
によって示される、この横方向のドーピングの変化は、チャネルの長さ方向に沿ったセグ
メント内の注入ドーズ量を変化させることによって、得られる。使用可能な異なるセグメ
ントの数は、デジタルビームのサイズによってのみ限定される。
【０１１８】
　ＧａＡｓのＦＥＴは、マイクロ波（またはミリメートル波）モノリシック集積回路（Ｍ
ｉｃｒｏｗａｖｅ（Ｍｉｌｌｉｍｅｔｅｒ‐ｗａｖｅ）　Ｍｏｎｏｌｉｔｈｉｃ　Ｉｎｔ
ｅｇｒａｔｅｄ　Ｃｉｒｃｕｉｔ，ＭＩＭＩＣ）の多くにおいて主要な素子ではあるが、
ショットキーダイオード等の他の素子が、高性能装置のために、同一のワークピース上に
製造されることが多い。しかしながら、ＦＥＴゲートは、理想的なダイオードとしては使
用不可能である。何故ならば、カットオフ周波数が、質の高いショットキーダイオードよ
りもはるかに低いからである。同一のワークピース上へのＦＥＴ及びショットキーダイオ
ードの製造は、エピタキシャル成長またはブランケット注入処理のいずれかでは、達成す
ることが難しい。デジタルビーム処理は、図１５Ａに示されるように、ワークピース上の
異なる位置における離散的な処理を実施する性能があるので、同一のワークピース上のＦ
ＥＴ及びダイオードの選択的なイオン注入処理に非常に適している。本願で開示される全
てのプロセスに当てはまることではあるが、他の処理段階を、従来のプロセスと組み合わ
せてもよい。
【０１１９】
　ＧａＡｓのＭＩＭＩＣは従来では、ブランケット注入及び堆積段階、バッチエッチング
及び合金化段階を用いて、製造される。フォトレジストを用いて、それぞれのレベルにお
いて、装置及び回路のパターンを選択的にマスキングして画定する。結局、従来の方法で
は、１２のマスクレベルを含む２５を超える異なる処理段階が採用される。フロントエン
ド（トップサイド）プロセス単独で典型的には、６ワークピースのバッチを完了させるの
に２４０時間以上かかる。多くのオーバーヘッド時間及び必要とされる接触的な作業のせ
いで、このプロセスは非常に非効率である。ＧａＡｓのＭＩＭＩＣの処理は、選択的なピ
クセルに基づいた注入、堆積及びエッチングのデジタルビームプロセスをデザインするこ
とによって、顕著に改善及び単純化させることができ、歩留まりが増加し、コストが削減
される。デジタルビーム処理によって、ＧａＡｓのＭＩＭＩＣプロセスの単純化及び改善
における顕著な利点が提供され、これは、より早いサイクル時間、より高い回路の歩留ま
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り、より低いチップのコストに繋がる。その場（ｉｎ　ｓｉｔｕ）処理によって、実施す
るのに典型的には１００時間近くかかる１ダース以上のプロセスを省くことが可能であり
、許容可能な時間枠内での、装置の性能、歩留まり、コスト及び拡張性を改善するための
、大幅なプロセスの変形が可能になる。例えば、デジタルビームプロセスは、たった９の
段階及び１９の操作しか含まないことがあり、ウェーハ毎のサイクルが４０分に短縮され
る。図１６Ａから１６Ｋに示されるように、ＧａＡｓのＭＩＭＩＣのデジタルビームプロ
セスの一例には、選択的なチャネル及びコンタクトの注入が含まれ、これにアニーリング
が続く。デジタルビーム堆積とこれに続くデジタルビーム絶縁注入によって、抵抗コンタ
クトが線引きされて、コンタクトの金属が堆積される。このコンタクトはアニーリングに
よって合金化される。薄膜抵抗器、ＦＥＴゲート、金属相互接続部、絶縁体及びパッシベ
ーション層がデジタルビーム堆積される。
【０１２０】
　多機能ＭＩＭＩＣ（Ｍｕｌｔｉｆｕｎｃｔｉｏｎ　ＭＩＭＩＣ，ＭＦＩＣ）は、単一の
装置内に多数の機能を集積する。従来では、ＧａＡｓのＭＦＩＣは、レシーバの機能の集
積レベルを増大させて製造されており、アナログ及びデジタル機能が組み合わせられ、ト
ランスミッタ及びレシーバ機能が組み合わせられる。ＭＦＩＣは、パーツの数、サイズ、
重さ、及び、組み立て／調整のコストを減少させることによって、システムのコストを減
少させる。ウェーハスケール集積（Ｗａｆｅｒ　Ｓｃａｌｅ　Ｉｎｔｅｇｒａｔｉｏｎ，
ＷＳＩ）は、ウェーハ上に完全なシステムを形成するために多数の非類似な機能を集積さ
せるものであるが、多くの将来的なマイクロエレクトロニクスの製造に非常に適している
。ＭＦＩＣ一般的に、高度なフェーズドアレイアンテナシステムに対して必要とされるも
のであるが、これは、光学制御及びデジタル信号処理を備える複雑な無線周波数の機能を
集積する。一例は、システムレベル集積回路（Ｓｙｓｔｅｍ　Ｌｅｖｅｌ　Ｉｎｔｅｇｒ
ａｔｅｄ　Ｃｉｒｃｕｉｔ，ＳＬＩＣ）である。フェーズドアレイの応用のために開発さ
れた大抵の構成要素は、ハイブリッドアセンブリ法を用いて個別にデザインされる。従っ
て、十分なサポート機能が集積されず、システムに直に投入することができない。回路機
能のモノリシック集積は、パーツの数、サイズ、重さ、及びアセンブリのコストを減少さ
せる。
【０１２１】
　高電子移動度トランジスタ（Ｈｉｇｈ　Ｅｌｅｃｔｒｏｎ　Ｍｏｂｉｌｉｔｙ　Ｔｒａ
ｎｓｉｓｔｏｒ，ＨＥＭＴ）は、従来のＧａＡｓのＦＥＴに対して大いに改善された性能
を有するヘテロ接合ＦＥＴである。ＨＥＭＴは一般的に、ミリメートル波周波数で動作す
る低ノイズ増幅器及び高速デジタル回路において、用いられる。高速超低電力デジタル回
路は典型的に、同一のワークピース上に製造された相補型ｎチャネル及びｐチャネルＦＥ
Ｔを有するが、この製造は、選択エピタキシャル材料成長法を用いたとしても困難である
。デジタルビーム処理注入は、同一のウェーハ上に相補型のヘテロ接合絶縁ゲート（Ｈｅ
ｔｅｒｏｊｕｎｃｔｉｏｎ　Ｉｎｓｕｌａｔｉｎｇ　Ｇａｔｅ，ＨＩＧ）ＦＥＴを製造す
るのに非常に適している。基本的なｎ及びｐチャネルＨＩＧＦＥＴ装置の断面図が、図１
４Ａ及び１４Ｂにそれぞれ示されている。この装置は実質的に平坦であり、半絶縁基板内
に埋め込まれている。シリコンを含むデジタルビームを、ｎチャネル装置注入用に使用す
ることができ、ベリリウムを含むデジタルビームを、ｐチャネル装置注入用に使用するこ
とができる。金属シリサイドゲート（例えば、ショットキーゲート）及び抵抗コンタクト
（例えば、ＡｕＧｅ、ＡｕＺｎを含む）を、デジタルビーム堆積によって堆積させること
ができる。こうしたシーケンスによって、二段階のその場（ｉｎ　ｓｉｔｕ）装置製造プ
ロセスが可能になる。結果として、この装置の固有の特徴は、最小段階のプロセスでの、
高解像度デュアル近接印刷ということになる。
【０１２２】
　ヘテロ接合バイポーラトランジスタ（Ｈｅｔｅｒｏｊｕｎｃｔｉｏｎ　Ｂｉｐｏｌａｒ
　Ｔｒａｎｓｉｓｔｏｒ，ＨＢＴ）は典型的に、高線形性、正確なアナログ性、デジタル
／デジタル変換器、及びマイクロ波電力応用を有する装置において用いられる。しかしな
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がら、振動の最大周波数及び電流増幅率は、寄生ベース抵抗及びコレクタキャパシタンス
のそれぞれによって限定される。ＧａＡｓのＨＢＴ装置の性能及び歩留まりは、選択的デ
ジタルビーム注入によって、改善可能である。図１７は、このような応用におけるワーク
ピースの断面図の一例を示す。第一に、コンタクトの金属化前の基板内へのベリリウム注
入によって、コンタクト抵抗を減少させる。ベース層は、同一のベースのコンタクト抵抗
に対して低ドーピング濃度を有し得て、ｐ型ベースを介した電子輸送の促進によって、電
流増幅率が増加する。第二に、エミッタ電極とベース電極との間の酸素またはホウ素の注
入によって、電子の流れを電気的に絶縁して、閉じ込めて、横方向の再結合というよりも
むしろ装置を介して垂直方向に流れるようにする。これによって、浮遊キャパシタンスが
減少し、動作周波数が改善される。こうした製造プロセスは、小さな寸法のせいで、また
、フォトレジスト処理増大表面の再結合が増幅率を減少させるせいで、標準的なフォトレ
ジスト処理法では実施することが難しい。
【０１２３】
　また、ビーム注入の横方向のドーピング性能は、チャネル停止注入を使用することを介
して装置のスケーラビリティを改善することができる。こうしたチャネル停止注入は一般
的に、ナロートランジスタの有効装置長を減少させ、接合のキャパシタンスを減少させ、
技術的な性能を増加させる。従来の注入では、フィールド酸化物のエッジに沿ったドーピ
ング濃度を調節することの難しさによって、アクティブ領域内に入り込む必要以上の注入
が生じ得る。ビーム露光を用いると、注入を、フィールド酸化物のエッジに沿った、十分
ではあるが過度ではない表面濃度を保つように空間的に制御可能である。
【０１２４】
　チャネル停止注入を変更することには、鳥の嘴の形に沿うガードリングまたはチャネル
停止注入の段階化が含まれ得て、電離放射線に起因するフィールド反転を防止することが
できる。ガードリング法では一般的に、大領域という不利益が伴う。何故ならば、耐性に
対して必要とされる注入ドーズ量が、ｎ＋／ｐ＋領域の密接さからのブレークダウン問題
を助長するのに十分高いものであるからである。ガードリングとｎ＋注入層との間の間隔
を空けることによって、このブレークダウン問題が解決可能である（例えば図１９Ａに示
されるように）。この方法は有効であるが、高密度という不利益が伴う。このことは、装
置がサブミクロン形式のスケールになると顕著である。デジタルビーム露光を用いて、水
平方向のドーピングの傾斜によって、フィールド酸化物が薄く従って放射線に対して感度
の低い接合エッジ近傍のイオンドーズ量を減少させることができ、また、フィールド酸化
物のより厚い部分の下のイオンドーズ量を増大させることができる。こうした方法を用い
ることによって、優れた放射耐性を得ることができる一方で、電圧のブレークダウンのせ
いで、レイアウト密度を妥協しなくてよい。非伝導層の注入を用いて、非常に密な絶縁方
法を形成することができる。十分なドーズ量（例えば、略１×１０１５荷電粒子／ｃｍ２

から１×１０１７荷電粒子／ｃｍ２までの間）の注入によって、原則的に無限抵抗のアモ
ルファス領域が形成される（例えば図１９Ｂに示されるように）。従って、この高抵抗領
域によって、装置を互いに絶縁することができる。この絶縁領域の寸法は極めて小さく、
例えば、酸化物絶縁ガードリングよりもはるかに小さく、回路の密度が大幅に改善される
ことになる。
【０１２５】
　一部のＣＭＯＳ応用では、バイポーラトランジスタの使用が非常に望ましいものとなる
。このことが、ＢｉＣＭＯＳ技術における関心が広まることに繋がった。この応用の多く
では、高周波数バイポーラ装置は必要とされず、従って、ＢｉＣＭＯＳに関連したプロセ
スの複雑性が大幅に増加することはない。ラテラルバイポーラ装置は、全てのＣＭＯＳ技
術において存在するものではあるが、典型的にその性能は、広範に用いられるには脆弱過
ぎる。ビーム露光注入を使用することによって、このラテラルバイポーラトランジスタ技
術の性能を大幅に改善することができる。チャネル（ベース）領域の水平方向の段階化に
よって、電場補助少数キャリア輸送がもたらされ、トランジスタのベータ及び遷移周波数
（Ｆｔ）の両方が改善される。ＬＤＤプロセスは、このバイポーラトランジスタの放出効
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率を破壊する。よって、チャネルのドレイン側上に選択的にＬＤＤを配置できることによ
って、ソース領域がエミッタとして動作し、ＬＤＤとしては処理されない。
【０１２６】
　デジタルビーム注入は、他の応用及び装置に対しても用いることができ、本願で開示さ
れる実施形態は例示的なものに過ぎないということは認識されたい。また、エッチング、
注入及び堆積を含むデジタルビームプロセスの組み合わせを用いて、多様な半導体装置を
形成することができ、本願で開示される実施形態は例示的なものに過ぎないということも
認識されたい。例えば、図１８Ａは、実質的に完成した半導体装置を構築するためのプロ
セスシーケンスを示す。一部段階が従来の方法で実施され、またデジタルビーム処理と組
み合わせられてもよく、好ましくは、プロセス段階のそれぞれがデジタルビーム処理を用
いて実施される。
【０１２７】
　アニーリングは、物質の層の中の原子または分子が加熱されてエネルギーが与えられる
プロセスであり、ドーパントを活性化させるために、膜と膜との、または、膜とウェーハ
基板との界面を変更するために、堆積した膜を高密度化するために、成長させた膜の状態
を変更するために、イオン注入による損傷を修復するために、ドーパントを移動させるた
めに、ドーパントを一つの膜から他の膜内に、または膜からウェーハ基板内に移動させる
ために、余剰溶媒を駆逐するため（例えば、レジスト堆積物、スピンオン誘電体等から）
等のために行われる。このように、アニーリングは、直接書き込みプロセスと関連して特
に有効である。しかしながら、急速熱アニーリングに先立って、ビーム露光チャンバ内で
ワークピースを露光させる必要はないということは認識されたい。
【０１２８】
　上述のまたは他のプロセスを組み合わせることによって、単一の処理ツール内で、生の
基板（例えば、単結晶ウェーハ、堆積させたフィールド酸化物を備えるワークピース）か
ら、実質的に完成したワークピース（例えば、パッシベーションの準備の整ったワークピ
ース、ダイの切断準備の整ったワークピース等）を製造することができる。
【０１２９】
　軍用及び商業用の電子機器に対する要求は、論理セルと同じまたは同様の形式を使用す
る広範な集積回路に向い続けている。過去数年において、多重露光技術が、減少し続けて
いる次世代ノードの限界的な幾何学的形状の要求に合致するために使用されてきている。
一般的に、処理段階の数の増加は、歩留まり及び処理性能を減少させ、新しいデザインル
ール毎の便宜的なコストの増大がもたらされる。新規装置の将来的な開発に対して、コス
ト、解像度、処理性能及び歩留まりの改善を同時に対象とする確実な製造技術は、現状で
は存在しない。デジタルビームパターン処理を提供するリソグラフィ及び半導体処理を組
み合わせる形式が、産業の将来に対する解決策を提供することができるものである。
【０１３０】
全自動高速処理性能クラスタ処理ツール上にレジスト無しのデジタルビーム露光補助堆積
、エッチング及び注入処理を取り入れることによって、高性能及び／又は高密度集積回路
の製造コストを顕著に減少させることができる。例えば、部分的なその場（ｉｎ　ｓｉｔ
ｕ）１５ｎｍソース／ドレインＢｉＣＭＯＳ装置の製造には、タングステン、シリコン酸
化物、整列または金属化のためのプラチナ、誘電絶縁体、シリサイドのそれぞれの自然核
生成が含まれ得る。ディープサブミクロンポリシリコン傾斜注入ソース／ドレイン技術を
用いて、注入レベルの数を最小化できる一方で、装置の性能を最大化できる。ＤＢＡＣＥ
は、ＬＯＣＯＳ及びゲート酸化物の形成のために使用することができる。注入、ゲート及
びパッシベーションレベルのためのポリシリコンを、装置のＣＶＤチャンバ内でウェーハ
全体に堆積させることができる。フィールド酸化物は、他の全てのプロセスに先立ってシ
ステムの外側で行われるエクスシチュー（ｅｘ　ｓｉｔｕ）プロセスのみによるものであ
ってもよい。
【０１３１】
　処理ツールの処理性能及び解像度を同時に最大化させるために、異なるワークピースレ
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ベルにおける露光に対して、複数の異なるピクセル／デジタルビームスポットサイズの組
み合わせを使用することができる。また、露光方法を、上述のような一様な核生成堆積に
対する補償のために使用することができる。デジタルビーム露光補助堆積プロセスの感度
を増加させるために、システムの処理性能を減じることなく、減少させたビーム電流密度
で複数のレベルを露光することができる。完全なその場（ｉｎ　ｓｉｔｕ）プロセスを実
施するために、ツールが、一つ以上の酸化（例えば、プラズマ増強ＣＶＤ（Ｐｌａｓｍａ
　Ｅｎｈａｎｃｅｄ　ＣＶＤ，ＰＥＣＶＤ））及び核生成専用チャンバを含むことができ
る。
【０１３２】
　多様な変形が可能である。構成要素を追加したり、取り除いたり、並び替えてもよい。
様々な構成要素を交換してもよい。配置及び構成が異なってもよい。同様に、処理段階を
追加したり、取り除いたり、並び替えてもよい。
【０１３３】
　当業者は、上述の方法及びデザインが、更なる応用を有するものであり、関係する応用
が、上述の特定のものに限定される訳ではないということを認識されたい。また、本発明
を、本願で開示される本質的な特徴から逸脱すること無く、他の特定の形態に具現化する
ことができる。上述の実施形態は、全ての側面において例示的なものに過ぎず、何ら制限
的なものではないということを理解されたい。
【０１３４】
　本技術の応用は、事実上無制限であり、未来のマイクロエレクトロニクスの構成要素の
開発の更に先に広がっている。上述のことは、例えば、軍用または商業用電子機器産業に
おける、レジスト無しの処理の可能性を例示するための、活用性の高い電子機器の応用の
僅かなものである。多数の他の応用が可能である。その場（ｉｎ　ｓｉｔｕ）プロセス段
階の大多数には、システム中のビーム電流密度を４０Ａ／ｃｍ２に下げることが含まれ得
ることは認識されたい。これは、今日の技術と均等なものであり、こうしたタスクのそれ
ぞれに対するリスクを大幅に減少させる。
【０１３５】
　本発明について、特定の好ましい実施形態及び実施例に関して開示してきた。しかしな
がら、当業者であれば、本発明が、特定の開示された実施形態を超えて他の変形例へと拡
張されるものであり、及び／又は、本発明及び自明な変形例及びこれらの均等物を使用で
きるものであるということを理解されたい。更に、本発明の複数の変形例について詳述し
たが、本発明の範囲内の他の変形例は、この開示に基づいて当業者が容易に想到し得るも
のである。また、本実施形態の特定の特徴及び側面の様々な組み合わせまたは部分的な組
み合わせも行うことができるものであり、本発明の範囲内に落とし込まれるということは
熟慮されたい。開示された実施形態の様々な特徴及び側面を互いに組み合わせたり置換し
たりして、開示された発明の変形モードを形成できるということは理解されたい。従って
、本願で開示される本発明の範囲は、上述の特定の実施形態に限定されるということは意
図しておらず、特許請求の範囲を公平に読むことによってのみ決定されるものである。
【図面の簡単な説明】
【０１３６】
【図１Ａ】制御された粒子ビーム生成用の装置の例の斜視図である。
【図１Ｂ】図１Ａの装置の概略的な上面図である。
【図２】荷電粒子露光チャンバの一例の概略的なブロック図である。
【図３Ａ】荷電粒子コラムの一例の概略的なブロック図である。
【図３Ｂ】荷電粒子のバンチングを概略的に示す。
【図３Ｃ】ビームバンチャーの一例を概略的に示す。
【図３Ｄ】ビームブランカーの一例を概略的に示す。
【図４Ａ】或る期間にわたる書き込み方法の一例を示す。
【図４Ｂ】ワークピースステージ及び制御電子機器の一例の概略的なブロック図である。
【図４Ｃ】ビーム測定法の一例を示す概略的なブロック図である。
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【図４Ｄ】ビーム測定法の一例を示す概略的なブロック図である。
【図５】デジタルビーム中の荷電粒子の集団の例を示す。
【図６Ａ】偏向器の概略的な上面図を示す。
【図６Ｂ】図６Ａの偏向器の右上の四分円の斜視切開図である。
【図７】荷電粒子コラムの他の例の概略的なブロック図である。
【図８】書き込み方法の一例を示す。
【図９Ａ】デジタルビーム補助化学エッチングプロセスの一例の或る段階におけるワーク
ピースの断面を概略的に示す。
【図９Ｂ】デジタルビーム補助化学エッチングプロセスの一例の或る段階におけるワーク
ピースの断面を概略的に示す。
【図９Ｃ】デジタルビーム補助化学エッチングプロセスの一例の或る段階におけるワーク
ピースの断面を概略的に示す。
【図１０Ａ】デジタルビーム補助堆積プロセスの一例の或る段階におけるワークピースの
断面を概略的に示す。
【図１０Ｂ】デジタルビーム補助堆積プロセスの一例の或る段階におけるワークピースの
断面を概略的に示す。
【図１０Ｃ】デジタルビーム補助堆積プロセスの一例の或る段階におけるワークピースの
断面を概略的に示す。
【図１１Ａ】デジタルビーム注入プロセスの一例の或る段階におけるワークピースの断面
を概略的に示す。
【図１１Ｂ】デジタルビーム注入プロセスの一例の或る段階におけるワークピースの断面
を概略的に示す。
【図１１Ｃ】デジタルビーム注入プロセスの一例の或る段階におけるワークピースの断面
を概略的に示す。
【図１１Ｄ】デジタルビーム注入プロセスの一例の或る段階におけるワークピースの断面
を概略的に示す。
【図１１Ｅ】デジタルビーム変更プロセス中の変更例を示す。
【図１１Ｆ】デジタルビーム変更プロセス中の変更例を示す。
【図１１Ｇ】デジタルビーム変更プロセス中の変更例を示す。
【図１１Ｈ】デジタルビーム変更プロセス中の変更例を示す。
【図１１Ｉ】デジタルビーム変更プロセス中の変更例を示す。
【図１２Ａ】制御された粒子ビームで処理された低不純物濃度ドレイン構造の概略的な断
面図の例を示す。
【図１２Ｂ】制御された粒子ビームで処理された低不純物濃度ドレイン構造の概略的な断
面図の例を示す。
【図１２Ｃ】制御された粒子ビームで処理された低不純物濃度ドレイン構造の概略的な断
面図の例を示す。
【図１３Ａ】制御された粒子ビームで処理された横方向のチャネルドーピング構造の概略
的な断面の一例を示す。
【図１３Ｂ】図１３Ａの構造のドーピング濃度プロファイルを示す。
【図１４Ａ】制御された粒子ビームで処理されたヘテロ接合絶縁ゲート電界効果トランジ
スタ構造の概略的な断面の例を示す。
【図１４Ｂ】制御された粒子ビームで処理されたヘテロ接合絶縁ゲート電界効果トランジ
スタ構造の概略的な断面の例を示す。
【図１５Ａ】制御された粒子ビームで処理される時間に対する、ヒ化ガリウムダイオード
構造の概略的な断面の例を示す。
【図１６Ａ】制御された粒子ビームで処理される時間に対する、ヒ化ガリウムマイクロ波
モノリシック集積回路構造の概略的な断面の例を示す。
【図１６Ｂ】制御された粒子ビームで処理される時間に対する、ヒ化ガリウムマイクロ波
モノリシック集積回路構造の概略的な断面の例を示す。
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【図１６Ｃ】制御された粒子ビームで処理される時間に対する、ヒ化ガリウムマイクロ波
モノリシック集積回路構造の概略的な断面の例を示す。
【図１６Ｄ】制御された粒子ビームで処理される時間に対する、ヒ化ガリウムマイクロ波
モノリシック集積回路構造の概略的な断面の例を示す。
【図１６Ｅ】制御された粒子ビームで処理される時間に対する、ヒ化ガリウムマイクロ波
モノリシック集積回路構造の概略的な断面の例を示す。
【図１６Ｆ】制御された粒子ビームで処理される時間に対する、ヒ化ガリウムマイクロ波
モノリシック集積回路構造の概略的な断面の例を示す。
【図１６Ｇ】制御された粒子ビームで処理される時間に対する、ヒ化ガリウムマイクロ波
モノリシック集積回路構造の概略的な断面の例を示す。
【図１６Ｈ】制御された粒子ビームで処理される時間に対する、ヒ化ガリウムマイクロ波
モノリシック集積回路構造の概略的な断面の例を示す。
【図１６Ｉ】制御された粒子ビームで処理される時間に対する、ヒ化ガリウムマイクロ波
モノリシック集積回路構造の概略的な断面の例を示す。
【図１６Ｊ】制御された粒子ビームで処理される時間に対する、ヒ化ガリウムマイクロ波
モノリシック集積回路構造の概略的な断面の例を示す。
【図１６Ｋ】制御された粒子ビームで処理される時間に対する、ヒ化ガリウムマイクロ波
モノリシック集積回路構造の概略的な断面の例を示す。
【図１７】制御された粒子ビームで処理されたヘテロ接合バイポーラトランジスタ構造の
概略的な断面の一例を示す。
【図１８Ａ】制御された粒子ビームで処理される時間に対する、半導体構造の概略的な断
面の一例を示す。
【図１９Ａ】制御された粒子ビームで処理された放射耐性構造の概略的な正面図の一例を
示す。
【図１９Ｂ】図１９Ａの放射耐性構造の１９Ｂ‐１９Ｂ線に沿った概略的な断面図である
。
【図２０】対物レンズアセンブリの概略的な断面分解図である。
【図２１Ａ】ビーム書き込み方法を概略的に示す。
【図２１Ｂ】ビーム書き込み方法を概略的に示す。
【図２１Ｃ】ビーム書き込み方法を概略的に示す。
【図２１Ｄ】ビーム書き込み方法を概略的に示す。
【図２１Ｅ】ビーム書き込み方法を概略的に示す。
【図２１Ｆ】ビーム書き込み方法を概略的に示す。
【図２１Ｇ】ビーム書き込み方法を概略的に示す。
【符号の説明】
【０１３７】
　１００　装置
　１０１　ワークピース
　１０２　露光チャンバ
　１０４　ロードロックチャンバ
　１０６　輸送モジュール
　１０８　処理チャンバ
　１１０　ＡＭＨＳ
　２００　ビームコラム
　２０２　荷電粒子源
　２０４　コリメータ
　２０６　ビームデジタイザ
　２１０　偏向器
　２１２　対物レンズアセンブリ
　２１４　ワークピースステージ
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　２２０　システムサポート電子機器
　２３０　コラムサポート電子機器
　２４０　データ処理電子機器
　３０２，３０４　ビームバンチャー電極
　３１２，３１４　電極
　３１６　開口プレート
　６０２　開口部
　６０４、６０６、６０８、６１０　電極
　６１２　絶縁体
　７０２　仮想デジタルステンシル

【図１Ａ】

【図１Ｂ】

【図２】
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